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スケトウダラ太平洋系群の資源変動におよぼす
成魚期の海洋環境の影響に関する研究＊1

志田　修＊2

Studies on influence of oceanographic conditions in the spawning season on 
interannual fluctuations in recruitment of the Japanese Pacific walleye pollock 
(Theragra chalcogramma) stock 

Osamu SHIDA＊2

　The Japanese Pacific walleye pollock (Theragra chalcogramma) stock (JPS) which is widely distributed off the 
Pacific coast of northern Japan is one of the most important target species for local fisheries. Resources of this 
species have been managed under the TAC rules that require estimation of stock abundance. Therefore, it is 
necessary to have a clear grasp of the relationship between the ocean environment and the variation in the stock 
abundance of walleye pollock, and to device a suitable method of fisheries management based on pertinent biological 
information. I have proposed a conceptual model of the mechanisms that determine JPS year-class strength, which 
appear to be the major factor that drives changes in stock biomass. In this model, successive controls are believed 
to be important for determining year-class strength. These controls or “switches” are factors related to survival in 
each stage from spawning adults to recruits. This study focused upon these switches in the spawning adult stage, 
as adult fish are the most important target for commercial fisheries. The objectives of this study were to investigate 
the interannual variability of the timing and location of spawning, and the influence of oceanographic conditions 
on them. Furthermore, I addressed the relationship between this variability and landings of commercial fisheries. 
The distribution and abundance of spawning adults in Hidaka Bay, the main spawning ground, were observed from 
1998 to 2008 using a quantitative echo sounding system, and the data were analyzed together with oceanographic 
observation data using the Geographic Information System (GIS) method. The results showed that adult pollock 
migrate from the Doto area, the major feeding ground, to Hidaka Bay along the Cold Lower-layer water. They then 
moved to the shallower continental shelf region covered with Oyashio water (OW) in the spawning period. After 
spawning, they migrated to the Doto area along the OW. The timing of spawning migration to Hidaka Bay showed 
interannual vatiation that was affected by water temperature and abundance of prey zooplankton during the 
feeding period. The spawning location in Hidaka Bay was affected by distribution of the cold Coastal Oyashio water. 
Furthermore, these interannual variations in the timing of spawning migration and spawning location affected 
the landings of commercial Danish seine and gillnet fisheries. These findings are of value for understanding the 
mechanism of stock variation, and provide important guidance for walleye pollock stock management.

キーワード：スケトウダラ，太平洋系群，資源変動，成魚期，海洋環境

報文番号　Ａ461（2010年10月８日受理）
*1	 北海道大学審査学位論文（掲載に際し、投稿規定に従って、一部改変した）
*2	 北海道立総合研究機構中央水産試験場（Hokkaido Research Organzation Central Fisheries Research Institute）



Fig.１.1　Distribution of the Japanese Pacific walleye 
pollock (Theragra chalcogramma) stock and 
location of its spawning grounds. Dahsed lines 
show the borders of areas. Modified from 
Shida et al.22)

第 1章　序論

　世界の人口は2009年現在の68億人から今後大幅に増加
し，2050 年までに90億人を超すと予想されている1）。こ
うした人口増加に伴う需要増に対応するため，食糧の確
保は世界的な問題となっている。一方，我が国における
2008年度の食料自給率はカロリーベースで41%2）と低い
水準にとどまっており，自給率の向上は極めて重要かつ
早急に取り組むべき課題である。我が国の排他的経済水
域は世界第 6位の447万㎢であり，国土面積の12倍を有し
ている。従って，国土面積の限られている我が国において
は，水産資源の維持増大が食料自給に欠かせない要件で
ある。我が国における2008年度の漁業生産量は559万トン
であり，そのうち天然資源の漁獲による生産量（海面養
殖および内水面・養殖業による生産を除いた値）は78％
を占めていることから，天然資源の適切な管理は生産の
維持増大に最も有効な方策のひとつである。しかしなが
ら，世界の海洋における水産資源の80%が乱獲または限
界まで利用された状態にあると評価されており3），1992
年の国連環境会議（UNSED）リオ宣言では「持続可能
な利用と開発」の重要性が強調されている4）。我が国で
は，国連海洋法条約の批准に伴い，海洋生物資源の保存
および管理に関する法律が1996年に施行され，1997 年 1
月から総許容漁獲量（Total Allowable Catch：以降TAC
と略す）による管理がスタートした。この制度は，生産
量が多く，経済的な価値が高い魚種や我が国周辺で外国
漁船により漁獲が行われている水産資源に対し，研究者
および研究機関が科学的な資源評価に基づいて生物学的
許容漁獲量（Allowable Biological Catch：以降ABCと略
す）を算定し，これに基づいて行政機関がTACを決定し
管理するものである。「持続可能な利用と開発」にむけて，
この制度を効果的に運用していくためには，資源の的確
な評価と資源変動メカニズムの理解に基づいた管理方法

の策定が求められるところである。

1．2　スケトウダラ太平洋系群の生活史
　スケトウダラ（Theragra chalcogramma）は，北太平洋
に広く分布する中底層性の回遊魚である5）。本種の2006
年における全世界の漁獲量は，290万トンとイワシ類に次
いで世界第 2 位を占め3），我が国においてもTAC対象に
指定されている最も重要な水産資源の一つである。我が
国周辺に分布する 4つのスケトウダラ系群のうち，北方
四島周辺～房総半島までの太平洋岸を分布域とするスケ

Fig.１.1　 Continued. 1: Tomakomai, 2: Cape Chikyu.
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Fig.１.3　 Walleye pollock catch from major stocks 
around Japan. JPS: the Japanese Pacific 
stock, JSS: the northern Japan Sea stock, 
OSS: the southern Okhotsk Sea stock, NSS: 
the Nemuro Strait stock.

トウダラ太平洋系群6）（Fig.1.1）は，我が国最大のスケ
トウダラ資源であり7），その資源量の大きさや食物網の
上位と下位を結ぶリンク8）としての重要性から，親潮生
態系の鍵種と考えられている9）。太平洋系群はその分布
域に複数の産卵場を有するが，噴火湾および噴火湾口部
を含む日高湾が主要な産卵場と考えられている10,11）。従
来，この海域は噴火湾およびその周辺海域と称されてき
たが，本研究では噴火湾および日高湾の名称を用いる

（Fig.1.1）。
　この海域における産卵期は12～ 3 月で，盛期は 1～ 2
月である12－14）（Fig.1.2）。また、産出された卵および孵
化後の仔魚は，海流によって噴火湾内に輸送され，そこ
に初夏までとどまると考えられている15－17）。その後，全
長 7㎝程度まで成長した稚魚は，海底付近に生活の場を
移しながら噴火湾外に出て16），8 月頃までに大部分が沿
岸域を通ってえりも岬以東の北海道東部太平洋海域（以
後道東海域と略す）に移動し18,19），成熟するまで道東海
域またはその周辺海域で過ごすと考えられている20）。一
方，卵の一部は海流によって東北の太平洋沿岸域（以後
東北海域と略す）へも輸送されることが報告されており
21），噴火湾および日高湾～東北海域を経由する別の加入
経路の存在が示唆されている7,22）。

1．3　太平洋系群の資源変動とその要因に関する既往知見
　我が国周辺海域に分布するスケトウダラのうち，太平

洋系群以外の系群・海域では，1980年代後半～1990年代
前半にかけて観察された漁獲量の急激な減少に象徴され
るように（Fig.1.3），資源状態が悪化している。水産
資源の変動に関しては，漁業の影響を重視する考え方
と，環境変動を重視する考え方が存在する。特に環境変
動に関しては，10年またはそれ以上の時間スケールで生

スケトウダラ太平洋系群の資源変動と海洋環境の影響 3

Fig.１.2　 Life history of the Japanese Pacific walleye pollock stock.

じる環境のレジームシフトに伴う変動として，近年特に
活発に議論されるようになっている23）。スケトウダラに
おいても，北部日本海系群では環境変動，即ち冬季の水



温上昇が卵仔魚の生残率低下を引き起こした可能性が
示唆されている24,25）。太平洋系群の資源変動は，加入量
変動が主な要因と考えられている22,26）。これまでいくつ
かの研究プロジェクトによって，太平洋系群の加入量
変動メカニズムに関する研究が進められてきた（例え
ば Hokkaido University suBarctic Ecosystem dynamic 
and Climate: HUBEC27） や Walleye Pollock Ecosystem 
dynamics and Walleye Pollock, Euphausiid, and Climate 
or Copepods:WBEC28）。Shida et al.22）は，太平洋系群の
資源変動メカニズムに関するこれらの研究をレビューし，
各成長段階（期）において加入量決定に影響を与えると
推測される要因を，連続したスイッチとするコンセプト
モデルを提案した（Fig.1.4）。また，Funamoto25）は，再
生産モデルを用いて太平洋系群の加入量と分布域の表面
水温との関係を調べ，本系群の加入量は 2月の北海道太
平洋岸の水温が高い年に増加することを示した。2 月は
成魚の産卵期～卵および仔魚期に当たることから，これ
らの各期におけるスイッチが太平洋系群の加入量決定に
最も重要である可能性が強く示唆される。最初の成魚期
のスイッチとしては，産卵資源重量（Spawning Stock 
Biomass：SSB）があげられる。親の存在は最低限必要
な再生産の条件であることから，必要十分な量がいるか
どうかが，このスイッチがオンとなるための条件である。
産卵親魚量の次のスイッチは産卵場所および時期である。
Nakatani and Maeda15）は，スケトウダラ卵が噴火湾内お
よび湾外の両方で採集されるが，仔魚はその大部分が噴
火湾内で観察されることから，仔魚期までの生残には噴
火湾内に輸送され，そこにとどまることが重要であると
指摘している。さらに清水・磯田17）は，噴火湾口部で産
出された卵が北西の季節風によって惹起される吹送流に
よって湾内に輸送されることをモデルによって示し，産
卵場所と風などの環境条件が湾内への輸送に重要な役割
を果たすことを明らかにした。また，Hattori et al.29）は，
東北海域に分布する仔魚の孵化日組成から，東北海域へ
の輸送と生残に産卵時期が重要であることを示唆してい
る。これらの知見から，産卵の時期と場所（Timing and 
Location），即ち，産卵盛期がその後のステージの生残
に適した時期と合致しているか，産卵場所はその後の卵
仔の輸送と関連して生存に適した場所で行われているか
が，産卵時期と場所のスイッチがオンとなる条件と考え
られる。これに引き続く卵および仔魚期では，輸送と集
合（Transport and aggregation），餌料（Diet）および
捕食者（Predation）のスイッチが想定されている。輸送
と集合のスイッチは，成魚期における産卵場所および時
期と連動したスイッチであり，噴火湾外に分布する卵お
よび仔魚が噴火湾内に輸送されて集められ，かつ噴火湾

内にとどまれるかどうかがオンとなる条件である。餌料
のスイッチは仔魚期の餌となる動物プランクトンに関す
るものである。仔魚期の生残に関して，初期餌料である
カイアシ類ノープリウス幼生の分布密度が重要だと考え
られている30－32）。Funamoto25）は，中谷ら33）のデータから，
一部の例外年があるものの，噴火湾内におけるカイアシ
類ノープリウス幼生の分布密度が高い年に太平洋系群の
スケトウダラの加入量が多いことを指摘している。従っ
て，このスイッチがオンとなる条件は，仔魚の生残に十
分な量のプランクトンが分布していることと考えられる。
また，次の稚魚期とも関連して，餌料生物の変化と魚の
サイズに関するもうひとつのスイッチが考えられている。
噴火湾内に分布する仔魚および稚魚期の餌料生物は，成
長に伴って小型のPseudocalanus 属の動物プランクトン
から Neocalanus 属や Eucalanus 属の大型動物プランク
トンに変化していくことが報告されている 16,31）。一方で，
噴火湾内のPseudocalanus 属の分布密度は 6月上旬には
減少し，Neocalanus 属が高密度に分布するようになる34）。
また，年級豊度の高かった年級では他の年級と比較して，
早い時期に孵化した個体の割合が高かったことが報告さ
れている33,35）。これらのことから，噴火湾内に分布する
動物プランクトンが小型種～大型種に変化する時期まで
に，大型の餌を捕食できるサイズに達しているかどうか
が，生残に大きく影響するのではないかという仮説が示
されている33）。従って，このスイッチは，魚のサイズと

志田　修4

Fig.１.４　Conceptual  model  of  the mechanism 
determining the year class strength of 
the Japanese Pacific walleye pollock stock 
(modified from Shida et al.22). The factors 
related to pollock survival are expressed as 
swtches in the schematics.



餌の出現時期がマッチしていることがオンとなる条件で
ある。また，孵化日組成からみて，必要なサイズに成長
するためには孵化日の早い個体が有利と考えられること
から，産卵時期もこのスイッチに影響を与える要因と考
えられる。これらが加入量決定に関して重要と考えられ
る成魚期～卵・仔魚期25）において想定されているスイッ
チである。

1．4　本研究の目的
　本研究では，これらのスイッチのうち，最初のステー
ジである成魚期におけるスイッチをとりあげ，主産卵場
である日高湾を主たる対象海域とする。前項で述べたよ
うに，成魚期のスイッチはそれに引き続く卵および仔魚
期や稚魚期のスイッチとも連動する重要性の高いものと
考えられる。加えて，成魚期のスケトウダラは主要な漁
獲対象資源であり，かつその量がABC算定の基礎になっ
ていることから，資源管理の面からも非常に重要である。
近年，計量魚群探知機（以降計量魚探機と略す）を用い
た音響資源調査がスケトウダラの分布観察36）や現存量推
定24）に用いられるようになり，調査方法などの基礎的理
論が研究されてきた19,37,38）。計量魚探機は短時間で広範囲
な調査が可能であること，海底付近～船底直下までの広
い範囲を観察可能であることから，スケトウダラのよう
に単一魚種として中層～海底付近に均一に分布する魚群
の観察に適している39）。現在，スケトウダラ太平洋系群
の資源評価とABC算定は，漁業データを用いたVirtual 
Population Analysis（以降VPAと略す）による資源量推
定に基づいて行われている（計算方法の詳細はAppendix 
1 を参照）。一方，漁獲制限を伴うTAC管理では，VPA
による間接的な資源評価方法は偏りを含む可能性が指摘
されており，漁業情報に依存しない直接的な資源評価方
法の必要性が議論されている40）。計量魚探機を用いた音
響資源調査は，直接的な資源評価方法として最も有力視
されている手法である。
　そこで本研究は，この音響資源調査の手法を用いて，ス
ケトウダラの分布，産卵のタイミングおよび場所，産卵
親魚量について調べ，環境がこれらにどのような影響を
与えるのか明らかにすることを目的とする。また，加入
量変動においてこれらがどのような役割を果たしている
か考察する。加えて，スケトウダラの分布と漁業の関係
について調べ，日高湾における資源管理手法について検
討する。

1．5　論文の構成
　本研究では，まず次章において音響調査の原理と理論
について概説する。次に，計量魚探機を用いた音響資源
調査と地理情報システムを用いて，日高湾における索餌
期の終わり～産卵期までのスケトウダラ成魚の分布と海
洋環境を明らかにする（第 3 章）。これらの基礎的知見
をふまえて，第 4章および 5章では，成魚期のスイッチ
である産卵時期および産卵場所の年変動と，これに影響
を与える海洋環境の関係を明らかにし，加えてもう一つ
のスイッチである産卵親魚量の推定を行う。第 6章では，
産卵親魚量を調節する要因である漁業による漁獲とスケ
トウダラ分布の関係を検討する。総合討論では，各章の
結果を総合して成魚期の海洋環境がスケトウダラ太平洋
系群の資源変動，即ち加入量変動にどのような影響を及
ぼすか，成魚期における二つのスイッチを中心に論議す
る。また，これらの論議をふまえて，太平洋系群の資源
管理への提言と今後の課題点について記述する。

第 2章　音響資源調査の原理と理論

　本研究で用いた音調資源調査の原理と理論について概
説する。使用した計量魚探機は，フルノFQ－70（第 4章），
Simrad EK－60（第 3章～第 6章）およびEK－500（第 5
章）である。各魚探機の仕様をTable 2. 1 に示す。
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Table ２.1　Specifications of quantitative echosounders 
used in this studies.

　FQ－70から出力される，単位体積（㎥）あたりの魚群
反応の強さを示す体積後方散乱強度SV（dB）と体積後方
散乱係数Sv（SV の線形値）とは，次の関係式で示される。

・・・・・・（2. 1）
また，単位面積（㎡）あたりの反応の強さを示す面積後
方散乱係数 Sa は，（2. 2）式によって表される。

・・・・・・（2. 2）

ここで，z は深度，r1 および r2 は積分層の上限および
下限深度（m）を表す。一方，Simrad の EK－60および
EK－500計量魚探機で出力される面積後方散乱係数 SA

（㎡/nmi2）は（2. 3）式で定義され，これは今後，本研究で
用いるNASC（Nautical Area Scattering Coefficient：㎡/
nmi2）と等価である。



・・・・・（2. 3）
本研究では，使用する数値を統一するために，FQ－70 か
ら出力されたデータを，（2. 3）式を用いてNASCに変換し
た。
NASCは，単位面積当たりの密度ρ（尾 /nmi2）に比例す
る。

・・・・・・（2. 4）

ここで，σは魚 1尾の平均音響散乱断面積を表す。
従って，海域の平均分布密度ρ（尾/nmi2）は，海域の平均
NASC（NASC）とσから次式で算出される。

・・・・・・（2. 5）

また，σはデシベル表現のターゲットストレングス（TS：
Target Strength）と次の関係がある。

・・・・・・（2. 6）

このTSは，魚の体長の 2乗に比例し，（2. 7）式で表され
る。

・・・・・・（2. 7）

ここで，FLは魚の尾叉長（㎝），TS㎝は基準化TSを示
し，本研究ではスケトウダラに対して，有鰾魚に一般的
に用いられる－66を用いる37）。また，σは尾叉長組成か
ら（2. 8）式で算出される。

・・・・・（2. 8）

　ここで，FLi は i 番目の尾叉長階級の中間値，f i はこの
尾叉長階級に属する個体数の割合を示す。
海域内の魚群量（Abundance）は，海域の平均 NASC

（NASC）と海域面積Aを用いて次の様に示される。

・・・・・・（2. 9）

分布尾数（N）および重量（B）は，Abundance，魚の平
均音響散乱断面積（σ）および平均体重（BW）から次
式で表される。

・・・・・・（2. 10）

・・・・・・（2. 11）

このように計量魚探機から得られる音響データを用いて，
魚群の分布密度や，量などを表すことができる。
　また，生物の大きさや鰾の有無によって音響散乱の強
さに周波数による差が生ずる。オキアミなどの鰾をも

たない小型の生物は，38kHzと120kHz の音響散乱の強
さに大きな差があり，本研究の対象である有鰾魚のス
ケトウダラはこれと比較して差が小さい38,41,42）。この音
響散乱の周波数による違い（Δ MVBS：Mean Volume 
Backscattering Strengths 平均体積後方散乱強度）を利
用して，音響データから生物種を区別することができる。
SVは次の式で表すことができる。

・・・・・（2. 12）

ここで，n は対象生物の密度を表す。また，TSは周波数
依存であることから，SVも周波数に依存し，（2. 13）式
で表すことができる。

・・・・・（2. 13）

異なる 2 つの周波数の比をとると，n が消去され，周波
数依存のTS比が残る。この比はデシベル表記による差で
ある。従って，ΔMVBSは（2. 14）式で計算される。

・・・・（2. 14）
　このΔMVBSの範囲は生物によって異なっており，こ
れを利用して音響データから生物種の区別が可能となる。
本研究では，スケトウダラ魚群の判別に上記のΔ MVBS
法を援用した。 

第 3章　日高湾におけるスケトウダラ成魚分布の時
期別変化とこれに影響を与える環境要因

3．1　緒言
　第 1章で述べたように，日高湾におけるスケトウダラ
成魚の産卵のための移動と分布状態は，産卵時期および
産卵場所のスイッチを介して，これに引き続く卵・仔魚
期における生残プロセスに影響を与える可能性が示唆さ
れている17,33）。また，日高湾においてスケトウダラを対
象として行われる漁業にとっても，盛漁期の変化や漁場
形成に直接影響を与える要因と考えられる。日高湾のス
ケトウダラ分布に関する研究は，1970年代～1980年代前
半にかけて精力的に行われた43－46）。これら一連の研究に
よって，スケトウダラ分布と水塊分布を中心とした海洋
環境の季節変化の関連性が報告されている。これらの研
究は，日高湾に設定した 1調査定線上において，比較的
サイズ選択性が低いと考えられる底刺網（三枚網）を用
いたサンプリングと海洋観測の結果に基づいて行われた。
しかしながら，スケトウダラは海底付近～中層域まで分
布する魚である5）ことから，海底付近に分布する魚を対
象とする底刺網は，必ずしもスケトウダラの分布を観察
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Fig.3.1 Survey area, transect lines for the acoustic surveys and the CTD stations.

するための手法として最適とはいえず，1 定線上の観察
結果では空間分布を把握することは難しい。加えて，日
高湾における成魚分布量の時期別変化や産卵および索餌
回遊のルートなどは，いまだ明らかになっていない14）。そ
こで，本章では，計量魚探機を用いて日高湾におけるス
ケトウダラ成魚の分布を時期別に観察した。また，同時
に観測した水温，塩分および水塊分布データと地理情報
システムを用いて統合解析し，スケトウダラ分布と海洋
環境の関係，特に水塊分布との関係について考察した。

3．2　材料と方法
3．2．1　音響資源調査の方法
　計量魚探機を用いた音響調査は，日高湾において 2004
および2005年度（9 月～翌年 3 月）の 2 年間，1 ～ 4 次
の計 8回，北海道立函館水産試験場試験調査船金星丸と
北海道立稚内水産試験場試験調査船北洋丸を用いて実施
した （Fig. 3. 1）。各調査の概要はTable 3. 1 に示す。前
田ら13）は日高湾におけるスケトウダラ成魚の生活年周期
を，索餌期（5 月～ 10 月），索餌期～産卵期への移行期

（11 月），産卵期（12 ～ 3 月），産卵期～索餌期への移行
期（4 月）の四期にわけている。本研究ではこの区分に
従い，1次調査は索餌期，2次調査は索餌期～産卵期への
移行期，3 次および 4 次調査は産卵盛期および後期に実
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施した。音響データは Simrad EK－60計量魚探機により，
等深線に垂直に，互いに平行に9.26ないし 18. 52㎞（5 お
よび10マイル）間隔で設定した調査定線上を10ノットの
速力で航行しながら収録した。使用した周波数は38およ
び120kHz である。本研究では，調査時間をできるだけ短
くするために，調査定線上の魚群が途切れるところでデ
ータ収集を終了する「順応調査」47）を採用した。ただし，
予備調査の結果に基づき，1次および 2次調査は水深200
～500m，3 次および 4 次調査は 100m～500m の範囲で
最低限データを収集した。また，索餌期のスケトウダラ
成魚は日周鉛直移動を行い，その行動が計量魚探機の分
布量推定値に影響を与えることが報告されている48）。こ
のことから，1次調査および2005 年度の 2次調査は，す
べての調査線において夜間にデータ収集を行った。1 次
調査においては0500時～1800時を昼間，1800時～0500時
を夜間，2 次調査では0630時～1600時を昼間，1600時～
0630時を夜間とした。また，日没日出前後の 1時間は可
能な限り調査を行わないようにした。3 次および 4 次調
査は調査日程に限りがあったことから，昼夜連続で調査
を行った。
　収集した音響データは，解析ソフト Echoview（ver. 
4.4， Myriax 社製）を用いて解析した。収集した音響デ
ータからのスケトウダラ魚群の判別は，第一にエコグラ



ム上における魚群形状から行い，従来の報告36,48－52）に従
って，海底に沿って連続した層状の魚群または浅海域に
おけるパッチ状の魚群とした。スケトウダラの魚群かど
うかの判断が難しいものについては，ΔMVBSを用いた
判別法を適用した38,41,42）。ΔMVBSの算出はEchoviewを
用いた。バックグラウンドのノイズを除去するために，Δ
MVBS 計算時のスレッショルドは－70dB とし，計算範
囲は金星丸のデータでは最大でも水深 300m，北洋丸の
データでは水深150m までとした。ΔMVBS を計算する
セルの大きさは，水平方向に100m，深度方向に 1mとし
た。スケトウダラを含む魚群反応と判別するΔMVBSの
範囲は，既存の知見38,42）に従い，原則的に－1～ 4dB とし
た（Table 3. 2）。これに加えて，必要に応じて38kHz で
収集した魚群のTS分布もスケトウダラ成魚の判別に用
いた。スケトウダラ成魚の尾叉長の判別基準は，太平洋
系群における成熟開始年齢である 3歳魚の平均尾叉長を，
Hamatsu and Yabuki53）の調査データから読み取って，35
㎝とした。（2. 7）式から，この尾叉長に相当するTS=－
35dB を目安として，これ以上のTSを有する魚群をスケ
トウダラ成魚と見なした。
　1 次調査では，調査線上における音響データ収集終了
後、魚群反応の魚種確認のために，音響的手法からスケ
トウダラ成魚群と判断された魚群を対象として，着底ト
ロール網によるサンプリングを行った。曳網方向は等深
線と平行とし，トロール網の曳網時間は10～15分，曳網
中の網高は 2 ～ 3m，船速は 2 ～ 3 ノットであった。漁

獲物は船上で種ごとに重量を計測した。トロール調査は，
2004年度，2005年度とも各 2回行った。2005年度の 1 曳
網は，全漁獲重量が24.4㎏と少なく，最も漁獲重量，尾
数の多かった魚種でも採集尾数が36尾であったことから，
組成％を算出するには不適当と判断し，以後の解析には
用いなかった。スケトウダラは 1曳網につき数量が少な
い場合は全数を，量が多い場合には無作為に100尾以上を
抽出し，－20℃で凍結保存した。保存したスケトウダラ
は，陸上の研究室で自然解凍後，各曳網のサンプルから
100尾を無作為に抽出して尾叉長を測定し，成魚の割合
を算出するために生殖腺の熟度を目視観察した。成熟度
の区分は上野ら43）に従い，未成熟は雌雄ともに生殖腺が
きわめて小さく，明るいオレンジ色か半透明のものとし，
それ以外を成熟個体とした。2 次～ 4次調査では，各調
査と同一期間，調査海域内で操業を行っている沖合底曳
網漁業（以降沖底漁業と略す）の魚種別漁獲量データを，
魚群反応の魚種確認に用いた。漁獲量の集計は北海道沖
合底曳網漁場別漁獲統計を用いた。また，2 次および 3
次調査の前後にあたる2004年12月，2005年1 月，12 月お
よび2006年2 月の各月 1 回，沖底漁業で漁獲されたスケ
トウダラを無作為に100尾前後抽出して尾叉長を測定し，
トロールサンプリングと同様の方法で，成魚の割合を調
べた。
　本章では，スケトウダラの分布密度を表す数値とし
てNautical Area Scattering Coefficient（以降NASCと略
す）を使用する。スケトウダラ成魚のNASCは，各調査
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Table 3.1　Summary of acoustic surveys in chapter 3.

Table 3.2　Ranges of the difference of mean volume backscattering strength (ΔMVBS) 
of pollock and planktons used in this study.



線上の水平方向500m，深度方向10ｍのセル毎に出力し
た。各調査における調査海域内のスケトウダラの分布量

（Abundance）は，調査線の配置から調査海域を 3 つの
サブエリア（調査線B～ F，F～ H，H～ Lに挟まれた
領域）に分けて，3. 1 式に従い算出した。調査によって
調査範囲が若干異なるため，分布量の計算範囲は共通し
た領域であるB～ L線とした。

である。
　なお，the Cold Lower－layer water，the surface water 
of the Oyashio water および the surface water of the 
Coastal Oyashio water は日本語訳が定義されていない
ため，著者が直訳した名称である。

3．3　結果
　以降の記載では，各調査を行った時期とスケトウダラ
成魚の生活年周期の関係をわかりやすくするため，各調
査を調査次数ではなく，次のように調査行った月の名称
で呼ぶこととする。1次調査：9月調査，2次調査：11 月
調査，3次調査：1月調査，4次調査：3月。

3．3．1　計量魚探機で観察された魚群と魚種判別
　Fig. 3. 3 に，各月の調査で観察されたエコグラムとス
ケトウダラと考えられる典型的な魚群を示す。9 月調査
においては，海底深200～300mと海底深350～400mにス
ケトウダラと考えられる海底に接するか，やや離れて海
底に沿った層状の魚群が観察された。調査線によって反
応の強さに違いはあるものの，ほぼ同様の魚群が他の調
査線上においても観察された。11月調査でも，9 月と同
様に海底に沿って連続して分布する魚群が海底深250～
500mに観察された。また，魚群反応は 9月と比較して強
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（3.1）
ここで，NASCj は深度層 j におけるNASC，kは調査線の
番号（B ～ L），m はサブエリアの番号，Lk は調査線k
の長さ（m），Amはサブエリアmの面積（nmi2：3.43㎢）を
表す。

3．2．2　海洋観測
　調査線A，C，E，F，G，H，Jおよび Lの始点，中間
点および終点においてCTD（SeaBird）による海面～海
底付近までの水温，塩分の観測を行った（Fig. 3. 1）。水
深が500mより深い海域では観測は500mまでとした。音
響調査線上の水温，塩分値は，各観測点の値から通常ク
リギングによる空間補完により推定した54,55）。水温およ
び塩分データのクリギングは深度10m層毎に行った。次
に，クリギングにより推定された水温，塩分データを用
いて，計量魚探機から出力される各調査線上の水平方向
500m，深度方向10m のセル内の水温，塩分平均値を計
算した。クリギングおよび各セル内の水温，塩分平均値
の算出は地理情報システム解析ソフトArcGIS 9.3（ESRI
社製）を用いて行った。得られた結果は，水温 1℃，塩
分は 0.1 単位で集計した。調査海域の水塊区分はRosa et 
al.56）に従い，次のように行った（Fig. 3. 2）。

津軽暖流水（the Tsugaru Warm Current water：以降
TWCと略す）：水温5℃以上，塩分 33.7 ～ 34.2。
親潮水（the Oyashio water）：水温 7℃以上，塩分 33.0
～ 33.7，σ t26.7 未満。
沿岸親潮水（the Coastal Oyashio water）：水温 2℃未満，
塩分 33.0 未満。
低温低層水（the Cold Lower-layer water)：σ t26.7 以上。
主として表層域における加熱によって各定義より温度
の高い親潮水および沿岸親潮水として親潮表層水（the 
surface water of the Oyashio water）および沿岸親潮表
層水（the surface water of the Coastal Oyashio water）

Fig.3.2　Classification of six water masses used in 
this study56): The Tsugaru warm Current 
water (TWC), the Oyashio water (OW), the 
Coastal Oyashio water (CO), and the Cold 
Lower-layer water (CL). The S-OW and S-CO 
indicate the solar heated surface waters of 
the Oyashio water and the Coastal Oyashio 
water, respectively.  Symbols correspond to 
those used in Fig. 3. 9 and Fig. 3. 10.



かった。両月の調査とも，魚群はおおむね200m前後の水
域で途切れており，水深150m以浅の大陸棚上には観察さ

れなかった。1 月調査では，濃密な魚群が大陸棚上に観
察された。これらは，調査線によっては非常に反応の強

Fig.3.３ Typical echosigns of adult walleye pollock observed along the transect line (black arrows): (a) September 
(first) survey, (b) November (second) survey. (c) January (third) survey, (d) March (fourth) survey. Pollock 
formed continuous layers along the sea bottom and sometimes formed dense patches (c2) in January. 
White arrows show the sea bottom.
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いパッチ状の魚群となっていた（Fig. 3. 3c）。また，それ
とは離れて海底深 200 ～ 300m にも海底に沿った魚群が
分布していた。3月調査では，1月と同様に大陸棚上に魚
群が観察された。これらの反応は，水深100～150m層で
沖に向かって連続した魚群を形成し，沖合方向に向かっ
て徐々に反応が弱く，まばらとなり，海底深500m付近で
観察されなくなった。
　9 月調査では，魚種確認のため，スケトウダラを含む
と考えられる魚群反応を対象として，着底トロール網に
よるサンプリングを行った。2004年度は，エコグラムの
観察結果から水深200m台と300m台の魚群反応を対象と
した。また，2005年は水深200m台で適当な曳網場所が
なかったことから，水深300m台の魚群反応を対象とし
て曳網を行った。これらの 3 回の採集物では，スケト
ウダラ単独，またはスケトウダラおよびイトヒキダラ
Laemonema longipes が優占していた。これ以外では，魚
探機の海底デッドゾーン内に分布すると推定されるマダ
ラGadus macrocephalus やカジカ類，カレイ類，ゲンゲ
類などの底生性魚類が大部分を占め，その量もスケトウ

ダラと比較して少なかった（Table 3. 3）。音響データか
らスケトウダラとイトヒキダラを区別することは困難で
あるため，9 月調査時に，スケトウダラと見なした魚群
にはイトヒキダラも含まれる可能性があると考えられた。
採集されたスケトウダラのうち，成魚の占める割合は 2
曳網で100％，1 曳網で42％であった（Table 3. 4）。こ

Table ３.3　Percentage and weight by species in catches 
from three bottom trawl hauls during the 
September (first) surveys in 2004 and 2005.

Table ３.５　Percentage and weight by species in catches 
from commercial Danish seine fisheries 
operating in the same period and area as 
the November (second), the January (third) 
and the March (fourth) acoustic surveys in 
2004 and 2005.

Table ３.4　Percentage of adult fish in walleye pollock 
samples collected in trawl surveys and 
commercial Danish seine.

Fig.3.４　Frequency distributions of walleye pollock 
fork length, collected in trawl surveys: (a) 
Haul No. 1 in 2004, (b) Haul No. 2 in 2004, and 
(c) Haul No. 1 in 2005.

スケトウダラ太平洋系群の資源変動と海洋環境の影響 11
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れらのスケトウダラの尾叉長組成をFig. 3. 4 に示す。成
魚の尾叉長は31～54㎝，未成魚の尾叉長は 6～24㎝の範
囲にあった。また，未成魚が含まれた 1 標本の尾叉長組
成から，（2. 7）式を用いて未成魚と成魚の反応の強さを
それぞれ算出したところ，反応の83％が成魚に由来した。
従って，観察された魚群反応は主としてスケトウダラ成
魚に由来するものと判断される。11 月，1 月および 3月
調査と同じ期間に調査海域内で操業した沖底漁業の魚種
別漁獲割合をTable 3. 5 に示す。いずれの期間において
も，底生性魚類を除くとスケトウダラが90％以上を占め
ていた。また，イトヒキダラの漁獲は 0と報告されてお
り，11 月調査以降ではその分布量はスケトウダラと比較
して混獲程度の少ない量であったと推測された。12月お
よび 1月または 2月上旬に採集した沖底漁業の漁獲物の
尾叉長範囲は32～59㎝にあり（Fig. 3. 5），成魚の割合は
86～100％の範囲にあった（Table 3. 4）。これらのことか
ら，11月～3 月調査においてスケトウダラと判断された
魚群は，主としてスケトウダラ成魚で構成されていたと
見なした。

Fig.3.５　Frequency distributions of walleye pollock fork 
length, collected in commercial Danish seine 
fisheries: (a) December in 2004, (b) January in 
2005, (c) December in 2005, and (d) January in 
2006.

Fig.3.６　Walleye pollock abundance in Hidaka Bay 
during the 2004 and 2005 surveys.  Relative 
abundance was shown as the sum of the 
nautical area scattering coefficient (NASC).

Fig.3.7　Vertical distribution of walleye pollock 
observed during each acoustic survey. 
Relative abundance was shown as the sum of 
the nautical area scattering coefficient (NASC): 
(a) the 2004 surveys and (b) the 2005 surveys.

3．3．2　スケトウダラの分布量，鉛直および水平分布の
時期別変化
　音響データから推定した調査海域内におけるスケトウ
ダラ分布量の時期別変化をFig. 3. 6に示す。分布量は，9
月調査で最も少なく，その後11月調査時には 9月調査の
約 6倍（2004年度）および 4倍（2005年度）に増加した。
1月調査では，11 月調査より増加して2004年度，2005年
度とも 4 回の調査中最も多くなったが，3 月調査時には
1月調査の 1/4（2004年度）および 1/5（2005年度）と大
きく減少した。この変動パターンは2004，2005 年度とも
同一であった。Fig. 3. 7 に，全調査線におけるスケトウ
ダラの鉛直分布の時期別変化を示す。9 月調査において，



Fig.3.8　Horizontal distribution of walleye pollock observed during the 2004 surveys : (a) September (the first 
survey), (b) November (the second survey), (c) January (the third survey) and (d) March (the fourth 
survey). Size of circles are proportional to pollodk density (nautical area scattering coefficient, NASC) 
calculated in 500 m intervals.

スケトウダラは水深150～400m層に分布していた。2004
年度は210m台に強いピーク，330m台に弱いピークが観
察された。2005年度は210mおよび350m台に弱いピーク
が見られた。
　11 月調査では，スケトウダラは水深200～450m層に分
布し，最も高い値は2004年度が340m台，2005年度は 310m
台に観察され，昼夜込みで調査を行った2004年度，夜間の
みの調査であった2005年度とも同様の結果となった。1
月調査における分布水深の範囲は，9 月および11月調査
より広がり，水深10～400m層となった。ピークの値も 9
および11月調査と比較して浅い水深層に移り，2004年度

は100および150m，2005年度は60および210mの二峰型と
なった。3 月調査においても，1 月調査と同様にスケト
ウダラは浅い水深にとどまっており，両年ともピークは
100mに観察された。
　2004および2005年度のスケトウダラ水平分布の時期別
変化を，Fig. 3. 8 および Fig. 3. 9 に示す。9 月および11
月調査においては，概ね海底深200～400mの大陸面上に
スケトウダラ魚群が観察され，9 月調査では海底深200
～300mに，11月調査はそれよりやや沖側の海底深300～
400mに分布の中心が見られた。1月調査における分布は，
9 月および11月調査と大きく異なり，海底深150m以浅の

スケトウダラ太平洋系群の資源変動と海洋環境の影響 13
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大陸棚上にも魚群が観察され，分布域が大陸棚から斜面
域まで広がっていた。3 月調査におけるスケトウダラの
分布は概ね海底深150m以浅の大陸棚上に限定されてお
り，それより沖側ではわずかに観察される程度であった。
このような水平分布の時期別変化は，2004，2005 年度に
共通して観察された。
 
3．3．3　日高湾の海洋環境とスケトウダラの分布
　調査海域のほぼ中央に当たる調査線 F における水温，
塩分および水塊の鉛直分布の時期別変化を Fig. 3. 10 に

Fig.3.9　Horizontal distribution of walleye pollock observed during the 2005 surveys : (a) September (the first 
survey), (b) November (the second survey), (c) January (the third survey) and (d) March (the fourth 
survey). Size of circles are proportional to pollodk density (nautical area scattering coefficient, NASC) 
calculated in 500 m intervals.

示す。2004年度の 9月調査では，水温は海面の18℃から
水深の増加に伴って徐々に低下して水深230mから2℃台
となった。水温は300mで最低の2.1℃となり，その後わ
ずかに上昇して水深500mで2.9℃となった。水塊分布を
みると，表層域から水深150m前後まで水温 7～ 18℃，塩
分33.7～34.1の津軽暖流水が分布していた。その下側ぼ
一定していたが，それ以深で急激に水温，塩分とも低下
して水深180mで2℃台となった。水塊の分布は 9月調査
と大きな変化はなく，表層～100mまで津軽暖流水，水
深100～300m前後まで親潮水，それより深い水深帯には，



Fig.3.１0　Vertical profiles of temperature, salinity, and water mass along transect F located in the center of the 
survey area.  Left panels show profiles in 2004 surveys, and right panels show them in 2005 surveys: (a) 
and (e) September (the first surveys), (b) and (f) November (the second surveys, (c) and (g) January (the 
third surveys), (d) and (h) March (the fourth surveys). The capital alphabet indicates the water mass 
classified based on Rosa et al. 56): the Tsugaru Warm Current water (TWC), the Oyashio water (OW), the 
Cold Lower-layer water (CL), the surface water of the Oyashio water (S-OW), and the surface water of 
the Coastal Oyashio water (S-CO).

水温 2 ～ 7℃，塩分33.4～33.7の親潮水が水深 320mまで
広がっていた。親潮水の下側は水温 2℃で安定し，塩分
33.4～33.7の低温低層水が分布した。11 月調査では，表
層～水深100mまで水温10～11℃，塩分 33.7でほ低温低

層水が分布していた。1 月調査では，海域全体にわたっ
て水温が 5 ～ 7℃と変化が小さくなった。水塊分布を見
ると，9 月および 11月調査で共通して観察された表層域
の津軽暖流水は消失し，親潮水が広く調査海域を覆って
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いた。低温低層水は水深400m以深に分布した。3月調査
では，表層～水深100mまで水温 2 ～ 3℃，塩分33.0未
満の沿岸親潮表層水が広く覆っていた。水温 2℃以下の
沿岸親潮水に分類される水塊は観察されなかった。水深
100m～400mまでは水温 2 ～5℃塩分33.0～33.4の親潮水
が占めていた。2005年度の 9月調査において，水塊分布
は2004年度とほぼ同様で，水深20m～130mまで水温 7～
14℃，塩分33.7～34.2の津軽暖流水，水深130m～270mま
で水温 2 ～ 7℃，塩分33.4～33.7の親潮水，親潮水の下
層に低温低層水が分布していた。11月調査における水温
の変化は2004年度と比較して緩やかで，表層の13℃から
徐々に低下し，水深290mで 2℃台となり安定した。水塊
分布は2004年度とほぼ同様であり，表層～水深190m ま
で水温 6～13℃，塩分33.7～34.2 の津軽暖流水，水深190
～300m，前後まで親潮水，それ以深は低温低層水が分布
した。1月調査において観察された水温範囲は2～5℃と
2004年度より低く，また 9月および11月と比較して変化
が小さくなった。調査線の沖側の表層には水温 3℃，塩
分33.0未満の沿岸親潮表層水が観察されたが，2℃以下の
寒冷な沿岸親潮水は認められなかった。大陸棚上から沖
合の水深350mまでは2004年度と同様に親潮水が広く覆
っていた。3月調査においては，表層～水深300mまで水
温 2 ～ 6℃，塩分33.2 ～ 33.6の親潮水が 1 月調査と同様
に広く分布していた。それより下層には低温低層水が分
布した。
　通常クリギングにより得られた10m毎の水深層におけ
る水温および塩分の推定値について，実測値との交差検
定を行った結果，調査によって差はあるものの，推定値と
実測値の標準偏差は水温で0.0～1.6℃，塩分で0.00～0.27
の範囲にあった（Table 3. 6 およびAppendix 2）。2004年
度および2005年度における水温，塩分およびスケトウダ
ラ分布量の関係を，それぞれFig. 3. 11およびFig. 3. 12に
示す。スケトウダラはいずれの年においても限られた水
温と塩分の範囲に分布しており，その範囲には時期によ
る違いが認められた。2004年度の 9月調査では，スケト
ウダラに由来するNASCの90％以上が水温 2℃以上 6℃
未満の範囲に分布していた。2004年度の11月調査および

2005年度の 9月および11月調査では，その範囲が 2℃以
上 4℃未満であった。両年とも，スケトウダラの分布割
合が最も高かった水温は 2℃以上 3℃未満で，9 月調査
が51～66％，11月調査では86～96％を占めた。これらの
分布範囲における塩分値は，2004年度が33.2以上 33.8未
満，2005年度が33.4以上33.8未満であった。1 月調査に
おける分布水温の範囲は，2004年度が 2℃以上 8℃未満
で，そのうちスケトウダラの90％以上が 4℃以上 6℃未
満の範囲に分布した。2005年度は，スケトウダラの分布
範囲が 2℃以上 7℃未満にあり，そのうち 3℃以上 5℃
未満の範囲に90％以上が分布していた。1 月調査におけ
るクリギングによる水温推定値の誤差が11月調査と比較
してやや大きいことを考慮しても，分布水温が11月より
高くなったと考えられる。最もスケトウダラの分布割合
が高かった塩分は，2004年度が33.1以上33.4未満，2005
年度が32.8以上33.4未満と11月調査時と比較して低かっ
た。2004年度の 3月調査では，スケトウダラの 90％以上
が 2℃以上 5℃未満，2005年度は 3℃以上 6℃未満の範
囲に分布していた。
　スケトウダラ分布と水塊の関係をFig. 3. 13に示す。時
期によりスケトウダラが分布する水塊に変化が観察され
た。2004年度の 9 月調査では，スケトウダラに由来す
るNASCの78％が親潮水中に分布していたが，2004年度
の11月調査および2005年度の 9 月および11月調査では，
70％以上が低温低層水中に分布した。1 月調査では，11
月調査時とは異なり，両年度とも90％以上が親潮水およ
び沿岸親潮表層水中に分布していた。また，3 月調査に
おいても70％以上が親潮水中に分布した。

3．4　考察
3．4．1　スケトウダラの魚群判別
　日高湾では，スケトウダラを対象とした漁業が10月か
ら本格的に開始されるため，これ以降の調査船によるオ
ッタートロール漁具を使用したサンプリングは非常に困
難になる。また，漁業者はスケトウダラの分布を魚群探
知機等で観察しながら漁具を設置するため，経験的に見
て，オッタートロールが実施できるような漁具の少ない

Table ３ .6　Standard deviation of errors between observed and 
geostatistically estimated temperature and salinity in cross 
validation.
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Fig.3.１1　Three-dimentional plots of walleye pollock distribution as percent acoustic abundance (% of NASC), 
against temperature and salinity observed during the 2004 surveys: (a) September (the first survey), (b) 
November (the second survey), (c) January (the third survey), and (d) March (the fourth survey).

水域の魚群分布量は少ない。このため，漁具の少ない水域
でサンプリングした標本が，この水域に分布するスケト
ウダラを代表するかどうか疑問がある。そこで本章では，
比較的漁具の少ない 9月調査では，オッタートロールに
よる魚種確認を行ったが，それ以降はオッタートロール
より狭いスペースで操業でき，かつ調査期間を通じて調
査海域内で繰り返し操業する沖底漁業（かけまわし漁法）
の漁獲統計データを魚群反応の魚種判別に用いた。一方，
動物プランクトンなどの微小生物はトロール網によって
採集されず，日高湾ではこれらを対象とする漁業もない。
このような微小生物とスケトウダラは，Δ MVBS 法を
用いて区別できることが道東海域におけるスケトウダラ
研究によって示されている。Miyashita et al.38）は，道東

海域においてΔMVBS法を用いて，スケトウダラとオキ
アミなどの大型動物プランクトンおよびそれより小型の
Neocalanusなどのカイアシ類を音響的に区分し，その分
布をエコグラム上で示した。従って，トロール網によっ
て採集されない小型の生物由来と考えられる反応は，Δ
MVBS法によって区別され，スケトウダラと見なした反
応には含まれていないと考えられる。
　Fig. 3. 3 に示したように，9月調査において海底に沿っ
て連続して分布する層状の魚群反応が観察され，このよ
うな魚群を対象としてトロール調査を行った。これらの
採集物中には，スケトウダラ単独，またはスケトウダラ
とイトヒキダラが優占していた。また，スケトウダラお
よびイトヒキダラ以外は，魚探機の海底デッドゾーン内
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Fig.3.１2　Three-dimentional plots of walleye pollock distribution as percent acoustic abundance (% of NASC), 
against temperature and salinity during the 2005 surveys: (a) September (the first survey), (b) November 
(the second survey), (c) January (the third survey), and d) March (the fourth survey).

に分布すると推定される底生性魚類が大部分を占めてい
た。11月～ 3月調査と同期間に，調査海域内において操
業した沖底漁船の漁獲物中には，スケトウダラが90％以
上を占めていた。スケトウダラとイトヒキダラを音響的
に区別することは困難なため，9 月調査ではイトヒキダ
ラの反応が混在した可能性がある。しかし，音響データ
から推定された 9 月調査時の分布量は，11月調査の 1/4
および 1/6 と非常に少なかったことから，イトヒキダラ
の分布量も少なかったと考えられる。さらに，11月調査
以降の沖底漁業の漁獲データからも，調査海域内に分布
するイトヒキダラの量は，スケトウダラと比較して非常
に少なかったと考えられる。これらのことから，11 月
調査以降に観察された分布量の増加は，主としてスケト

ウダラに由来すると考えられる。このことから，イトヒ
キダラの混在が本研究の調査結果に与える影響はほとん
どないと判断される。また，トロール漁獲物，沖底漁獲
物とも成魚の割合が高かったこと，尾叉長組成からみて，
音響反応の大部分が成魚に由来すると考えられることか
ら，本研究でスケトウダラと判別された魚群反応は，ス
ケトウダラ成魚に由来していたと判断される。

3．4．2　スケトウダラ成魚の分布，回遊と海洋環境
　海洋観測の結果から，索餌期の 9 月調査から産卵期の
移行期にあたる11月下旬の調査まで日高湾の表層域～水
深150m前後に広く津軽暖流水が分布し，その下層に親潮
水，さらにその下の水深350m前後に低温低層水が分布し



Fig.3.１3　Percent acoustic abundance (% of NASC) in each water mass: 
(a) the 2004 surveys and (b) the 2005 surveys. The capital 
alphabets indicates the water mass classified based on Rosa 
et al. (2007): the Tsugaru Warm Current water (TWC), the 
Oyashio water (OW), the Cold Lower-layer water (CL), the 
surface water of the Oyashio water (S-OW), and the surface 
water of the Coastal Oyashio water (S-CO).

た。低温低層水は，道東海域～日高湾56）および東北海域
57）にかけて，親潮水より深層に広く分布する水塊である。
このような水塊分布は，前田ら45）およびRosa et al. 56）の報
告と一致したことから，この時期の一般的な水塊分布で
あったと考えられる。この時期，スケトウダラ成魚は主
として大陸斜面上の水深200～400m層，水温 2 ～ 3℃の
低温低層水中に分布していた。分布量の増加した11月調
査における分布水深のピークは，340および310mに観察
された。11月調査では，中層域における水温分布に2004
年度と2005年度でやや違いが観察されたが，スケトウダ
ラはそれより深い水温の安定した水深層に分布しており，
両年の分布水温に違いはなかった。日本海における同時
期の分布水深は375－485m層にあり，その水温は0.53～
0.98℃と報告されている58）。日本海，日高湾ともに，ス
ケトウダラの分布は餌生物の分布と強く関連することが
報告されている46,59）。また，吉田・桜井60）は，スケトウ
ダラ成魚の同化率は 2～15℃の水温範囲で大きく変化し
ないが，異化率は水温の増加に伴って上昇することを観
察している。従って，スケトウダラ成魚にとって低温の
水帯に分布することは，エネルギー効率をあげる利点が
あると推察される。日高湾においては，日本海のように
1℃以下の水は観察されないが，スケトウダラの分布割合
が最も高かったのは，調査海域内で最も低い 2℃台の水
温帯であった。これらのことから，低温低層水は餌の分
布が豊富46）なばかりでなく，エネルギー消費を抑える利
点も有していると考えられる。
　産卵盛期である 1月における分布は，大陸斜面～大陸

棚上まで広がっていた。鉛直分布も水深100m前後に最も
大きなピークが観察され，この時期に分布が水平的にも
鉛直的にも大きく変化した。また，日高湾の海洋環境も
産卵期への移行期にあたる11月～産卵盛期の 1月にかけ
て急激に変化した。即ち，スケトウダラの分布および産
卵に不適と考えられている，表層域を広く覆っていた高
水温の津軽暖流水44）が消失し，変わって産卵場所と考え
られている大陸棚上44）は，水温 3 ～ 7℃の親潮水および
沿岸親潮表層水が占めていた。スケトウダラは，大陸棚
を広く覆うこれらの水塊中に分布していた。Maeda14）に
よると，産卵期における浅海域への移動は，スケトウダ
ラに一般的にみられる行動とされている。従って，日高
湾におけるスケトウダラの産卵期は，このような水塊の
変化によく適応しているといえる。また，この海域にお
ける産卵場所は海底深100m前後の大陸棚上に形成され
る44）。成熟した雄は雌よりも早く産卵場である浅海域に
移動するが，雌は産卵期に水深200～300mの大陸斜面域
に分布し，透明卵を持つようになると大陸棚上の産卵場
所へ移動すると考えられている44）。本研究の 1 月調査に
おいても，多くの調査線で大陸棚と斜面域の両方にスケ
トウダラの分布が観察された（Fig. 3. 3）。従って，本研
究で大陸棚上に観察された魚群は，雄および産卵中の雌，
沖側の大陸斜面上に観察された魚群が産卵前の雌魚で構
成されていたと考えられる。前田ら44）およびMaeda14）は，
当海域における産卵期のスケトウダラ分布が寒冷な沿岸
親潮水の影響を受けて変化すると述べている。しかし，本
研究で観察した 2年とも調査海域に沿岸親潮水は観察さ
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れなかったことから，この水塊の影響について検討する
ことができなかった。この点については，第 5章で検討
する。
　本研究では，水温，塩分の水平分布を通常クリギング
で推定し，地理情報システムを利用して，スケトウダラ
分布との関係を数値化した。交差検定の結果からみると，
スケトウダラの分布する水深帯における推定値と実測値
の差は，平均して水温で 1℃，塩分で0.1前後の範囲にあ
り，最も差の大きかった2004年度の 1月調査では水温で
1.6℃，塩分で0.26であった。1月調査では，9および11月
調査と比較してスケトウダラの分布する水深帯における
推定値と実測値の差はやや大きくなった。一方，1 月と
11月調査の分布水温の違いは2004，2005年度に共通して
観察され，かつ11月との差も大きかった。従って，1 月
調査における推定値の誤差は、この時期に分布水温，水
塊が変化したとする考察に影響を与えていないと判断さ
れる。
　2004，2005年度とも索餌期の 9月に行った調査のスケ
トウダラ分布量は少なく，その後11月調査時に増加して
産卵盛期にあたる 1 月中～下旬に行われた調査で最も
高い値を示し，産卵終期の 3 月調査時には再び減少し
た。安部ら48）は，索餌期のスケトウダラを対象とした音
響資源調査において，夜間に収集した調査線の平均SA値
が，昼間のそれより大きかったと報告している。しかし，
彼らは同じ時期でも海域によって昼夜の差が異なること
も観察している。このことから，昼間に収集したデータ
に一様な値を乗じて昼夜補正をかけることはできないと
考え，本研究では昼間に収集したデータをそのまま使用
した。2004年度の11月調査は昼夜込みの結果であったが，
夜間のみ調査した2005年度と同様の結果を示した。また，
1 月調査は昼夜連続して収集したデータを用いたが，こ
の月が最も高い値を示した。3 月調査も 1 月と同様昼夜
込みの値であったが，分布量は 1月の 1/4 ～ 1/5 と大き
く減少していた。安部ら48）（1999）の報告した平均SA値
の昼夜比は1.4 ～ 3 倍，三宅ら58）の報告では平均して1.8
倍であった。従って，本研究で観察された分布量の時期
別変化パターンに対して，調査時間の違いは大きな影響
を与えていないと考えられる。Maeda14）は日高湾におい
て定線上で行った刺網漁獲試験により得られたスケトウ
ダラのCPUEが産卵期の終わりに低下したことを報告し，
産卵後のスケトウダラが沖合の水深300～350mの底層に
移動すると推測している。また，一部の成魚は索餌期に
道東海域や，南千島の太平洋岸および東北海域へと広範
囲に回遊すると考えられるが，その割合は低く，大部分
が日高湾にとどまると考えられていた49）。しかし，前田
49）も指摘しているように，分布量の変化を示す定量的な

データはなく，実際にはどの程度の成魚が他の海域に回
遊するか明らかではなかった。本研究の 3 月調査では，
分布量は 1月調査より著しく減少し，11月調査で魚群が
分布していた沖側の水深300～400mにも魚群反応はほと
んど観察されなかった。また，鉛直分布水深のピークも
100m前後の浅い層にあった。これらのことから，前田49）

の推測とは異なり，産卵を終了したスケトウダラの大部
分は日高湾にとどまらず，速やかに他の海域に移動する
と考えられる。また，9 月調査時における分布量も少な
かったことから，他の海域からの来遊量はこの時期以降
に増大したと推測される。スケトウダラの分布水塊の推
移を見ると，分布量の増大した11月調査時には主として
低温低層水，産卵期にあたる 1月および 3月調査におい
ては主として親潮水中に分布した。一方，津軽暖流水中
の分布割合は 2 ～ 3％と非常に少なかった。低温低層水
および親潮水は，日高湾～道東海域まで連続して安定し
て分布しており56），津軽暖流水は日高湾の沖合海域に分
布する。従って，スケトウダラの日高湾への来遊ルート
は低温低層水または親潮水に沿って形成されると考えら
れる。また，濱津・八吹61）は，道東海域に分布する成魚
の成熟度変化から，秋季に道東海域に分布するスケトウ
ダラ成魚の大部分が日高湾周辺で産卵すると推測してい
る。志田ら52）は，日高湾で産卵を終了したと考えられる
スケトウダラが 2月下旬に道東海域の大陸斜面域に分布
していたことを報告している。以上のことから，スケト
ウダラ成魚の産卵および索餌回遊は主に日高湾と道東海
域間で行われ，道東海域～日高湾への産卵回遊は低温低
層水に沿って，産卵後の道東海域への索餌回遊は親潮水
に沿って行われると考えられる（Fig. 3. 14）。

第 4章　スケトウダラ成魚の日高湾への来遊時期の
変動と環境要因の影響

4．1　緒言
　第 1章で示したように，産卵の行われる時期は，産出
された卵および仔魚の生残に関連する重要なスイッチの
一つと考えられる。日高湾においても，産卵時期が年に
よって変動することが示唆されている44）。前田62）はベー
リング海では産卵時期の年変動が体長組成の変動に起
因すると述べている。また，資源量の減少に伴い産卵期
が縮小することも理由として挙げられている49）。しかし，
日高湾の産卵群における産卵期の変化の詳細やその理由
については今後の検討課題とされている49）。スケトウダ
ラと同じタラ科魚類の大西洋タラ（Gadus morhua）で
は，産卵期に影響を与える要因について研究報告が多く，
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Fig.3.１2　Vertical profiles of temperature, salinity, and water mass along transect F located in the center of the 
survey area.  Left panels show profiles in 2004 surveys, and right panels show them in 2005 surveys: (a) 
and (e) September (the first surveys), (b) and (f) November (the second surveys, (c) and (g) January (the 
third surveys), (d) and (h) March (the fourth surveys). The capital alphabet indicates the water mass 
classified based on Rosa et al. 56): the Tsugaru Warm Current water (TWC), the Oyashio water (OW), the 
Cold Lower-layer water (CL), the surface water of the Oyashio water (S-OW), and the surface water of 
the Coastal Oyashio water (S-CO)

親魚の年齢や体長63），卵黄蓄積時期の水温64－66），資源密
度や餌の量64,66）などが挙げられている。産卵期の変化は，
成魚を経時的にサンプリングして生殖腺の成熟度変化を
観察して比較する方法があるが，この方法ではサンプル
の採集深度によって，同時期においても成熟度や性比が
変化するという問題点が指摘されている44）。加えて，産
卵場の日高湾だけでなく，太平洋系群の分布域全体から
サンプリングしなければならないなど，実施は非常に難
しい。これ以外に産卵場における卵の分布量を経時的に
調べ，ピーク時期を推定する手法がある。しかし，この
方法もスケトウダラの産卵期が 3ヶ月以上と長く，気象
条件の悪い冬期間に連続して調査することは非常に困難
である。第 3章で明らかにしたとおり，太平洋系群のス

ケトウダラ成魚は，産卵期の前に索餌場から日高湾に来
遊し，産卵後に索餌場に回遊する。従って，日高湾への
移動は産卵行動のはじまりであり，その時期の遅速は産
卵期の遅速と連動していると考えられる67）。そこで，本
章では，日高湾への来遊時期に着目して，その経年変動
を音響資源調査により調べた。また，漁獲量データと音
響資源調査の結果を比較することにより，来遊時期の変
動を漁獲量変動から検出できるかどうか検討した。次に，
漁獲量データを用いて長期的な来遊時期の変動を明らか
にし，これにどのような要因が関わっているかを検討し
た。
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4．2　材料と方法
4．2．1　音響資源調査
　計量魚探機を用いた音響資源調査は，日高湾において
1998年～2005年の 8年間，9 月または10月（1次調査）と，
11月または12月（2 次調査）の 2 回ずつ実施した。使用
した計量魚探機は，1998年～2000年まで中央水産試験場
所属試験調査船おやしお丸に搭載されたFQ－70（古野電
気社製，50kHz），2001～2005年は函館水産試験場所属
試験調査船金星丸に搭載されたEK－60（シムラッド社製，
38kHz および 120kHz）である。これらの較正は，調査
開始前にハイドロフォン（FQ－70）または標準球（EK－
60）により実施した。各調査の概要はTable 4. 1に示す。
音響データは，調査海域内に等深線に垂直に，互いに平
行に9.26㎞（5 マイル）間隔で設定した A ～ J までの10
調査線上をFQ－70は8 ノット，EK－60は10ノットで航走
しながら収集した（Fig. 4. 1）。調査範囲は，この時期の
スケトウダラの分布域をカバーするために，水深200m～
500mとした（第 3 章）。データ収集は本田51）の報告に基
づき，魚群が海底から浮上する夜間に可能な限り実施し
た。夜間のデータ収集ができなかった調査線は昼間のデ
ータを使用したが，昼夜補正は行わなかった。1 次調査
では0500時～1800時を昼間，1800時～0500時を夜間，2
次調査では0630時～1600時を昼間，1600時～0630時を夜
間とした。
　2001年以降の調査では，収集した音響データからのス
ケトウダラ魚群の判別は第 2 章と同様の方法で行った。
FQ－70を使用した1998～2000年度の調査では，ΔMVBS
およびTS 分布を援用することができないため，エコグ
ラム上の魚群形状と分布水深（第 3章の結果に従い，概
ね水深200～400mの範囲に分布する魚群を選択）および
水温（第 3章の結果に従い，概ね 2～ 5℃の範囲に分布す
る魚群を選択）から判断した。FQ－70により収集された
データは専用の解析ソフトFQ－770を用いて，水平方向に
0.1マイル，鉛直方向に水深 0m～480mまで 60m間隔の 8
層で積分し，スケトウダラを含む各積分層の平均 SV 値

を出力して，（2. 2）および（2. 3）式からNASCに変換し
た。EK－60で収集した音響データについては，FQ－70に合
わせてスケトウダラの0.1マイル平均のNASCを出力し
た。本章でも，スケトウダラの分布密度を表す数値とし
てNASCを使用する。スケトウダラ分布量（Abundance）
の推定範囲は調査線A～ Lとし，調査海域を 3つのサブ
エリア（調査線A～ F，F～ H，H～ Lに挟まれた領域）
に分けて，第 3章と同様の手法により算出した。

4．2．2　漁獲統計データ
　日高湾におけるスケトウダラの漁獲量を代表するデー
タとして，刺網による漁獲量を用いた。これは，この海
域におけるスケトウダラ漁業の中で最も漁獲量が多いこ
と，1980年度以降の20年以上のデータがあること，操業
海域が調査海域の全域にわたっていることが理由である。
集計期間は漁獲量の多い10月～ 1月までとし，この期間
を同一年度として取り扱った。各月の刺網漁業の漁獲量
は，1980年度～1984年度までは北海道立水産試験場が独
自に収集した値，1985年度～2005年度は北海道水産現勢
によった。集計範囲は，主たる漁場である渡島支庁の旧
恵山町（現函館市）から胆振支庁の鵡川町までとした。
日高支庁海域の漁獲量は，時期によって一部えりも岬周
辺の産卵場で産卵する魚群を含む可能性がある（志田ら，
2008）ため使用しなかった。刺網漁業の内訳は，すけと
うだら刺し網（知事許可および共同漁業権漁業），かれい
刺し網（知事許可および共同漁業権漁業），たら刺し網
（知事許可漁業），にしん刺し網（共同漁業権漁業），めぬ
け刺し網（共同漁業権漁業）およびこれ以外のその他刺
し網（共同漁業権漁業）である。
　来遊時期に影響を与える因子として，はじめに日高湾
の海洋環境について検討した。次に，サイズおよび年齢
62,63），索餌期の栄養蓄積期間における水温および餌生物
分布量64－66），資源密度64,66）について，来遊時期との相関を
調べた（Table 4. 2）。

Table 4.1　Summary of acoustic surveys in chapter 4.
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Table 4.1　Summary of time series data sets used in this study

Fig.４.1　Survey area and transect lines for the acoustic surveys and the CTD stations
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4．2．3　日高湾における海洋観測データ
　2000年以前の音響資源調査は調査時期やCTD観測点
が，2001年はCTD観測点が2002年以降の調査と異なっ
ているために，調査時の海洋観測データはスケトウダラ
成魚が来遊する時期の日高湾の環境を経年比較するデー
タとして不適当と判断した。このため，北海道立函館水
産試験場が1998年～2003年の 8月下旬に同一調査点で海
洋観測を行ったスルメイカ資源調査により得られたデー
タを使用した。また，2004年および2005年は，9 月上旬
に行ったスケトウダラ音響資源調査において同一観測線
上で収集したデータを使用した（第 3章で用いた調査結
果）。データは金星丸に搭載したCTD（SeaBird）により
収集した海面～海底近傍までの水深10m間隔の水温およ
び塩分値である。第 3章の結果から見て，スケトウダラ
の主たる分布域を横断していると考えられる東経141°20
分の線上に，北緯41°40’～42°20’まで10マイル間隔で設
けられた 5 つの観測点（P61 ～ P65）にて収集されたデ
ータを使用した（Fig. 4. 1）。2000年度はCTDの不調によ
り，塩分データの収集ができなかった。また，1998年の
スルメイカ資源調査は定点での調査ができずデータが収
集できなかった。このため，音響資源調査を行っていな
い1995～1997年の調査データを追加し参照した。来遊時
期の長期変動との相関は，1984年以降のスルメイカ資源
調査で行った海洋観測のうち，P63またはP64観測点の水
深200および300mの水温について調べた（Table 4. 2）。

4．2．4　スケトウダラ刺網漁獲物の平均尾叉長
　スケトウダラのサイズおよび年齢を代表する値として，
10月～ 1月まで各月の測定結果があり，かつ最も測定デ
ータの多かった刺網漁獲物の平均尾叉長を用いた。デー
タは，北海道立函館水産試験場，函館水産試験場室蘭支
場および栽培水産試験場が，1980年度～2006年度に実施
したすけとうだら刺し網漁業の漁獲物測定結果（0.1cm
単位）を使用した（Table 4. 3）。1992年度は，欠測月が
あったため使用しなかった。平均尾叉長の算出は次の要
領で計算した。まず，渡島支庁，胆振支庁毎に各月の漁
獲物標本の平均体重および平均尾叉長を算出した。同一
月に複数回の測定を行っていた場合には，標本ごとの平
均値を同一月内で単純平均した。次に，支庁毎に各月の
刺網漁獲量をその月の平均体重で除して漁獲尾数を算定
し，支庁ごとの各月の尾叉長をこの漁獲尾数で重み付け
して平均し，漁期年の平均値とした。使用したデータは，
無作為抽出標本からのものを基本とし，銘柄別に測定を
行っている標本の場合には，銘柄毎の漁獲比率が不明な
ものは計算に含めなかった。また，月内で，どちらか一
方の支庁の測定結果しかない場合には，その値を両支庁

Table 4.3　Number of specimen and measured fish 
used for estimation of the mean fork length 
in each year, caught by commercial gill net.

の計算に使用した。

4．2．5　環境指標データ
　索時期における水温および餌生物分布量の指標として，
索餌場と考えられる道東海域における水温の観測結果と，
道東沖合の親潮水域におけるNeocalanus cristatus の分
布量を用いた。Neocalanus cristatusは道東海域における
スケトウダラの餌料生物である68）。水温データは，北海
道立釧路水産試験場が1989年～2005年の 4，6，8，10月
に，試験調査船北辰丸を用いて道東海域において実施し
た定期海洋観測のうち，スケトウダラ成魚の分布域36）に
あるP32観測点（Fig. 4. 1）の結果を用いた。また，この
海域におけるスケトウダラ成魚の分布水深は200m以深
と考えられている36）ことから，水深200mの値を使用し
た。Neocalanus cristatusの分布密度データは Tadokoro 
et al .69）および田所私信（2000年～2002年のデータ）によ
った。値は 4 月～ 8 月の平均分布密度（湿重量 g ／㎡），
収集期間は1980～2002年であった。また，スケトウダラ
の分布密度を示す指標として，太平洋系群のVPAを用い
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Fig.4.2　Interannual and seasonal changes in walleye 
pollock abundance in Hidaka Bay from 
the 1998 to 2005 surveys. Relative pollock 
abundance is shown as the standardized sum 
of the nautical area scattering coefficient 
(NASC).

Fig.4.３　Interannual changes in monthly walleye 
pollock catch in Hidaka Bay by commercial 
gill net from 1998 to 2005.

Fig.4.4　Scatterplot of ratios of gillnet walleye pollock 
catches from October to November and from 
December to January aginst ratios of pollock 
abundance in the first and second surveys.

て推定された1981年度～2005年度の 0歳以上の総資源重
量，成魚の密度を表す数字として 4歳以上の資源重量お
よび産卵親魚重量（SSB）を引用した26）。

4．3　結果
4．3．1　音響資源調査と漁獲量からみた来遊時期の変動
　音響資源調査から推定された時期別のスケトウダラ分
布量を Fig. 4. 2 に示す。増減をわかりやすくするため，
値は全調査の平均値414×103 を 1とする相対値として示
す。1 次および 2 次調査で推定されたスケトウダラの分
布量には経年変動がみられた。1 次調査では，1998年の
1.1から1999年の1.79と増加したが，2000年には0.1と非
常に低い値となった。その後は2001～2002年まで0.2と低
い値で推移し，2003年以降は0.4～0.5とわずかに増加し
たが，いずれも平均の半分以下の低い値であった。一方，
2 次調査では，1998年が0.7と平均を下回ったが，1999
年に1.1と増加し，2000年は2.1とさらに高い値となった。
1 次調査では，2000年以降いずれも平均値を下回る低い
水準で推移したが，2次調査では2002年に0.8と平均を下
回った以外は，1～2.1といずれも平均を上回る値で推移
した。1 次調査と 2 次調査における分布量を比較すると，
1998 および1999年は，いずれも 1次調査の値が高かった
が，2000年以降は 2次調査の値が高くなっていた。音響
資源調査の 1次調査後の10月および11月，2次調査後の
12月および 1 月における刺網漁獲量の経年変動をFig. 4. 
3 に示す。刺網の漁獲量にも経年変動がみられ，その変
動傾向は音響調査により推定したスケトウダラ分布量の
変動と非常に良く似ていた。また，同一年度（10月～翌年
1 月まで）で10～11月の漁獲量と12～1 月の漁獲量を比
較すると，1998年度は10～11月が2.4万トン，12～1 月が
2.5万トン，1999年度はいずれも4.1万トンと両期間の漁
獲量はほぼ同じ水準であった。ただし，2000年度以降は
12～1 月の漁獲量が10～11月の1.7～4.3倍と高くなって
いた。1 次および 2 次調査のスケトウダラ分布量の比と，
10～11月の漁獲量と12～1 月における漁獲量の比の関係
を調べた結果（Fig. 4. 4），両者の間には有意な正の相関

（r=0.931，N=8，p=0.001）が認められた。　第 3章で論
じたように，日高湾に分布するスケトウダラ成魚は周年
同一海域に分布するわけではなく，索時期に他の海域か
ら来遊すると考えられる。従って，音響資源調査で観察
された1999年と2000年を境とする時期別分布比率の変化
は，スケトウダラ成魚の日高湾への時期別来遊割合が大
きく変化したことを示すと考えられる。即ち，1999年以
前は 1次調査を行った 9～10月上旬以前に来遊していた
魚の割合が高かったが，2000年以降はこのような早い時
期に来遊する魚の割合は減少し，1 次調査以降に来遊す
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る魚の割合が増加したと考えられる。さらに，音響資源
調査とは独立したデータである刺網漁業による漁獲量の
推移も，音響資源調査で推定された時期別分布量の推移
と一致していた。このことは，先の音響資源調査の結果
に基づく推定を強く支持すると考えられる。一方，刺網
漁獲量の期間ごとの割合は，来遊時期の変化を反映して
変動すると考えられることから，来遊時期の遅速を表す
指数とみなすことができる。そこで，1980～2005年度の
間，各年の10～11月のスケトウダラ漁獲量が年度計（10
～1 月）に占める割合を用いて，来遊時期の長期変動を
調べた（Fig. 4. 5）。この値が高い場合には来遊の早い年，
低い場合には遅い年とみなせる。その結果，10～11月の
漁獲割合は，最小値が2000年度の18.9％，最大値が1997
年度の57.7％の範囲で変動していた。連続する 2 年間の
差をみると，音響資源調査でも違いが観察された1999 年
度と2000年度の差が－31と最も大きく，顕著であった。次
いで1989年度と1990年度の+13.4，1991年度と1992年度
が－12.5となっていた。これ以外の年度間では，値の経年
変動は緩やかであったが，26年間で 3回大きく変化する
年があったことが特徴となっていた。平均値を基準にし
て，調査期間を1980～1989年度，1990～1999年度，2000
～2005年度の 3つの期間に区分すると，各期間の平均値
は33.5％，49.4％，29.6％となり，期間平均の差は各期間
の標準偏差の2.6～ 5 倍あった。また，期間の最終年と次
の期間の開始年との差はいずれも大きかった。これらの
ことから，1989と1990年度，1999と2000年度に来遊時期

の大きな変動（ジャンプ）があったと推測される。1991
と1992年度の間にも大きな変化があり，その差は1990～
1999年度平均の標準偏差より大きかったが，他の 2回の
ジャンプと比較して間隔が狭かったため，この変化は経
年変動として1990～1999年度の中に含めた。この 3つの
期間でみると，1980～1989年度は10～11月の漁獲割合が
低い，即ち来遊が遅かった期間，1990～1999年度は逆に
10～11月の割合が高い，即ち来遊が早かった期間，2000
年度以降は再び来遊が遅い期間であったと考えられる。

4．3．2　日高湾の海洋環境
　前項の結果から，スケトウダラの来遊時期の変動が 1
次調査時以前における来遊量に現れることが示された。
そこで， 8月下旬～ 9月上旬における日高湾の水温，塩
分および水塊分布を調べた。音響資源調査を行った1998
年以降では，来遊が早かった年は，1998と1999年の 2年間
であったが，海洋観測データは1999年の 1年分しかなく，
比較を行うには不十分と考えられる。一方，前項で述べ
たように1995年～1997年も来遊の早い年であったと判断
される（Fig. 4. 5）。そこで，これらの年の海洋観測デー
タも来遊の早かった年の資料と見なし，来遊の早かった
1995～1999年（1998年を除く）と遅かった2000～2005年
の水温，塩分および水塊の分布状況を比較した。スケト
ウダラの分布域を横断する東経141°20分線上の水温，塩
分および水塊の鉛直分布をFig. 4. 6に示す。1995年およ
び1996年は水深50m付近から断面北1995年および1996年

Fig.４.５　Interannual changes in percent of walleye pollock catch from October to November by commercial gill 
net in Oshima and Iburi sub-prefectures, representing timing of pollock migration to the spawning ground, 
Hidaka Bay, from 1980 to 2005. Solid lines and dotted lines show mean and standard deviation values, 
respectively.
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Fig.４.6　Vertical profiles of temperature (solid lines and filled contours in left panels), salinity (dotted lines in left 
panels), and water mass (right panels) along E 141°20’ in late August.  The capital alphabet indicates the 
water mass classified based on Rosa et al. (2007): the Tsugaru Warm Current water (TWC), the Oyashio 
water (OW), the Cold Lower-layer water (CL), the surface water of the Oyashio water (S-OW), and the 
surface water of the Coastal Oyashio water (S-CO). Symbols correspond to those used in Fig.3.3.



Fig.４.6　Continued. TWC: the Tsugaru Warm Current water, OW: the Oyashio water, CL: the Cold Lower-layer 
water, S-OW: the surface waters of the Oyashio water.  Symbols correspond to those used in Fig.3.3.

は水深50m付近から断面北側のP65で水深160m，津軽海
峡の東口にあたる南側のP61で180mおよび160m～210m
までを，スケトウダラの分布に不適と考えられる高水温，

高塩分の津軽暖流水44）（第 3章）が占めていた。その下層
では水温が緩やかに変化した。第2章の結果から，この時
期におけるスケトウダラの分布水温と判断される 2℃～
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Fig.４.6　Continued. TWC: the Tsugaru Warm Current water, OW: the Oyashio water, CL: the Cold Lower-layer 
water, S-OW: the surface waters of the Oyashio water.  Symbols correspond to those used in Fig.3.3.

6℃未満の範囲は，両年とも水深160m以深にあった。ま
た，この時期にスケトウダラが分布する水塊である親潮
水は，津軽暖流水の下側，水深160m前後から水深250～

300mまで，低温低層水はそれ以深に観察された。1997年
は調査断面の表中層域に津軽暖流水は観察されず，南側
のP61点の水深20～120m層に分布するのみであった。変
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Fig.４.6　Continued. TWC: the Tsugaru Warm Current water, OW: the Oyashio water, CL: the Cold Lower-layer 
water, S-OW: the surface waters of the Oyashio water.  Symbols correspond to those used in Fig.3.3.

わって親潮水が広く水深300m付近までを占めており，そ
の下側に低温低層水が分布した。2 ～ 6 ℃未満の層も
厚く，北側のP65では水深80mで 5 ℃台の水温であった。
1999年は，対照的に調査海域の海面付近から水深150m～
200mまでを広く津軽暖流水が占めていた。その下側に親
潮水，水深270m以深に低温低層水が分布し，6℃未満の
水温は水深160～180m以深に分布した。2000年は水温の
みのデータであったが，水温 6℃未満の範囲は水深150～
190m以深にあった。津軽暖流水と考えられる水温7℃の
等温線は水深120～160mにあり，前年の1999年と顕著な
違いは認められなかった。2001および2002年の水温，水
塊分布は良く似ており，津軽暖流水は水深120～170mま
で，それより下層には親潮水が分布し，300～320m以深に
低温低層水が分布した。また，6℃未満の水は水深180～
200m以深に分布した。2003年は北側で津軽暖流水の層が
薄くなり，親潮水の分布が広がっていた。2004年は再び
津軽暖流水の層が厚くなり，南側では水深200m付近まで
広がった。2005年は北側で津軽暖流水の層が薄くなった。
また，低温低層水の範囲は水深220ｍ付近まで広がってい
た。水塊分布や 6℃未満の水温帯の広さには，経年変動が
観察されたが，来遊の早かったと考えられる1995～1999
年と来遊の遅かった2000年以降には，それぞれ共通した
顕著な違いは認められなかった。また，長期的な変動を見
るために，8月下旬に日高湾内のP63またはP64定点で観
測を行った1984年以降の各年の水深200および300m点の

水温を比較した（Fig. 4. 7）。いずれの水深の値も経年変
動が見られるが，水深300mでは全ての年で 5℃より低い
値であり，水深 200mの値でも 1984，1990，1996 年以外
はスケトウダラの分布水温範囲（第 3章の結果）にある
6℃未満の値で推移した。また，来遊時期に見られた1980
～ 1989 年，1990 ～ 1999 年および 2000 ～ 2005 年を基準
にして，各期間の平均水温を比較したが，その差は小さ
かった（Fig. 4. 7）。加えて，両水深の水温と来遊時期の
間にはいずれも有意な相関がなかった（200m：r=0.124，
N=19，p=0.601；300m：r=0.128，N=18，p=0.625）。

4．3．3　スケトウダラのサイズおよび環境要因と来遊時
期の関係
　スケトウダラの来遊時期との関係を調べた各因子の
経年変化をFig. 4. 8に，来遊時期の指標である刺網漁業
における10～11月の漁獲割合との相関をFig. 4. 9および
Table 4. 4に示す。1980年度～2005年度における刺網漁
獲物の平均尾叉長は，1984年度および1991年度における
最小値42.1㎝から2002年度における最大値44.8㎝の範囲
にあった（Fig. 4. 8a）。平均値を基準に見ると，1980～
1982年度と2001年度以降に高く，1983～2000年度までは
平均値またはそれより低い値で推移した。来遊時期の変
動と同じ期間でみると，1990～1999年度の平均値が最も
低く，1980～1989年度および2000年度以降はこれより高
い値であり，来遊時期の指標とは，有意な負の相関があっ
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Fig.４.7　Interannual changes in water temperature at a depth of 200m and 300m observed at the station P63 or 
P64 located in Hidaka Bay in late August, and statistical relationship between these temperature and the 
percent of catch from October to November by commercial gill net, interpretable as timing of pollock 
migration: (a) and (c) temperature at a depth of 200m and (b) and (d) temperature at a depth of 300m. Solid 
lines and dotted lines show mean and stadndard diviation values, resprectively. Black arrows show years 
that remakable changes in timing of pollock migration were observed in.

た（Fig. 4. 9a；r=-0. 44，N=25，p=0.028）。本研究で調べ
た外部環境要因の中では，道東沖合の親潮水域における
Neocalanus cristatusの分布密度が最も高い正の相関を
示した（Fig. 4. 9b；r=0.785，n=23，p<0.001）。N. cristatus
の分布密度には緩やかな経年変動が見られ，1980年台と
2000年以降低く，1990年代に高かった（Fig. 4. 8b）。スケ
トウダラの来遊時期が大きく変化した1989年と1990年の
差は小さかったが，1999年と2000年の差は大きく，各年

代の平均値の差も大きかった。また，道東海域のP32観測
点における水深200mの水温観測結果のうち，6月の値が
有意な正の相関（Fig. 4. 9d； n=16, r=0.592, P=0.016）を
示した。これらの値は，1990年代の平均値が高く，2000
年代に低かった（Fig. 4. 8d）。また両年代の平均値の差は
大きかった。一方，資源密度の指標としたVPAで推定さ
れた 0 歳以上の総資源重量，4 歳以上の資源重量，産卵
親魚量はいずれも経年変動が見られ（Fig. 4. 8g ～ h）た。



Fig.４.8　Interannual changes in ecological variables influencing to timing of walleye pollock migration: (a) mean 
fork lengths of pollock caught by commercial gill net and (b) April - August mean biomass of Neocalanus 
cristatus in the Oyashio waters (Tadokoro et al.69)). Solid lines and dotted lines show mean and standard 
deviation values, respectively. Black arrows show years that remakable changes in timing of pollock 
migration were observed in.

4 歳魚資源重量，産卵親魚重量とも，1999と2000年度の
間で大きく変動したが，年代間の差は小さく，来遊時期
とは有意な相関がなかった（Fig. 4. 9 g ～ i）。

4．4　考察
　魚類の産卵期は，仔魚が餌にうまく遭遇できるように
プランクトンのブルーミングにあわせて調整されている
とする考え方が提唱されており70），大西洋タラではその
時期が遺伝的に決定されているとする報告がある71）。我
が国周辺海域に分布するスケトウダラでは，北西日本海
で12～3月72），根室海峡海域で 1 ～ 4月73），南部オホー
ツク海で 3 ～ 5月74）と海域によって差がみられる。また，
ベーリング海東部では 4～ 5月で高緯度海域ほど産卵期
が春から初夏にずれ込むことが知られている67,75）。この
ような海域による差異は，Cushing70）の仮説の通り，仔
魚の生き残りに好適な環境の出現とタイミングの合う産
卵時期が選択されたとする見方が示されている49,67）。本
研究の対象海域である日高湾では12～3月12－14）とされて
おり，第 3章で示された通り，産卵期は海洋環境の変化
に良く適合している。スケトウダラは，個体レベルでは
数日間隔で10回以上の産卵を行い，産卵に 1ヶ月を要す

76）。また個体毎の産卵開始時期にも違いがある67）ことか
ら，産卵場全体として産卵期が 3～ 4ヶ月の長期間とな
る。従って，時期別の産卵個体の割合変化が群れとして
の産卵期の変化，即ち産卵ピークの変化となって現れる。
日高湾においても産卵時期が年によって変動することが
示唆されており44），このような変動には，年齢組成や資
源密度49,62），大西洋タラでは水温などの外部環境要因や，
年齢およびサイズなどの内部要因が影響するという報告
がなされている63－66）。スケトウダラ雌の卵黄形成開始に
は個体差が見られ，早いものでは 7月，遅いもので10月
であり，早く成熟を開始した個体は産卵期の初期，遅く
開始した個体は産卵期の後半に来遊する67）。従って，産
卵期の変動は，日高湾への来遊時期の変動を反映すると
考えられる。本研究において，1998～2005年に行った 1
次および 2次の音響資源調査により推定されたスケトウ
ダラ成魚分布量の比は，1999と2000年を境にして日高湾
への来遊時期が変化したことを明確に示した。2000年以
降，来遊時期，即ち産卵時期の早い魚の割合がそれ以前
と比較して少なくなったと考えられる。このような割合
の変化は，先に述べたように日高湾で産卵する成魚群で
見ると，来遊時期が遅くなったとすることができる。前
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Fig.４.8　Continued. Interannual changes in temperature at a depth of 200m observed at the station P32 located 
in Doto Area by Hokkaido Kushiro Fisheries Experiment Station: (c) April, (d) June, (e) Augist and (f) 
October. Solid lines and dotted lines show mean and stadndard deviation, resprectively. Black arrows 
show years that remakable changes in timing of pollock migration were observed in.

田ら44）は，日高湾における沖合の索餌場から沿岸の産卵
場への移動時期に年変動があると記述しているが，本研
究により，それ以前の道東海域などの他海域から日高湾
への来遊時期にも変動があることが明らかとなった。

　音響資源調査から推定された時期別分布量の比率と同
時期における刺網漁業の漁獲量の比率には，有意な正の
相関が観察された。この結果から，刺網漁業の漁獲量変
動は分布量の変動を反映していると考えられる。利用可
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Fig.４.8　Continued. Interannual changes in stock variables, estimated by virtual population analysis (VPA, Mori 
and Funamoto26)), influencing to timing of walleye pollock migration. (g) Total biomass of pollock (age-0 to 
age-8 and older), (h) Biomass of age 4 and older pollock, and (i) Spawning stock biomass of pollock.  Solid 
lines and dotted lines show mean and standard deviation, respectively. Black arrows show years that 
remakable changes in timing of pollock migration were observed in.

能なスケトウダラの漁獲量データは20年以上あることか
ら，刺網漁業の月別漁獲割合を来遊時期，即ち産卵時期
の指標として過去の変動を調べることが可能になった。
この指標からみた1980年度以降における来遊時期変動の
特徴は，緩やかな経年変動と，26年間に 3回観察された
大きな変動であった。特に，音響資源調査でも観察され
た1999年度～2000年度の変化が顕著であった。平均値を
基準にして，この26年間を1980～1989年度（1980年代），
1990～1999年度（1990年代），2000～2005年度（2000年
代）の 3つの期間にわけると，期間毎の平均値の差が大

きく，期間終わりと次期間のはじめの年との差が大きか
った。データが26年分しかないため明確には結論できな
いが，この結果から，来遊時期には10年程度のDecadal
な変動の在が示唆される。このDecadalな変動は，1980
年代は来遊が遅く，1990年代は早く，2000年代に再び遅
くなるというものであった。また，これらの年代間にお
ける来遊時期の変化が徐々にではなく，急激なことが特
徴であった。
　本研究で観察された来遊時期の変動を引き起こす環境
要因として，まず産卵場である日高湾における来遊時期
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Fig.４.9　Statistical relationship between the percent of catch from October to November by commercial gill 
net and ecological variables:  (a) mean fork lengths of pollock caught by commercial gill net, (b) April - 
August mean biomass of Neocalanus cristatus in the Oyashio waters (Tadokoro et al.69)), (c-f) temperature 
at a depth of 200m observed at the station P32 located in Doto Area by Hokkaido Kushiro Fisheries 
Experiment Station: (c) April, (d) June, (e) August and (f) October.



Fig.４.9　Continued. (g) Total biomass of walleye pollock 
(age-0 to age-8 and older), (h) Biomass of age 
4 and older pollock, and (i) Spawning stock 
biomass of pollock.  These were estimated by 
VPA of Japanese Pacific walleye pollock stock 
(Mori and Funamoto26)).

の水温，塩分および水塊の分布について検討した。年に
よる若干の違いが観察されたものの，スケトウダラの分
布水塊と考えられる低温低層水および親潮水は調査期
間を通じて安定して出現した。スケトウダラの分布に不
適と考えられる津軽暖流水44）（第 3 章）についてみると，
1997年における分布域は非常に小さかったが，それ以外
の年に関してはスケトウダラの分布割合が大きく変化し
た1999年／2000年を境とする顕著な違いは認められなか
った。このように，1999年以前と2000年以降で水温，塩
分および水塊分布に明瞭な違いは認められなかった。さ
らに，日高湾におけるスケトウダラ分布域に設定した水
深200mおよび300m観測定点における水温時系列データ

（18および19年間）を用いて来遊時期との関係を調べた
が，有意な相関はなかった。以上のことから，本研究では
産卵場である日高湾の環境が，来遊時期の変動に影響を
与えているとする結果は得られなかった。従って，日高
湾への来遊時期の変化は，先に述べた成熟開始時期，即
ち産卵時期の変化を反映していると考えられる。

　次に，スケトウダラや大西洋タラの既存の知見に基づ
いて選んだ内部および外部環境因子の影響について考察
する。日高湾に来遊した成魚の年齢やサイズ組成を代
表する指標とした刺網漁獲物の平均尾叉長は，来遊時
期，即ち産卵時期を示す指標である刺網漁業の10～11月
の漁獲割合と有意な負の相関を示した。平均尾叉長が大
きいほど，産卵時期は遅い傾向があると考えられる。こ
の結果は，大西洋タラの大型魚ほど産卵が遅くなる結果
63）と一致する。一般に，大型個体の方が小型個体と比較
して代謝率が低いため，成熟プロセスにより多くの時間
がかかると考えられている77）。このようなサイズ組成ま
たは年齢組成の変化は，スケトウダラの産卵時期の経年
変動に影響を与えていると推測される。一方，外部環
境因子の中では，道東沖の親潮水域におけるNeocalanus 
cristatus分布密度の時系列データ69）が有意な正の相関を
示した。この結果は，餌となる動物プランクトンの分布
量が多い年ほど産卵時期の早い個体の割合が増加するこ
とを示唆する。Wieland et al. 66）は，索餌期における餌の
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Table 4.4　Correlation coefficients (r) between timing 
of walleye pollock migration based on 
percent of catch in Oct-Nov by gill net 
and ecological variables.  Ecological 
variables used in analyses are mean fork 
lengths of pollock caught by commercial 
gill net (Gill net mean FL), April - August 
mean biomass of Neocalanus cristatus 
in the Oyashio waters (Tadokoro et 
al.69), N. cristatus Biomass), total biomass 
of walleye pollock (age-0 to age-8 and 
older, ALL), biomass of age 4 and older 
pollock (Age4 +), spawning stock biomass 
(SSB) of pollock, temperature at a depth 
of 200m at the station P32 located 
in Doto Area observed by Hokkaido 
Kushiro Fisheries Experiment Station 
(Oceanographic observations). Values of 
Biomass (VPA) were estimated by virtual 
population analysis (VPA) of the Japanese 
Pacific walleye pollock stock (Mori and 
Funamoto26)).

多寡に起因する栄養蓄積度合いの違いが大西洋タラの産
卵期に影響すると報告しており，スケトウダラにおいて
も餌環境が産卵期に影響をあたえる可能性が高い。一方，
N. cristatusはスケトウダラの餌生物の一つであるが，体
長40㎝以上の魚ではその重要性はあまり高くないとされ
ている68）。スケトウダラ成魚の主たる餌料となるような
大型の動物プランクトン68）分布量の長期間にわたるデー
タはなく，本研究では既知のN.cristatusの時系列データ
を用いた。従って，N. cristatus分布密度の変化が直接スケ
トウダラの産卵時期に直接影響を与えているかどうかは
疑問の余地がある。N. cristatusの分布密度以外のデータ
では，道東海域の 6月における水温時系列データが産卵
時期と有意な正の相関を示した。Hutchings and Myers65）

は，カナダのNewfoundlandの大西洋タラで産卵時期と
水温の間に密接な関係があることを示している。さらに，
Kjesbu64）は大西洋タラの飼育実験の結果から，卵黄形成
期に水温が 1℃低下すると産卵が 8－10日程度遅くなる
ことを観察している。このことから，太平洋系群のスケ
トウダラにおいても索餌期の水温が産卵期に影響を与え
ている可能性が示唆される。また，これらの水温データ
は1989年以降しかないため，1980年代の動向を検討する

ことはできないが，それ以降では1990年代の平均値が高
く，2000 年代に低くなっており，両平均値の差が大き
いことが特徴であった。さらに，N. cristatusの現存量は
1980年代に低く，1990年代に高く，2000年代に再び低く
なっていた。このように，道東海域における複数の環境
要因とスケトウダラ産卵時期は，同様のDecadalな変動
パターンを示した。Tadokoro et al. 69）は，親潮水域にお
けるNeocalanus属の数量変動が，北太平洋で知られてい
る1978/79および1988/89のレジームシフトに対応してい
ることを指摘している。親潮水域では1976/77における
レジームシフトの後に冬～春季の水温が顕著に低下した。
そのため，基礎生産に好適な春の期間が短くなり，その
結果としてメソ動物プランクトンが減少した可能性が示
されている78）。また，Tadokoro et al. 79）は，親潮域にお
いて表層のリン酸塩濃度が20年周期変動を持ち，この変
動の影響を受けて基礎生産が変化することで，メソ動物
プランクトンの量が変動する可能性を示唆している。こ
のように，N. cristatus分布量変化や道東海域の水温や塩
分の変化に代表される，基礎生産およびスケトウダラの
餌となる動物プランクトンの変化が索餌期におけるスケ
トウダラの栄養蓄積状況などに影響を与えて，産卵時期
の遅速を決定している可能性がある。従って，本研究で
観察されたスケトウダラ産卵時期のDeadalな変動は，レ
ジームシフトに伴っておこる環境変動と関連しているこ
とが示唆される。
　これらの結果をまとめると，スケトウダラ成魚に見ら
れる日高湾への来遊時期＝産卵時期の変化は，日高湾の
来遊時期における環境ではなく，それ以前の索餌期にお
ける餌や水温環境の影響を強く受けて変動していると考
えられる。産卵時期の変化はChusingの仮説に示される
ように，引き続く卵，仔魚の出会う環境を決定する点で
重要な意味をもつ。中谷ら33）は，豊度の高かった1995年
級（産卵年度は1994年度）は，噴火湾周辺海域において
夏季の稚魚期まで生残した個体の孵化日が概ね 1月に集
中しており，早い時期に孵化した個体の生き残りが豊度
決定に重要であったことを示唆している。Nishimura et 
al. 35）も，豊度の高かった2000年級群（産卵年度は1999年
度）の孵化日組成は，1 月～ 3 月までの比較的広い範囲
にあったが，豊度の低かった2001および2002年級（産卵
年度は2000および2001年度）では，大部分が 3月に孵化
した個体であったことを報告している。従って，産卵お
よび孵化のピークが産卵期の前半にあること，即ち産卵
時期の早い個体の割合の高い年が，その後の卵・仔魚の
生残に有利であることが示唆される。本研究の結果から，
この条件を満たす，即ち産卵時期のスイッチがオンにな
る環境条件は，平均サイズが小さく，索餌場における餌
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生物が豊富で水温の高い年であり，90年代がこれにあて
はまる。一方，Shida et al. 22）は，1980年代には日高湾で
産卵され，卵および仔魚の浮遊期に東北に輸送される経
路（日高湾－東北経路）が重要な役割を果たしていた可
能性を示唆している。また，Hattori et al. 29）は，東北海域
に分布する日高湾産卵場由来と考えられるスケトウダラ
仔魚の分布密度が高かった年には，孵化日の遅い（3 月
～ 4月）個体の割合が高かったことを報告している。そ
れ故，東北海域への輸送と生残には，噴火湾内へ輸送さ
れる個体とは逆に，遅い時期に産卵された個体が有利と
思われる。従って，日高湾－東北経路からの加入につい
てみると，産卵時期のスイッチがオンになる環境条件は，
産卵期が遅い，即ち索餌場における餌生物が豊富ではな
く，水温の低い年であり，80年代がこれにあてはまる。以
上のように，本研究結果から産卵時期に影響をあたえる
要因とスイッチに関する重要な知見が得られた。次章で
は，もう一つのスイッチである産卵場所について検討す
る。

第 5章　産卵期におけるスケトウダラ成魚分布の年
変動と環境要因の影響

5．1　緒言
　産卵場所は，これに続く卵および仔魚のステージにお
いて，直接これを取り巻く環境，即ち水温80）や餌生物31），
ならびに捕食者81）との遭遇を介して生残に大きな影響を
与える可能性がある。また，産卵場所は卵および仔魚の
海流による輸送，即ち，噴火湾内へ輸送され，かつそこ
に滞留しつづけられるかどうか15,82）という点からも，加
入量に影響を与える重要なスイッチと考えられる。アラ
スカ湾においても，産卵場所は生育場への輸送と関連し
て卵仔魚の生残に重要であると考えられている83）。当海
域におけるスケトウダラの産卵場所は，大陸棚上の水深
100m前後の浅海域に形成される44）。また，産卵場所は毎
年変化し，主産卵場所は噴火湾口部または噴火湾口部の
北東に位置する苫小牧などの胆振沖44）に形成されると考
えられている。一方，1970年以前では産卵場所が噴火湾
内にあると報告されている84－86）。前田ら44）は，道東海域
からこの水域に流入する寒冷で低塩分の沿岸親潮水（前
田ら45）の定義では 3℃以下，塩分33.0以下；本研究におけ
る定義は第 3章を参照）と津軽海峡を抜けて流入する津
軽暖流水（前田ら45）の定義では水温 6℃以上，塩分33.8以
上）の相互作用によって日高湾および噴火湾の水温環境
が決定され，スケトウダラが産卵に適した水温の海域を
選択する結果として，産卵場所の経年変動が起きると推

測している。しかし，日高湾で実際にスケトウダラと水
塊の空間分布を定量的に示し，その関係を検討した例は
ない。そこで本章では，計量魚探機によって産卵盛期の
スケトウダラ分布を直接観察し，産卵場所がどの水域に
形成されるか明らかにすることを第一の目的とした。加
えて，産卵場所の形成と水温および水塊分布との関係に
ついても検討した。これまで，太平洋系群の資源変動に
関する研究には，太平洋系群全体の VPA から推定され
た資源尾数および重量から間接的に計算された産卵親魚
量が用いられている22,25）。一方，産卵盛期の 1 月におけ
る成魚分布量は，成魚期におけるスイッチである産卵親
魚量の指標になると考えられる。そこで，音響資源調査
の結果からスケトウダラの分布現存量を推定し，VPAで
推定された産卵親魚重量との比較を行い，産卵親魚量推
定結果の妥当性について検討した。

5．2　材料と方法
　計量魚探機を用いた音響調査は，日高湾において2001
～2002年および2004～2007年の各年 1回，計 6回，日本海
洋㈱所属調査船第 3開洋丸および第 7開洋丸と北海道立
稚内水産試験場所属試験調査船北洋丸を用いて実施した。
各年の調査は，前田ら（1981）に従い，産卵盛期にあた
る 1 月中旬～ 2 月上旬に行った。各調査の概要は Table 
5. 1 に示す。音響データは，2001年～2002年が Simrad 
EK－500計量魚探機，2004年以降は同EK－60により収集
した。また，2001～2002年および2004年は，EKで収集し
たデータをBI－500で出力したデータ，2005年以降はEK－
60のデータを直接使用して以後の解析を行った。2001～
2002年および2004年に行われた調査は北海道区水産研究
所が実施したものであり，調査定線の設定が2005年以降
に北海道立水産試験場で実施した調査とは異なっている。
2001，2002および2004年の調査は，等深線を斜めに横切
るように，互いに平行に14.8㎞（8 マイル）間隔，2005
年以降は等深線に垂直に9.26㎞（5 マイル）間隔で設定
した調査定線上を，10ノットの速力で航行しながら収録
した（Fig. 5. 1）。使用した周波数は38および120kHzであ
る。また，索餌期のスケトウダラ成魚は日周鉛直移動を
行い，その行動が計量魚探機の分布量推定値に影響を与
えることが知られている（安部ら，1999）。このことから，
2001～2002年および2004年はすべての調査線において昼
夜一回ずつのデータ収集を行い，スケトウダラのNASC
を調査線ごとに昼夜間で比較した。日出，日没時間を境
として，0630時～1600時を昼間，1600時～0630時を夜間
とした。また，その比較結果から水平分布および分布量
の算定には昼間のデータを使用した。2005年以降の調査
は昼夜連続で行い，昼夜補正は行わなかった。
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Table 5.1　Summary of acoustic surveys in chapter 5.

Fig.5.1　Three areas of spawning location (a). Off Iburi, the mouth of Funka Bay and the inside of Funka Bay. 
Designs of acoustic transect and the CTD stations for 2001, 2002 and 2004 surveys (b), and for 2005-2007 
surveys (c).
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　収集した音響データは，解析ソフト Echoview（ver. 
4.7， Myriax 社製）を用いて解析した。収集した音響デー
タからのスケトウダラ魚群の判別は，第 3章と同様の方
法で行った。本章でも，スケトウダラの分布密度を表す
数値としてNASCを使用した。スケトウダラの分布量は，
調査線の配置から調査海域を 3 つのサブエリア（2001，
02 および04年は調査線WI～WJ，WJ～ FB，FB～ FE，
2005年以降は調査線B～ F，F～ H，H～ Lに挟まれた
領域）に分けて算出した。また，産卵場所とされている
噴火湾内，噴火湾口部および胆振沖の海域の範囲は定義
されていない。そこで本研究では，調査海域の東経141°
以西の海域を噴火湾内，東経141° 以東でかつ北緯 42°15’
以南の海域を噴火湾口部，以北の海域を胆振沖とし，そ
れぞれの海域における分布量を算出した（Fig. 5. 1）。音
響資源調査によって推定された分布量と VPA で推定さ
れた産卵親魚量との比較には，NASCで算出された分布
量を（2. 8），（2. 10）および（2. 11）式を用いて尾数お
よび重量に変換して使用した。計算に用いたスケトウダ
ラの尾叉長組成および平均体重は，各調査年の 1月（た
だし，2001年は2000年12月，2006年は同年 2月）に沖合
底曳網漁業により漁獲されたスケトウダラを 1回，ラン
ダムに採集し測定して（尾叉長：0.1㎝単位，体重：1 g
単位）得た（Table 5. 2）。2005年は海況が悪く，噴火湾
口部に位置する調査線のデータ収集ができなかったた
め，海域別の分布量および海域全体の分布尾数，重量の
推定に用いなかった。VPAで推定された産卵親魚量は，
森・船本26）から引用した。音響調査時に調査線上に設定
した定点において，CTD（SeaBird）またはXBT（2001，
2002および2004年調査）による海面～海底付近までの水
温，塩分の観測を行った。産卵場所におけるスケトウダ
ラの分布と水温，塩分および水塊分布の関係を調べるた
めに，音響調査線上の水温，塩分値を，第 3章と同じ方
法で推定した。水温，塩分の通常クリギング（Appendix 
3）は全観測点の値を使用し，産卵場所と考えられる海底
深 150m 以浅の大陸棚44）上の範囲でスケトウダラの分布
量との関係を調べた。調査海域の水塊区分は，第 3章と
同様にRosa et al .56）に従った（Fig. 3. 2）。　

5．3　結果
5．3．1　昼夜比較
　2001年，2002年および2004年の 1月における各調査線
のスケトウダラ平均NASCを昼夜間で比較した（Fig. 5. 
2）。2001年は比較した 8 調査線のうち 6 線で昼間の値
が高かったが，その差は有意ではなかった（Wilcoxon 
test：N=8，T=11，p>0.05）。2002年の調査では，昼夜
間の値のばらつきが大きく，昼間および夜間の値が高か
った線はそれぞれ 4線ずつと同数であった。この年も昼
夜で有意な差はなかった（Wilcoxon test：N=8，T=17，
p>0.05）。2004年は，2001年と同様に 8調査線のうち 6線
で昼間の値が高かったが，その差は小さく有意ではなか
った（Wilcoxon test：N=8，T=10，p>0.05）。スケトウ
ダラ成魚分布の昼夜変動は，索餌期の魚群において観察
されている（安部ら，1999）。また，そのような分布の差
は，未成魚では餌の動物プランクトンの日周鉛直移動に
合わせた行動87,88）と考えられている。一方，前田49）は産卵
期には成魚の摂餌活動が低下し，空胃率が高いことを観
察している。従って，索餌期に見られるような餌の日周
鉛直移動に伴う昼夜の分布の違いが，本研究で観察した
産卵盛期の魚群には見られなかったと考えられる。これ
らの結果から，2005年以降のデータは昼夜連続でデータ
を収集し，昼夜補正も行わなかった。また，昼夜比較を
行った 3年のうち，2001年と 2004年の 2年で昼間の平均
NASCの高い調査線数が多かったことから，これらの年
では以後の解析に昼間のデータを使用することとした。

5．3．2　スケトウダラの水平分布と産卵場
　2001年～2007年（2003年を除く）1 月の調査において，
スケトウダラは，海底深500mの大陸斜面～50mの大陸棚
上まで広い範囲に分布していた（Fig. 5. 3）。海域別には，
各年ともに噴火湾口部の沖側の魚探反応は弱く，噴火湾
口部～胆振沖にかけての大陸棚上における反応が高かっ
た。また，2004，2006年は，噴火湾内に比較的分布反応
の強い水域が観察されたが，他の年は湾内全域にわたっ
て非常に弱かった。水平分布図から判断して，噴火湾内
の分布量は噴火湾外より少ないと考えられる。産卵場所
の指標となる海底深150m以浅の大陸棚における各調査
時期のスケトウダラの海域別分布割合をFig. 5. 4に示す。
2001年は50％，2002年は70％が噴火湾口部に分布してい
たが，2004年以降はその割合が20～30％に低下し，胆振
沖の分布割合が高くなった。 

Table 5.2　List of parameters used for estimation of 
adult walleye pollock biomass.
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Fig.5.2　Comparison of sum of NASCs from each 
transect in the daytime and nighttime in (a) 
2001, (b) 2002 and (c) 2004.

5．3．3　水温および塩分の水平分布
　2001年～2007年（2003年を除く）1 月の調査海域の水
深10m層における水温，塩分分布（Fig. 5. 5）は経年変
化が観察された。2001年は，噴火湾内を除く調査範囲の
全域にわたり水温 2℃未満，塩分33.0 未満の寒冷で低塩
分の沿岸親潮水に覆われていた。2002年も，胆振海域～
噴火湾内の中央部付近までの帯状に沿岸親潮水に覆われ
ていたが，調査海域南側には水温 2 ～ 6℃，塩分33.0～
33.6の親潮水が分布していた。2004年以降は，調査海域
内に沿岸親潮水は観察されなかった。2004，2005年にお

いて地球岬の西側～噴火湾口部および湾内は水温 5 ～
7℃，塩分33.3～33.8の親潮水および津軽暖流水に覆われ
ていた。調査海域の東側の胆振海域には，塩分33.0未満，
水温2～ 4℃の沿岸親潮表層水が分布していた。2006年
は，胆振海域の大部分を沿岸親潮表層水が覆っていたが，
噴火湾口部～噴火湾内にかけては親潮水が分布していた。
2007 年は，調査海域の全域にわたり水温 5 ～ 7℃，33.2
～33.7の親潮水が占めていた。
　海底付近の水温，塩分分布（Fig. 5. 6）をみると，2001
年は，沿岸親潮水が胆振海域～噴火湾口部の水深100m
以浅の大陸棚上にかけて舌状に入り込んでいた。2002年
は調査海域の東端である東経142°付近に沿岸親潮水が分
布したが，それより西側では親潮水が広く分布していた。
沿岸親潮水の流入は表層の水深40m程度までで，それ以
深は親潮水が占めていた。また，沖側の水深300m以深に
は低温低層水が観察された。2004～2006年は，調査海域
東側の大陸棚上に沿岸親潮表層水が観察されたが，これ
より西側の大陸棚上～大陸斜面域にかけて親潮水，その
沖側の水深300m以深には低温低層水が分布していた。ま
た，湾内には塩分33.8以上水温 3℃以上の冬季噴火湾水89）

が観察された。2007年では，沿岸親潮水，沿岸親潮表層
水とも調査海域内には観察されなかった。
　沿岸親潮水が調査海域の大陸棚上に流入し，表層～海
底付近まで覆ったのは2001年だけであった。2002年は沿
岸親潮水が流入したのは表層域のみで，それ以外の年で
は調査海域内に沿岸親潮水は観察されず，親潮水または
沿岸親潮表層水が広く覆っていた。

5．3．4　スケトウダラの分布水温，塩分および水塊
　2001年～ 2007年（2003年を除く）1月の産卵場と考え
られる水深150m以浅海域におけるスケトウダラの分布
水温，塩分をFig. 5. 7に示す。スケトウダラの分布水温
範囲は， 0 ℃以上 7 ℃未満，塩分は32.5以上33.7未満で
あった。分布量の最も多い水温，塩分には，年による違
いが観察され，2001年はそれぞれ 1 ℃以上 2 ℃未満お
よび32.7以上32.8未満，2002年は 4 ℃以上 5 ℃未満お
よび33.0以上 33.1未満，2004年は 5 ℃以上 6 ℃未満お
よび33.5以上33.6未満，2005年は 4℃以上 5℃未満およ
び33.1以上33.2未満，2006年は 3℃以上 4℃未満および
32.9以上33.0未満，2007年が 5 ℃以上 6 ℃未満および
33.3以上33.4未満であった。産卵に適した水温と考えら
れている 2～ 5℃14,49）の範囲に分布する割合は，2001年は
43％，2004年は64％，これ以外の年では90～100％の高
い値となった。最も調査海域の水温が低かった2001年で
は，水温 1℃未満の水域にもスケトウダラが分布してい
たが，その割合は 8％と少なかった。
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Fig.5.3　Horizontal distribution of walleye pollock observed during the each acoustic survey in January: (a)2001, (b) 
2002, (c) 2004, (d) 2005, (e) 2006, and (f) 2007. Size of circles are proportional to pollock density (nautical area 
scattering coefficient, NASC) calculated in 500m intervals.Maps of the Survey area.
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　各水塊のスケトウダラ分布割合をFig. 5. 8に示す。
2001年は57％が沿岸親潮水に，21％が沿岸親潮表層水に，
22％が親潮水に分布した。2002年は64％が親潮水，36％
が沿岸親潮表層水に分布した。2004，2005，2007年はす
べてのスケトウダラが親潮水に分布した。2006年は親潮
水に41％，沿岸親潮表層水に59％が分布した。2001年お
よび 2006 年以外は，親潮水に分布する割合が最も高かっ
た。

5．3．5　スケトウダラの分布尾数および現存量
　音響資源調査によって推定された調査海域内に分布す
るスケトウダラの尾数および現存量と，VPAによる太平
洋系群全体の産卵親魚尾数および重量26）をFig. 5. 9に示
す。音響調査によって推定された分布尾数は，89.7×106

～217.7×106尾，現存量は59.7×103～111.9×103トンの範
囲にあった。VPAによる推定尾数は，281.5～439.0×106

尾，重量は181.6～243.4×103トンの範囲にあり，尾数，重
量ともに音響資源調査による推定値の約 2倍であったが，
増減傾向は一致しており，両者の間には有意な正の相関

（N=5，r=0.942，p=0.016）があった。

5．4　考察
　本研究の結果から，2001年は噴火湾口部と胆振沖の両
方，2002年は噴火湾口部，2004，2006および2007年は胆
振沖に産卵場所の中心があったと考えられ，年によって
産卵場所が変化することが確認された。
　スケトウダラの産卵場における分布水温は，0 ℃以上
7℃未満，塩分は32.5以上～33.7未満であった。各年の最
も分布量の多い水温，塩分も年によって変化したが，ス

Fig.5.4　Percent of walleye pollock acoustic abundance 
(NASC: nautical area scattering coefficient ) at 
each spawning location, the mouth of Funka 
Bay and Off Iburi in 2001, 2002, 2004, 2006 
and 2007 surveys.

ケトウダラの産卵に適した水温とされる 2 ～ 5 ℃の範
囲14,49）に分布する割合が高かった。分布水塊は，この範囲
の水温域を持つ親潮水および沿岸親潮表層水が大部分を
占めた。調査を行った 6年間のうち，沿岸親潮水が調査
海域に観察された年は2001と2002年であった。この 2年
とも，産卵場所の中心が噴火湾口部に形成されたと考え
られた。沿岸親潮水の有する 2℃未満の水温は，東部ベ
ーリング海ではスケトウダラの分布を妨げる水温と考え
られている90）。また，志田ら52）も，冬季の道東海域におい
て同様の結果を観察している。従って，前田ら44）が指摘
しているように， 2℃未満の水温はスケトウダラの産卵
環境として適さないと考えられる。2001年の水温，塩分
分布を見ると，沿岸親潮水は大陸棚上胆振沖～噴火湾口
部に向かって入り込んでいた（Fig. 5. 5 および 5. 6）。こ
れらのことから，スケトウダラが沿岸親潮水を避けて分
布した結果，分布密度の高い水域が噴火湾口部に形成さ
れた可能性が高い。この結果は，前田ら44）およびMaeda14）

の推測と一致した。しかし，2002年は沿岸親潮水の分布
が表層域だけであったにも関わらず（Fig. 5. 5 および 5. 
6），噴火湾口部に分布する割合が最も高い結果となった。
沿岸親潮水の影響は水温だけでなく，別の要因，例えば
流れ91）などの影響があった可能性は否定できない。しか
し，スケトウダラ成魚の分布と流れの関係を検討した例
はなく，この点は今後の研究課題である。
　一方，Maeda14）は，沿岸親潮（Maeda14）の定義では the 
surface water of the Oyashio Current，水温 3 ℃未満，
塩分33.0未満の水）の流入が遅れ，津軽暖流水が噴火湾
口～大陸棚にかけて広く覆った1980年には，胆振沖が産
卵場所の中心になったと推測している。また，これは沿
岸親潮水が産卵に好ましい条件を提供する水域を産卵場
所として選択するためと考察している。しかし，本研究
では，沿岸親潮水または沿岸親潮表層水が調査海域内に
観察されなかった2007年も胆振沖に分布していた。また，
この年はスケトウダラの100％が親潮水中に分布してい
た。従って，Maeda14）の推測とは異なり，沿岸親潮水が
胆振沖への産卵場所形成に直接影響を与えているわけで
はないと考えられる。
　これまで，日高湾の産卵期におけるスケトウダラの分
布を直接観察して定量的に示した研究例はなく，産卵場
所の年変動は卵の分布などから考察されてきた44）。本研
究の結果から，スケトウダラの分布から見ても，産卵場
所が噴火湾口部と胆振沖の間で経年変動することが示さ
れた。第 1章で論じたように，産卵場所は，その後の卵
および仔魚の輸送と関連して，加入量に影響を及ぼすス
イッチの一つと考えられる22）。本研究の結果は，沿岸親
潮が胆振沖に流入する時期には産卵場所が噴火湾口部に
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Fig.5.5　Horizontal distribution of water temperature (regular figures and grey scale contours) and salinity (italic 
figures and dotted lines) for each survey at a depth of 10m in (a) 2001, (b) 2002, (c) 2004, (d) 2005, (e)2006 
and (f) 2007 surveys.
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Fig.5.6　Horizontal distribution of water temperature (regular figures and grey scale contours) and salinity (italic 
figures and dotted lines) for each survey near the bottom in (a) 2001, (b)2002, (c) 2004, (d) 2005, (e) 2006 and (f) 
2007 surveys.
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Fig.5.7　Three-dimentional plots of walleye pollock distribution as percent acoustic abundance (% of NASC) in the 
continental shelf (bottom depth < 150 m) against, temperature and salinity observed in survey in (a) 2001, (b) 
2002, (c) 2004, (d) 2005, (e) 2006, and (f) 2007.

形成され，それ以外の時期は胆振沖に形成されることを
示した。Funamoto25）は，2月の表面水温が高い年に加入
量が多いことを報告している。2 月の表面水温が高い年

は，沿岸親潮水の流入が遅いか，流入が見られない年に
当てはまる。従って，沿岸親潮の流入しない，即ち産卵
場所が胆振沖に形成される年に，産卵場所のスイッチが
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Fig.5.8　Percent (%) walleye pollock acoustic abundance 
(nautical area scattering coefficient, NASC) in 
each water mass in (a)2001, (b) 2002, (c) 2004, 
(d) 2005, (e) 2006 and (f) 2007.  The capital 
alphabet indicates the water mass classified 
based on Rosa et al. (2007): the Tsugaru Warm 
Current water (TWC), the Oyashio water (OW), 
the Cold Lower-layer water (CL), the surface 
water of the Oyashio water (S-OW), and the 
surface water of the Coastal Oyashio water (S-
CO).

Fig.5.8　Spawning stock biomass (SSB) and total 
number of Japanese Pacific walleye pollock 
stock estimated by virtual population analysis 
(VPA, Mori and Funamoto, 2009), and total 
weight and number of adult pollock in 
Hidaka Bay estimated by acoustic surveys in 
January.

オンになると考えられる。しかし，卵や仔魚がどのよう
に輸送され，噴火湾内への集積がおこるのかは，産卵場
所と北西風などによって惹起される海水の流れの関係に
よって決定される17,82）。アラスカ湾では，モデル実験によ
って卵や仔魚の輸送をシミュレーションし，生残に適し
た海洋環境を検証する研究が行われている83）。今後，ア
ラスカ湾のスケトウダラで用いられたような輸送モデル
による研究を行い，産卵場所の重要性やスイッチがオン
になる条件を検証する必要がある。
　スケトウダラの水平分布から判断して（Fig. 5. 3），調
査を行った 6年間では，産卵場の中心が噴火湾内に形成
された年はなかったと考えられる。一方，その中でも
2004，2006年は比較的噴火湾内の分布が多かった。こ
れらの年は，噴火湾内の定置網による12月の漁獲が多く，
この時期からすでに噴火湾内に進入していたと思われる。
飯田ら50）は，噴火湾内へのスケトウダラの進入が，湧昇な
どの海洋環境の影響を受けることを示唆しているが，そ
のメカニズムは明らかになっていない。本章のデータか
らは，この点を検討することはできなかったが，第 6章
において，定置網漁業の漁獲量と関連して若干議論する。
1970年台以前は産卵場が噴火湾内に形成されると考えら
れていたことから84－86），そのメカニズムの解明は今後の
研究課題である。
　音響資源調査によって推定された日高湾における産卵
親魚量は10万トン前後であり，VPAで推定された太平洋
系群全体の産卵親魚重量26）のほぼ半分の値であった。音
響調査の誤差として，その値が調査期間におけるスナッ
プショットであり，また調査海域が索餌場も含めた成魚
の分布域全体をカバーしていない。このことにより，調
査時期以前に産卵を終了して索餌場へ回遊した個体と，
調査時期以後にこの海域に来遊して産卵に参加した個体
が含まれないことによる過小推定が考えられる。加え
て，海底付近および海面付近の魚探機のデッドゾーン内
に魚が分布することによる過小推定も考えられる。北部
日本海系群では，調査海域が成魚の分布域をほぼカバー
していると考えられるの音響資源調査で推定された産卵
親魚重量と，VPAによる推定値が平均1.3倍程度の差で
あったことから24），調査範囲によるところが大きいと推
測される。一方，VPAの結果から推定された産卵親魚
重量は，次年度の資源量から間接的に算出されたもので
あり，こちらも多くの誤差要因を含む。VPAの誤差とし
ては，漁獲後の残りを産卵親魚とみなすことによるもの，
自然死亡率や成熟率を毎年一定とすることに起因するも
の，使用している魚の体重データの相違，年齢別漁獲尾
数や最近年のFの推定誤差に起因するものが考えられる
（Appendix1 を参照）。従って，現状ではどちらの値，も
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しくは両方の値がどの程度過大または過小なのか判断す
ることはできない。三宅24）は，音響資源調査による産卵
親魚重量の推定に関して，分布域をカバーする重要性を
指摘している。しかし，太平洋系群の分布域全体をカバ
ーする調査を行うためには，調査期間を大幅に延長する
か，複数の調査船を同時使用するなどの調査努力の増大
が必要であり，調査コストは非常に増大する。今後，目
的と必要性に応じてどのような規模の調査を行うか検討
する必要があろう。一方，全く異なるデータと方法で推
定した値の変動パターンがほぼ一致したことは，計量魚
探による直推定値，VPAによる推定値の両方とも，変動
傾向を正しく把握している可能性が高い。現状の調査海
域における推定値でも，VPAによる産卵親魚量推定値の
検証や補正に用いることは可能と考えられる。北部日本
海における調査結果は，11年分のデータを用いてVPAと
の比較を行っている24）。これと比較して本研究のデータ
年数は 6年と少なく，今後も調査を継続してデータを蓄
積し，この点を検証していく必要がある。

第 6章　日高湾におけるスケトウダラ分布と漁業の
関係

6．1　緒言
　水産資源の変動に関して，山川92）は漁業の影響と環境
変動の相互作用，即ち，漁業は産卵親魚量の多寡に大き
な影響を与え，同時に産卵から加入までの生残は環境の
影響を強く受けると述べている。山川に従えば，資源管
理の関与できるプロセスは産卵親魚量の調節だと言える。
日高湾はスケトウダラ太平洋系群の主たる産卵場であ
り，成魚を対象とした漁業が産卵期を中心に営まれてい
る。それ故，日高湾における漁業は産卵親魚量というス
イッチに影響を与える重要な因子であり，資源管理上に
おいても重要といえる。
　第 1章で述べたように，スケトウダラは我が国のTAC
対象種に指定されており，国が定めるTACによって漁
獲が管理されている。TAC決定の際，重要な根拠となる
ABCの算出は，独立行政法人水産総合研究センターが行
う資源評価に基づいて行われる。スケトウダラ太平洋系
群の資源評価には，チューニングVPAによる資源量推定
26）が用いられている。VPAは，年齢別漁獲尾数を用いて
資源尾数を推定する方法であるが，最近年の漁獲死亡係
数（以降Fと略す）は何らかの方法であらかじめ与える
必要がある。一方，現行のTAC制度では，直近年の資源
量推定と将来予測が資源評価とABC算定に非常に重要
である。最近年のFはそれらに大きな影響を及ぼすため，

その決定に当たっては十分な検討が必要である。太平洋
系群のVPAでは，1歳魚の Fを音響資源調査による現存
尾数の推定結果，2 ～ 7 歳の F を沖合底曳網漁業（以降
沖底漁業と略す）の年齢別CPUE（Catch Per Unit Effort）
によりチューニングしている。また，年齢間のFの比は
過去 5年間の平均値が用いられている。これらは，漁業
のCPUEが分布密度や資源量と相関関係があること，F
が 5カ年程度の期間ではあまり大きく変動しないという
推測を前提としている。しかし，実際にスケトウダラ漁
獲量が分布密度とどのような関係にあるか明らかではな
い。スケトウダラは複数種の漁業によって漁獲されてお
り，漁業毎にその関係は違う可能性がある。夏目93）は，日
本海北部の檜山海域における延縄漁業によるスケトウダ
ラ漁獲量が，1960年代に激減した理由について，スケト
ウダラの分布水深の変化をあげており，漁獲量の変化が
分布量以外の要因で大きく変化することを示唆した。ま
た，Hutchings and Myers94）は，ニューファンドランド
の大西洋タラを対象とした底曳網漁業について，探知能
力の向上や漁獲技術の改善などによってCPUEが魚の分
布密度と関係なく変動する可能性を示している。さらに
VPAでは，自然死亡が大きな経年変動はしないという前
提で，固定された値を使用しているが，川崎95）は自然死
亡が大きく変動する例を示し，固定された自然死亡係数
を用いることの危険性を指摘している。これらのことか
ら，漁業が産卵親魚量にどのような影響を与えるか考え
ること，また的確な資源評価に基づく資源管理を考える
上でも，まず魚の分布と漁業がどのような関係にあるか
把握しておく必要がある。日高湾における主要なスケト
ウダラ漁業は，刺網，沖底，定置網漁業である。本研究
では，すでに第 4章において当海域の刺網漁業の月別漁
獲割合が魚の来遊時期の変動を反映して変化することを
示した。本章では，音響資源調査で推定されたスケトウ
ダラ成魚の分布密度と各漁業の漁獲量の関係を調べ，得
られた知見に基づいて資源管理を行う上での問題点を漁
業別に論議する。また，これらの結果に基づき，音響資
源調査による漁況予測と資源管理への利用について検討
する。
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6．2　材料と方法
6．2．1　音響資源調査によるスケトウダラの分布密度の
推定
　計量魚探機を用いた音響資源調査は，日高湾において
2002年～2008年の 7 年間，各年 9 月上旬（1 次調査）と
11月下旬（2次調査）の 2回ずつ実施した（Fig 4. 1）。音
響データの収集に使用した計量魚探機は，函館水産試験
場所属試験調査船金星丸に搭載されたEK－60（シムラッ
ド社製，38kHzおよび120kHz）であった。魚探機の較正
は，調査開始前に標準球により実施した。各調査の概要
はTable 6. 1に示す。音響データの収集および解析手法
は，第 4章と同様に行った。NASCは500m間隔で出力し
た。本章では，漁獲量との関係を検討するために，調査
海域におけるスケトウダラの分布密度を算出した。各年
および調査の密度推定範囲を一定とするために，使用す
るデータの範囲は調査線A～Lの海底深200～500mとし
た。まず，スケトウダラ分布量（NASC値）の推定は，調
査海域を 3 つのサブエリア（調査線 A ～ F，F ～ H，H
～ Lに挟まれた領域）に分けて，（3. 1）式に従い算出し
た。この値を調査海域の面積で除して海域の平均NASC
を算出し，（2. 5）式によりスケトウダラの分布尾数密度

（尾/nmi2）に変換した。さらに，相関を調べる漁獲量は
重量であることから，分布尾数密度（尾/nmi2）にスケト
ウダラの平均体重を乗じて重量（トン/nmi2；以降この値
を分布密度と称す）とした。 の算出に用いたスケトウダ
ラの尾叉長組成および平均体重は，漁獲割合の高い12月
および 1月に沖底漁業により漁獲されたスケトウダラを
各月 1回無作為に抽出して測定（尾叉長：0.1㎝単位，体
重：1g 単位）し，（2. 8）式および（6. 1 ～ 2）式により
推定した。

・・・・・（6. 1）

・・・・・（6. 2）

ここで， はp 月に採集した標本における平均体重，Cp は
p 月の漁獲量，wp はp 月の漁獲尾数に比例した標本の重
みを表す。分布密度の算出に使用した各年の値を，Table 
6. 2 に示す。

6．2．2　スケトウダラ漁獲量の集計
　スケトウダラは，産卵期を中心に 1年を決定している
ため，漁期年度は 4月～翌年 3月までとなっている。ス
ケトウダラの主漁期は10～3 月であるが，2 月以降漁獲
量が急減してその割合が低くなることから，2 ～ 3 月の

データは使用しなかった。そこで，本章では10月～翌年
1 月までを同一漁期年として表記する（例えば，2002年
度は2002年10月～2003年1 月までとする）。スケトウダラ
の漁獲量は，すけとうだら刺し網漁業，沖底漁業および
定置網漁業について集計した。各漁業の操業許可海域の

Fig.６.1　Fishing grounds for three main fisheries, gill 
net, set nets and Danish seine, targeting to 
adult walleye pollock in Hidaka Bay. The 
area surrounded by the bold solid line shows 
fishing ground for Danish seine fisheries (Area 
24 - 27: dotted lines) used in this study. Bold 
dotted lines show borders of sub-prefectures.

 

Table ６.1　Summary of acoustic surveys in chapter 6.

Table ６.2　List of parameters used for estimation of 
adult walleye pollock density.
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概要をFig. 6. 1に示す。すけとうだら刺し網漁業は，噴
火湾内および日高湾，沖底漁業は日高湾，定置網漁業は
噴火湾内が操業許可海域となっている。本章で取り扱う
刺網漁業は，刺網漁業による漁獲量の98％（2002～2008
年度の平均値）を占めるすけとうだら刺し網漁業とした。
10月～ 1月までの各月のすけとうだら刺し網漁業および
定置網漁業の漁獲量は北海道水産現勢によった。定置網
漁業の内訳は，その他大定置（すけとうだら定置），さけ
定置，小定置，底建網である。集計範囲は，刺網および
定置網漁業が渡島支庁の旧恵山町（現函館市）～胆振支
庁の鵡川町までとした。刺網漁業の日高支庁海域の漁獲
量は，時期によって一部えりも岬周辺の産卵場で産卵す
る魚群を含む可能性があるため使用しなかった。沖底漁
業による漁獲量の集計は，北海道沖合底曳網漁業漁場別
漁獲統計を用いた。集計範囲は，音響資源調査海域とほ
ぼ同じ胆振および渡島支庁の海域である小海区24～27と
した。

6．3　結果
6．3．1　音響資源調査により推定したスケトウダラの分
布密度
　音響資源調査から推定した 1次および 2次調査のスケ
トウダラ分布密度（トン/nmi2）をFig. 6. 2に示す。いず
れの年も 1次調査の値は 2次調査より低く，調査を実施
した2002～2008年度までの期間は，第 3章で論じたよう
にスケトウダラの来遊が遅い年であったと考えられる。1
次調査と 2 次調査における密度の関係をFig. 6. 3に示す。
両者の間に有意な相関はなかった。分布密度の経年変動
も観察され，1次調査における2002年度の分布密度は18.6
トン/nmi2であったが，2003年度には30 トン/nmi2，2004
年度に45 トン/nmi2と連続して増加したが，2005年度に
29 トン/nmi2に減少した。2006年度には再び増加して61 
トン/nmi2となったが，2007年，2008年と 2 年連続して
減少した。2 次調査における2002年度の分布密度は81.1 
トン/nmi2と1次調査時より高い値となった。2003年度は
86.5 トン/nmi2と，2002年度と同水準で推移したが，2004
年度に170.3 トン/nmi2，2006年度に233.1 トン/nmi2と
増加し，2007年度には調査期間中で最も高い473.8 トン/
nmi2となったが，2008年度は224.9 トン/nmi2に減少した。

6．3．2　スケトウダラ漁獲量の推移
　刺網，沖底，定置網漁業による10～ 1 月の漁獲量は，
2002年に25×103トンと最も低く，その後徐々に増加し
て，2004年度に74×103トンとなった（Fig. 6. 4）。その
後 2005年度64×103，2006年度に52×103トンと減少した
が，2007年度に64×103に増加し，2008年度は再び54×

Fig.６.2　Time series of acoustically estimated density 
of walleye pollock in Hidaka Bay in the 
first (early September) and the second (late 
November) surveys from 2002 to 2008.

Fig.６.３　Comparison between acoustically estimated 
densities of walleye pollock in the first and 
the second survey.

103トンに減少した。ただし，2007年度は 1 月上旬に知
事許可のすけとうだら刺し網漁業の漁獲量が配分された
TACの 9 割以上を超えたため，渡島および胆振支庁の海
域における操業を停止した。漁業別の漁獲割合を見ると，
すけとうだら刺し網漁業の占める割合が52～85％と最も
高く，次いで沖底漁業が13～31％を占めていた。定置網
漁業は 3％～32％と，他の漁業より経年変動が大きかっ
た。漁業別に見た漁獲量の推移をFig. 6. 5に示す．すけ
とうだら刺し網漁業では，2002年度が17×103と最も少な
く，その後徐々に増加して2004年度に41×103トンとなっ
た以降は40×103トン前後で推移した。2007年度は1月上
旬で操業を終えたものの，調査期間内では最も多い44×
103トンを漁獲した。月別には，調査年を通じて10月～
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Fig.６.4　Time series of walleye pollock catch by 
commercial fisheries, gillnet, Danish seine 
and set nets in Hidaka Bay from 2002 to 2008 
fishing year (from October to January).  In 
fishing year 2007, gill net fisheries stopped 
fishing in early January because they had 
consumed their TAC.

Fig.６.5　Time series of monthly walleye pollock catch 
by commercial fisheries, gill net (the upper 
panel), Danish seine (the middle panel) and 
set nets (the lower panel) in Hidaka Bay from 
2002 to 2008 fishing year (from October to 
January). In fishing year 2007, gill net fisheries 
stopped fishing in early January because they 
had consumed their TAC.

11月にかけていったん漁獲量が減少した後，12月に急増
して 1月に減少か横ばいで推移するパターンが見られた。
漁獲量のピークは，12月（2003～2007年度）または 1月

（2002，2008年度）に見られた。沖底漁業は2002，2003
年度とも8×103トンで推移したのち2004年度以降は10×
103トン前後の漁獲量で推移し，2007年度に調査期間内で
最も多い14×103トンを漁獲した。漁獲量の変動傾向は，
音響調査で推定された 2次調査の分布密度の変化とよく
似ていた。月別には，調査期間を通じて10および11月の
漁獲量は少なく，12および 1月に多かった。定置網漁業
は，2002年度に 1×103トンと最も漁獲量が少なかったが，
2003年度に16×103トンと急増し，2004年度には24×103

トンを漁獲した。その後，2005年度は11×103トンに減少
し，2006年度以降は 2～ 5×103トンと再び低い水準とな
った。月別にみると，10～11月の漁獲量は非常に少なく，
12月に急激に増加することが特徴で，2007年，2008年度
は12月より 1月の漁獲量が多い結果となった。12月およ
び 1月の漁獲が年度計の97％を占めていた。

6．3．3　音響資源調査により推定されたスケトウダラの
分布密度と漁獲量の関係
　1 次および 2 次の音響資源調査において推定されたス
ケトウダラの分布密度と，漁業別月別漁獲量の関係を
Fig. 6. 6に示す。また，両者の相関をTable 6. 3に示す。
2007年度は，すけとうだら刺し網が 1月上旬で操業を中
止しているため，全漁業の合計とすけとうだら刺し網の
解析では値を使用しなかった。1 次調査の推定分布密度
は，全漁業合計の10～11月の漁獲量およびすけとうだら
刺し網漁業の10～11月の漁獲量と有意な正の相関を示し

た。2 次調査の推定分布密度は，すけとうだら刺し網漁
業の10～ 1 月，11～ 1 月および12～ 1 月の漁獲量，沖底
漁業の10月および 1月を除くすべての組み合わせと有意
な正の相関を示した。特に，沖底漁業の12～ 1 月の合計
漁獲量は非常に高い相関（N=7，r=0.96，p=0.0007）を
示した。定置網漁業の漁獲量は，いずれの組み合わせに
おいても音響調査で推定したスケトウダラの分布密度と
有意な相関が認められなかった。
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Fig.6.6　Comparison between acoustically estimated density of walleye pollock (t/nmi2) and monthly catch by 
commercial fisheries in Hidaka Bay from 2002 to 2008 fishing years (from October to January). Pollock 
densities were estimated based on the first surveys conducted in early September (a－j) and the second 
surveys conducted in late November (k－t). Pollock catches were sum of all fisheries (gill net, Danish 
seine and set nets). (a) and (k): in October, (b) and (l): in November, (c) and (m): in December, (d) and (n): in 
January, (e) and (o): from October to November, (f) and (p): from October to December, (g) and (q): from 
October to January, (h) and (r): from November to December, (i) and (s): from November to January, (j) and 
(t): from December to January.
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Fig.6.6　Continued. Pollock densities were estimated based on the first surveys conducted in early September (a－
j) and the second surveys conducted in late November (k－t). Pollock catches were from gill net fisheries. 
(a) and (k): in October, (b) and (l): in November, (c) and (m): in December, (d) and (n): in January, (e) and (o): 
from October to November, (f) and (p): from October to December, (g) and (q): from October to January, (h) 
and (r): from November to December, (i) and (s): from November to January, (j) and (t): from December to 
January.
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Fig.6.6　Continued. Pollock densities were estimated based on the first surveys conducted in early September (a
－j) and the second surveys conducted in late November (k－t). Pollock catches were from Danish seine 
fisheries. (a) and (k): in October, (b) and (l): in November, (c) and (m): in December, (d) and (n): in January, 
(e) and (o): from October to November, (f) and (p): from October to December, (g) and (q): from October to 
January, (h) and (r): from November to December, (i) and (s): from November to January, (j) and (t): from 
December to January.
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Fig.6.6　Continued. Pollock densities were estimated based on the first surveys conducted in early September (a
－j) and the second surveys conducted in late November (k－t). Pollock catch were from set net fisheries. 
(a) and (k): in October, (b) and (l): in November, (c) and (m): in December, (d) and (n): in January, (e) and (o): 
from October to November, (f) and (p): from October to December, (g) and (q): from October to January, (h) 
and (r): from November to December, (i) and (s): from November to January, (j) and (t): from December to 
January.
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Table 6.3　Correlation coefficients (r) between pollock density (t/nmi2) estimated by acoustic surveys and 
monthly commercial walleye pollock catch (t) by gill net (GN), Danish seine (DS), set nets (SN) 
and total catch (Total) from 2002 to 2008. Figures in parentheses are number of years. Asterisks 
show statistically significant r at 0.05: *, 0.01: ** and 0.001: ***.

6．4　考察
　スケトウダラ成魚は第 3章で考察したように，索餌期
～産卵期にかけて，日高湾に来遊してくると考えられる。
従って，産卵場である日高湾における漁期前の 1回の音
響資源調査により得られる分布密度の推定値は，その時
期の分布を示すスナップショットであり，分布域全体を
カバーするものではない。そのため，漁期を通じた分布
密度または分布量を表す指標とは言えない。本章の結果
においても，1 次調査と 2 次調査の推定値には有意な相
関関係はなかった。推定された分布密度は，11月下旬の
2 次調査の値が平均して 1 次調査の 6 倍程度高くなって
おり，漁獲量も12月に大きく増加していることから，2
次調査を行った時期に大きな来遊があったと推測される。
一方で，スケトウダラ太平洋系群の分布域は東北～北方
四島水域までの広い範囲にあるため，この海域全体を網
羅する調査を行うことは非常に困難である。調査を行っ
た2002年度～2008年度までの期間においては，漁獲量は
漁期途中の12月～1月に多い結果であった。そこで，本研
究では漁期前の 9月に加えて，漁獲量の増加する12月以
降の漁獲量と比較するため，11月下旬にも音響資源調査
を行い，各月の漁獲量と分布密度の比較を行った。 1次，
2 次の音響資源調査により推定されたスケトウダラ分布
密度とすけとうだら刺し網漁業の調査後 2ヶ月間の漁獲
量は，いずれも正の相関を示した。従って，すけとうだら
刺し網漁業による漁獲量の変動は，スケトウダラの分布
密度の変動を反映していると考えられる。これは，刺網
漁業の漁場が噴火湾内を含めてスケトウダラの分布域全
域をカバーしていること（Fig. 6. 1），少なくとも本研究
の調査期間内では漁法など操業規則に大きな変更がなか
ったためと考えられる。一方，直近の 1ヶ月の漁獲量と
は有意な相関関係は観察されなかった。すけとうだら刺

し網漁業の操業海域は，全体として分布域をカバーして
いるが，支庁ごとに操業海域は細分化されている。また，
経験的にみて，分布密度の高い海域に漁具が多く敷設さ
れていることから，海域全体における漁獲努力量は一定
ではないと推測される。これらのことから，1 ヶ月程度
の漁期間では，魚群の分布に偏りがあった場合に，漁獲
量が海域全体の分布密度を反映しないと思われる。2 ヶ
月程度の期間で魚群が海域内を移動することで，漁獲が
平準化することが想定される。しかし，漁区別の漁獲量
や操業隻数のデータはなく，本研究ではこの点を詳細に
検討することはできなかった。この点は今後の研究課題
である。また，1 次調査の結果は，12月以降の漁獲量と
有意な相関がなかった。先に記述したように，2 次調査
を行った時期に大きな来遊があり，分布密度に変化がお
きたために12月以降の漁獲量との関係が見られなかった
と考えられる。
　沖底漁業の漁獲量は 1次調査の分布密度とは相関が見
られなかったが，2 次調査の値とは高い正の相関が認め
られた。努力量のひとつの目安となる月別の有漁曳網数
（スケトウダラの漁獲量が全漁獲量の50％以上を占めて
いる曳網数）をTable 6. 4に示す。10月および11月は年に
よる変動が大きく，10月は最大で 5倍，11月は 8倍近い
差があったが，12月および1月は最大でもそれぞれ1.4お
よび1.3倍と小さかった。また，調査海域内における漁獲
物の重量組成は，12月以降スケトウダラが90％以上の高
い割合を占めるが，各年度の10月と2002年度の11月は割
合が低くなっていた（Table 6. 5）。この時期に漁獲割合
の高い魚種はスルメイカであった。従って，10～11月は
漁獲状況を見ながら，スケトウダラ漁場より浅い海域に
分布するスルメイカも主対象として漁獲を行っていると
考えられる。このように，スケトウダラが主目的の操業
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Table 6.５　Species in monthly catch of by commercial Danish seine fisheries in 
the survey area (Fishing area No. 24 - 27) as percents of catch.

Table ６.4　Fishing efforts as number of hauls that 
percent of walleye pollock catch are 
more than 50% of total catch on pollock 
of commercial Danish seine fisheries by 
month and year in the survey area (Fishing 
area No. 24 - 27).

ではなくなっていること，このためスケトウダラに対す
る漁獲努力が一定しないことが，1 次調査の分布密度と
の相関が見られない理由としてあげられる。一方，12～
1 月における有漁曳網回数の年による違いは，最大で1.4
倍程度と10～11月と比較して小さい。魚種別漁獲割合か
ら判断しても，12月以降は主対象をスケトウダラにしぼ
って操業するためと考えられる。このことが，12～ 1 月
の漁獲量と 2次調査により推定された分布密度の間に高
い正の相関が観察された理由と考えられる。
　定置網漁業の漁獲量は，1次，2次調査のいずれの分布
密度推定値とも有意な相関は認められなかった。第 3章
で記述したように，11月下旬に行った 2次調査時のスケ
トウダラの分布域は海底深150m以深の大陸斜面域にあ
り，それより浅い水域には観察されなかった。定置網漁
業の漁場は噴火湾内の離岸距離3, 000m以内，水深も最深
部で80m程度の沿岸近くにある（Fig. 6. 1）ことから，2
次調査時には漁場内にスケトウダラは分布していなかっ
たと考えられる。定置網の10～11月の漁獲量は，最も多
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かった2004年度の11月でも700t，それ以外は10t 未満と
非常に少なかったことは，この推定を裏付ける。第 5章
で触れたように，噴火湾内の定置網漁業の漁獲量は12～
1 月に多いことから，その漁獲は12月以降に噴火湾内に
進入するスケトウダラの量に依存すると推測される。噴
火湾外の調査海域の分布密度と，定置網の漁獲量には相
関が認められなかったことから，湾内に進入するスケト
ウダラの量は日高湾への来遊量とは別の要因によって調
節されていることが示唆される。飯田ら50）は，11月下旬
に噴火湾口部および湾内の音響資源調査と海洋観測を行
い，湾口の渡島半島沿岸部には水温 5 ℃以下の冷水塊
が観察され，スケトウダラと考えられる魚群反応がこの
冷水塊にそって分布していたことを報告している。一方，
噴火湾内には水深80m前後の海底付近でも水温 8 ℃以上
の水が分布しており，その水域にはスケトウダラと考え
られる魚群は観察されていない50）。清水・磯田82）は，北
西風によって惹起される吹送流が，噴火湾外と湾口部に
おける水の移動に重要な役割を示していることをモデル
によって示した。従って，スケトウダラの噴火湾内への
進入が，飯田ら50）が観察したような噴火湾内に進入した
陸棚斜面域からの冷水の分布に沿って起こるとするなら，
進入量の調節は12月頃の海洋環境に依存すると考えられ
る。今後，水塊の分布や流れに重点をおいた調査を行い，
スケトウダラ分布との関連を明らかにする必要がある。
　各漁業の 1月の漁獲量は，1 次，2 次調査と有意な相
関がなかった。第 3章で報告したように，スケトウダラ
の分布量は 3次調査を行った 1月に最も多く，この時期
の分布域は大陸棚上～大陸斜面まで広がった。一方，刺
網漁業の漁獲量は12月に最も多く，沖底漁業では 1月に
最大となる年が多かった。これらのことから，2 次調査
以降に来遊したスケトウダラの量が影響した可能性や分
布域が広がったことで，漁場が分散した可能性などが理
由として考えられるが，本研究ではこの点を明らかにで
きなかった。3 次調査は，調査デザインが年度によって
違うこと，調査方法を統一した2005年（2004年度）以降
の音響資源調査のデータ数が少ないことから，1次，2次
調査と同じ検討に用いることができなかった。今後，デ
ータの蓄積を待ってこの点を検討する必要がある。
　本研究の結果から，日高湾における主要なスケトウダ
ラ漁業のうち，すけとうだら刺し網漁業の漁獲量変動
は，スケトウダラの分布密度の変化を反映していると考
えられる。また，沖底漁業の漁期前半の漁獲量は分布密
度と相関が見られなかったものの，漁獲の60～80％を占
める12 月～ 1月の漁獲は正の相関があった。従って，沖
底漁業についても，主漁期の漁獲量はスケトウダラ分布
密度の変化を反映していると考えられる。ただし，本研

究の結果からみて，沖底漁業のCPUEをVPAのチューニ
ングに用いる場合には，集計する月や漁場に注意する必
要がある。また，本章の結果が適用できるのは，スケト
ウダラの分布量がこの調査で観察された範囲内にある場
合であることに注意する必要がある。トロール漁業の
CPUEが分布密度と必ずしも線形関係にないことが示さ
れており96），将来資源量が著しく増大もしくは減少した
場合，本研究で観察された関係からはずれていく可能性
がある。従って，今後も漁業と分布量の関係を継続して
モニタリングしていくことが必要である。一方定置網漁
業は，これらの漁業とは異なり，漁獲量の変動が分布密
度とは別の要因の影響を強く受けている可能性が示唆さ
れる。現在，定置網漁業のうち漁獲割合の高いすけとう
だら定置網漁業は，管理協定によって 1ヶ棟あたりの漁
獲量の上限が定められているが，本研究の結果から見て，
この方法は資源量に見合わない過大な漁獲を避けるため
に妥当なものと判断される。また，本研究の調査期間で
最も漁獲が多かった2004年度は，最も少なかった2002年
度の30倍あり，漁獲変動が非常に大きいことが定置網漁
業の特徴である。2004年度および2005年度の漁獲量は日
高湾全体の30％以上を占め，さらに2004年度の10～1 月
における漁獲量24×103トンは，同年度における太平洋
系群全体の漁獲量の13％を占める数量であった。従って，
定置網漁業の漁獲量変動の影響は大きく，漁獲の多い年
の漁獲係数に，低い年と同一の平均値を与えると資源を
過大に評価する危険がある。VPAを行う際に留意すべき
点である。
　以上のように音響資源調査の結果から，産卵親魚量に
直接影響を与える日高湾における主要なスケトウダラ漁
業と分布量の関係および各漁業の特徴を示すことができ
た。また，今後の研究の課題点もいくつか明らかとなっ
た。得られた知見をどのように資源管理に活用していく
か，また産卵親魚量と加入量変動の関係については総合
討論で議論する。

第 7章　総合論議

7．1　日高湾におけるスケトウダラ成魚分布および回遊
の特徴
　本研究の結果から，スケトウダラ太平洋系群の成魚は
索餌期に道東海域などの索餌場から低温低層水に沿って
日高湾に来遊し，大陸棚上の主として親潮水または親潮
表層水中で産卵し，産卵終了後，親潮水に沿って索餌場
へ回遊すると考えられる。索餌期における分布水温の範
囲は 2～ 6℃未満，産卵期はこれより広く，0 ～ 7℃未
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満の範囲にあった。従来，日高湾で産卵するスケトウダ
ラ成魚は，大部分が索餌期にも同一海域にとどまると推
測されていたが49），本研究の結果は異なる結論となった。
また，日高湾への産卵回遊時期は，成魚のサイズや索餌
期における環境の影響を受けて変化することが示された。

Fig.7.1　Hypothesized mechanisms to determine spawning location of walleye Pollock in Hidaka Bay in years that 
the Coastal Oyashio water intrudes to off Iburi, such as 2001 and 2002 (a) and in years that the Coastal 
Oyashio water dose not reach off Iburi, such as from 2004 to 2007 (b).

7．2　成魚期おける各スイッチの重要性
 太平洋系群の資源量変動は，加入量変動の影響を強く
受けると考えられている22,25）。VPAで推定された1981年
度（1981年 4 月～1982年 3 月）以降の加入量（0 歳資源
尾数）は，6 ～54億尾の範囲で経年変動しており，この
うち，30億尾を上回った 1981，1991，1994，1995年級が
卓越年級と称されている（Fig. 7. 2）26）。このように，不
定期に卓越年級が出現して資源状態に影響を与えること

産卵場の形成も環境要因である沿岸親潮水の日高湾への
流入時期とその範囲に影響を受けること，即ち沿岸親潮
水が分布していない場合は胆振沖に形成され，沿岸親潮
水が流入した場合には，これを避けるように噴火湾口部
に形成されると考えられる（Fig. 7. 1）。

が本系群の特徴である。卓越年級の出現は多くても 2年
しか連続しておらず，このような変動は経年変動とい次
に，第 2のスイッチである産卵時期と場所について考察
する。産卵時期と加入量の関係をFig. 7. 5に示す。を過
ごす加入経路（噴火湾・日高湾－道東経路）と，日高湾
から卵仔魚が海流にのって東北海域に移送され，そこで
加入まで過ごす経路（日高湾－東北経路）が存在すると
考えられている9,22）。また，この二つの経路からの加入割
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Fig.7.2　Interannual changes in age-0 recruits 
of the Japanese Pacific walleye pollock 
stock estimated by virtual population 
analysis(VPA)26).

Fig.7.3　Interannual changes in spawning stock 
biomass (SSB) of the Japanese Pacific walleye 
pollock stock estimated by virtual population 
analysis (VPA) 26).

Fig.7.4　Relationship between spawning stock biomass 
(SSB) and age-0 recruits of the Japanese 
Pacific walleye pollock stock estimated by 
virtual population analysis (VPA) 26).

合が1980年代後半を境として変化した可能性が示唆され
ており，このような変動は10年またはそれ以上の周期を
もつDecadalな環境変動の影響をうけていると推測され
ている9,22）。これらのことから，太平洋系群の資源変動は，
卓越年級の発生に特徴付けられる経年変動と，加入経路
の変化に代表されるDecadalな変動の二つの視点から見
ていく必要がある。
　成魚期における最初のスイッチは産卵親魚量である

（Fig. 1. 4）。太平洋系群のVPAで推定された産卵親魚量
は，1981年度（1981年 4 月～ 1982年 3 月）以降，154×103

～327×103トンの範囲で経年変動している（Fig. 7. 3）26）。
しかし，親魚量と加入量の間には明瞭な関係はみられな
い（Fig. 7. 4）。Funamoto25）は，親魚量に関わらず卵数を
一定とするモデル，卵数に親魚量の密度効果を加えたモ
デル，卵数が親魚量に比例して増加する３つの再生産モ
デルを用いて加入量変動におよぼす環境要因の影響を調
べ，太平洋系群では親魚量の変動に依存しないモデルに
より推定された加入尾数が，VPAによる推定値と最も当
てはまりがよかったことを報告している。また，1981年
度以降で最も親魚量が少なかった1991年級は卓越年級で
あった。これらのことから，1981年度以降の親魚量の範
囲においては，加入量は産卵親魚量よりも産卵後の生残
に依存している可能性が高い22,25）。従って，第 1 のスイ
ッチである産卵親魚量は，1981年度以降の卓越年級の発
生に必要な条件を満たしていると推測される97）。
　次に，第 2のスイッチである産卵時期と場所について
考察する。産卵時期と加入量の関係をFig. 7. 5に示す。両
者の間に有意な相関はなく（r =－0.116，N =26，p = 
0. 574），この結果からみると，産卵時期のスイッチは経年
変動である卓越年級発生に必要十分な条件ではないと考
えられる。一方，卓越年級である1981，1991，1994，1995

年級のうち，1990年代の 3つの年級については，いずれ
も産卵時期の早い年に出現している。さらに，豊度の高
かった年級の孵化日組成から，「産卵時期の早い年」が
生残に有利と考えられる33,35）。これらのことから，「産卵
時期が早い」ことが卓越年級発生の必要条件であり，産
卵時期のスイッチがオンになる条件であると推測される。
一方，東北海域へ輸送された個体では，逆に「産卵時期
が遅い」方が有利と考えられる29）。従って，加入経路の
変化というDeadalな変動では，全く別の役割を果たして
いる可能性がある。この点を明らかにするために，仔稚
魚を海域別に収集して孵化日組成を調べ，産卵時期と生
残の関係について検討していく必要がある。
　次に産卵場所であるが，本研究の結果は沿岸親潮水の
胆振沖への流入によって，産卵場が胆振沖から噴火湾口
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Fig.7.5　Relationship between percent of catch in Oct-
Nov indicating influences from spawning 
timing variability by commercial gill net and 
age-0 recruits of the Japanese Pacific walleye 
pollock stock estimated by virtual population 
analysis (VPA) 26).

部にシフトする可能性を示した。従って，いつ沿岸親潮
水が胆振沖に流入するのかという外部環境因子が変動の
主因と考えられる。第 5章で論じたように，沿岸親潮水
の流入の早い年は 2月の表面水温が低い年，遅い年は高
い年にあたる。また，Funamono25）は，2月の水温が高い
年に加入量が多いことを示している。従って，2 月の水
温が高い年＝「産卵場所が胆振沖に形成される」ことが
産卵場所のスイッチをONにする条件であることが示唆
される。しかし，本研究で得られたデータは 6年間と短
いため，現状では加入量との関係を論じるには不十分で
あり，今後も継続してデータを収集していく必要がある。
また，生残に必要と考えられている卵の噴火湾内への輸
送は，北西風によって惹起される吹送流によることが示
されており15,17），輸送は産卵場所と風の相互作用の結果
として表れる。従って，今後アラスカ湾のスケトウダラ
で行われたような，輸送モデルを用いたシミュレーショ
ン研究83）を行い，毎年の産卵場所とその後の卵の輸送状
況を検証し，産卵場所の影響を明らかにしていく必要が
ある。
　これらの議論をふまえ，新しく産卵場所や卵仔魚の輸
送場所を含めて各スイッチをオンにする条件を加えた模
式図を，Fig．7. 6に示す。温暖な年には産卵場への移動
および産卵時期は早く（スイッチはオン）なり，沿岸親
潮水の日高湾への流入が遅くなる，または流入しないこ
とから産卵場は胆振沖（スイッチはオン）に形成される。
寒冷な年には，産卵場への移動および産卵時期は逆に遅
くなり（スイッチはオフ），沿岸親潮水が日高湾へ流入す

ることから，産卵場は噴火湾口部（スイッチはオフ）に
形成される。一方，東北海域への輸送とその海域におけ
る生残には，寒冷年に見られる産卵時期が遅くなること，
および産卵場が噴火湾口部へ形成されることは逆に有利
に働くと考えられる。このように，産卵時期は索餌期にお
ける水温および餌生物量などの海洋環境のDecadalな変
化をうけて変動し，この変動は卓越年級群の発生という
資源量の経年変動と，加入経路の変化というDecadalな
資源構造の変化の両方に影響を与えると考えられる。産
卵場所は，沿岸親潮の流入時期と範囲という環境要因の
影響をうけて経年変動し，他の卵輸送に関わる物理的要
因との相互作用によって加入量決定に影響を与えると推
測される。

7．3　太平洋系群の資源管理についての提言
　第 6章で触れたように，水産資源の維持管理即ち持続
的利用において人間の関与できるプロセスは，産卵親魚
量の調節，即ち「成魚期における最初のスイッチの管理」
と考えられる91）。太平洋系群の主漁場は東北海域（0 ～
2歳：未成魚主体），日高湾（4～ 7歳魚：産卵親魚主体）
および道東海域（2 ～ 4 歳魚主体）であり，海域によっ
て漁獲物の年齢に相違がある26）ことが特徴である。従っ
て，産卵親魚量の調節は産卵場における漁獲だけではな
く，産卵親魚までの各成長段階において管理することに
なる。
　現行のスケトウダラ太平洋系群の管理基準（Blimit）
は，2000年級群（資源量の主な増加をもたらした年級群
の中で最少）以上の加入量が期待できる最低水準の親
魚量とされており，その値は1991年級群を生み出した
154×103トンとなっている26）。これは前項で述べたよう
に，太平洋系群の親子関係が明瞭ではないことから，一
定以上の産卵親魚量が維持されている場合には，資源量
変動が主として環境の影響を強く受けるとの考え方に基
づく。従って，管理は産卵親魚量について行うが，その
基準値を定める考え方は環境による加入量決定の特徴を
考慮した結果と言える。一方，この管理方策は，環境が
これまで経験した範囲内で変動し，再生産構造が大きく
変化しないことを前提とする。管理の結果得られる加入
は過去に経験した範囲内で変動し，これにともなって資
源量も，1981年以降に経験した範囲で変動すると予想さ
れる97）。それ故，行政および研究機関は漁獲量の管理だ
けでなく，資源とその変動に影響を及ぼす環境要因をモ
ニタリングして，これらの前提が満たされているかどう
か確認していく必要がある。
　太平洋系群における生物学的漁獲許容量（Allowable 
Biological Catch：ABC）は，これまでに得られている産
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Fig.7.6　Hypothesized patterns in timing of spawning migration and spawning activity and the location of spawning 
in warm (uuper) and cold (lower) years, and environmental factors affecting on them. CO indicates the 
coastal Oyashio water.

卵親魚量あたりの加入量を用いて10年後までの加入量と
産卵親魚量とを予測し，産卵親魚量がBlimitを下回らな
い一定のFによって得られる漁獲量としている26）。この
管理基準を用いるようになった2004年～2008年のABC
として提示された漁獲割合（重量）は，13～17％とあま
り大きな変動はない。第 6章で示したように，日高湾に
おける主たる漁業である刺網および沖底漁業の漁獲量は
分布密度と有意な正の相関を示しており，ABCに基づい
て決定されたTACを過去の漁獲割合に基づいて配分す
る方法は，この海域の中だけでみると妥当性がある。一
方，TACは最初に知事許可漁業と大臣漁業許可の二つに
分割されており，大臣許可漁業には成魚期の魚を漁獲す
る日高湾と，これとは異なる成長段階の魚も合わせて漁
獲する道東海域における漁業が含まれている。上記の考
え方に従えば，TACはこのような漁法による許可区分で
はなく，本研究で示されたようなデータに基づいて，成
長段階別に配分されるべきと考える。

7．4　音響資源調査の資源管理への利用
　カナダの大西洋タラで見られた資源崩壊は，漁業デ
ータに基づくVPAや調査船によるトロール調査のCPUE
に過誤があり，これに人為的要素が加わって資源を過大
評価し，TACを過大に与えすぎたことが原因と指摘され
ている94,98）。カナダの大西洋タラと同様の管理の失敗は，
資源評価を一つの方法だけではなく，データソースの異
なる複数の手法を組み合わせて行う必要性を示している。
スケトウダラ太平洋系群の資源評価もVPAに基づいて
行われている。さらに，VPAのチューニングには沖底漁
業のCPUEが用いられている。従って，太平洋系群にお
いても，漁業とは独立した方法による資源評価の検証が
必要である。本研究の結果は，計量魚探機を用いた音響
資源調査が日高湾におけるスケトウダラの分布（漁場），
来遊タイミング（漁期中の漁獲量変動パターン），来遊量
（予想漁獲量）をモニタリングする手段であることを示し
た。音響資源調査によるモニタリングの資源評価への利
用は，調査によって推定される分布密度やと漁獲との関
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係を調べ，VPAに用いるFなどのパラメータの妥当性を
検証していくことが考えられる。また，第5章で示したよ
うに，産卵盛期の現存量からVPAによって推定される産
卵親魚量の妥当性を検証することも可能である。さらに，
TAC制度下では，漁獲量が制限された場合にVPAの推定
値に偏りがでる可能性が指摘されている40）。実際，2007年
度に日高湾のすけとうだら刺し網漁業は，TACの消化に
ともなって漁期途中で漁獲を終了した。この年の資源評
価では，このような漁獲努力量の変化による漁獲量減少
をVPA上で補正することはできなかった。近年，水産庁
の決定するTACは ABCに近い水準になっており，2007
年度のように漁期途中で漁獲を終了するケースが今後も
多く出来する可能性が高く，直接推定による資源評価の
実現にむけた取り組みが早急に必要である。一方，音響
資源調査の結果は，その時期のスナップショットである
ことや分布域全てをカバーする調査ではないこと，日高
湾では長期的に来遊時期が変動すること（第 4章）を考
慮する必要がある。従って，資源評価への適用において
は，調査は年 1回ではなく，本研究で行ったように 9月，
11月，1月と複数回実施する必要がある。
　音響資源調査の資源管理へのもう一つの利用方法とし
て，漁況予測があげられる。TACの決定は，ABCを参考
に，社会経済的要因，関係業界，都道府県等の意向等を
勘案して行われる。これまで，TACはABCを上回る水準
で設定されてきた。毎年の TACの全てが消化されたわ
けではないが，漁獲量はABCを上回るものであった。言
うまでもなく，TACがABCより大きい状態が継続するこ
とは重大な問題である。一方で，TACがABC以下となり，
実漁獲量がTAC近づく，または満度に漁獲する状況で
は，TAC管理の現場ではいくつかの問題が起こるであろ
うことが想定される。まず，第一はTACの漁業別の配分
である。知事管理分のTACは過去の実績に基づいて，漁
業別に配分される。しかし，第 6章で論じたように，海
洋環境などの要因によっても漁業別の漁獲割合は変動す
る。VPAによる資源評価でこの変化をあらかじめ推測す
ることは不可能である。一方，日高湾におけるスケトウ
ダラ漁獲の大部分を占める刺網漁業と沖底漁業は，いず
れも音響資源調査で推定された時期毎の分布密度と有意
な正の相関を示した。そこで，音響資源調査の結果を利
用して，調査後 2ヶ月程度の漁獲量予測（漁況予測）を
行い，これに基づいて柔軟にTACを再配分できるような
仕組みを作っていくことが解決策として考えられる。も
う一つの問題は単価である。刺網漁業の漁獲量は，来遊
時期の変動に伴って月別の漁獲割合が変化する（第 4章）
ことから，来遊時期が変化した場合には，漁業量と水揚
げ金額の関係が変化すると考えられる。一般に，スケト

ウダラ成魚漁獲物の単価は雌の生殖腺（タラコ）が小さ
い漁期はじめに安く，その後上昇する。日高湾において
も，スケトウダラの単価は漁期はじめの10月に最も低く，
その後上昇して，12月または 1月に最も高くなった（Fig. 
7. 7）。最も単価の高い月の値は10月の単価の1.4～2.2 倍
（平均1.8倍）あり，同じ量を漁獲しても水揚げ金額に大
きな違いが生ずる。スケトウダラの漁獲量はTACによっ
て管理されており，限られた漁獲枠を有効に利用するた
めには来遊時期の変化に合わせた漁獲が必要である。し
かし，いつ魚が漁場に来るのか，今後どの程度の漁獲が
見込めるのかという情報がないために各地域の漁獲を調
整することは非常に困難である。現行のTAC制度ではオ
リンピック方式による漁獲が行われるために，魚価の安
い漁期はじめに漁獲が集中し，魚価の高い時期にTAC
満了による終漁となる事態が起こりうる。この問題に対
しても音響資源調査結果に基づく漁獲量予測（漁況予測）
を利用して，時期別に漁獲量を調整することが可能と考
えられる。
　今後，本研究の結果を基に他の成長段階における研究
結果を統合することにより，太平洋系群の資源変動機構
に及ぼす環境の影響を解明することができると期待され
る。また，スケトウダラの来遊および分布と漁業の関係
から得られた知見は，資源管理方策を検討する上で重要
な示唆を与えるものであった。これらの知見を取り入れ
たスケトウダラの資源管理手法のさらなる改善が期待さ
れる。 

Fig.7.7　Monthly changes in the mean unit price (yen / 
kg) of walleye pollock caught by commercial 
gill net in Oshima and Iburi sub-prefecture 
from fishing year 2002 to 2008.
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および同釧路水産試験場のスケトウダラ資源調査，スル
メイカ資源調査および定期海洋観測事業の担当者の方々
が長年にわたって継続的に収集したものを使用させてい
ただきました。以上の皆様には心より感謝申し上げます。
　北海道大学大学院水産科学研究院の飯田浩二教授，向
井徹准教授には，音響資源調査の実施とデータ解析につ
いて多くの貴重なご指導とご助言をいただきました。東
海大学の西山恒夫名誉教授にはスケトウダラ研究につい
ての貴重なご助言とご指導をいただきました。北海道大
学大学院水産科学研究院の磯田豊准教授と北海道立函館
水産試験場の奥村裕弥博士には日高湾の海洋環境につい
て貴重なご指導とご助言をいただきました。北海道大学
北方圏フィールド科学センターの東条斉興博士には，本
研究の重要な解析法についての指導と英文の修正をして
いただき，また多くの貴重なご助言をいただきました。
　北海道大学北方圏フィールド科学センターの山本潤助
教，独立行政法人水産総合研究センター北海道区水産研
究所の八吹圭三氏，森賢博士，山村織生博士，濱津友紀

氏，船本鉄一郎博士，同東北区水産研究所の服部努博
士，日本海洋株式会社の中野健一氏，Myriax 社の Kang 
Myounghee 博士には貴重なご意見，ご助言をいただき
ました。北海道立中央水産試験場の三原行雄氏，同栽培
水産試験場の武藤卓志氏，同函館水産試験場の渡野邉雅
道氏にはデータの収集に協力いただき，またその使用を
快く許して下さいました。北海道立中央水産試験場の高
柳志朗氏，同栽培水産試験場の三宅博哉博士，同函館水
産試験場の本間隆之氏，同釧路水産試験場の三橋正基氏，
石田良太郎氏，同網走水産試験場の田中伸幸氏，同稚内
水産試験場の板谷和彦博士，和田昭彦氏には貴重なご助
言をいただき，また本論文の執筆にあたり多大なご協力
をいただきました。北海道大学北方圏フィールド科学セ
ンターの職員ならびに学生諸氏，北海道立中央水産試験
場資源管理部の職員諸氏には本論文の執筆にあたり多大
なご協力をいただきました。以上の方々に深く感謝の意
を表します。
　本研究の調査実施に当たっては北海道立函館水産試験
場所属試験調査船金星丸，同稚内水産試験場所属試験調
査船北洋丸，同中央水産試験場所属試験調査船おやしお
丸，同釧路水産試験場所属試験調査船北辰丸の船長なら
びに乗組員諸氏に多大なご協力とご指導をいただきまし
た。本研究で使用した音響資源調査，海洋観測調査デー
タはこれらの試験調査船の存在無しには得ることができ
なかったことを特に記して，深く感謝の意を表します。
　最後に，原稿の執筆にあたって多大な協力をしてくれ
た家族に深く感謝します。

　なお，本研究は北海道の広域性浮魚類の資源，生態調
査研究，漁業生物の資源，生態調査研究，水産庁の我が
国周辺海域漁業資源調査によって得られたデータを使用
しました。
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Appendix1
スケトウダラ太平洋系群の VPA による資源尾数推定方法26）

・計算に使用した漁獲量および年齢別漁獲尾数
　沖合底曳網漁業は北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計年報，太平洋北区沖合底びき網漁業漁場別漁獲統計年報，
北海道の沿岸漁業は北海道水産現勢，その他北水研資料，東北水研八戸支所資料，北海道立水産試験場資料，北海道
漁業調整事務所資料（韓国船の漁獲量）を使用して集計した。集計範囲は太平洋系群の分布域である東北太平洋海域

（青森県，岩手県，宮城県，福島県，茨城県），襟裳以西海域（北海道の渡島，胆振および日高支庁海域），道東海域
（北海道の十勝，釧路支庁および根室支庁の太平洋側），北方四島海域である。年齢別漁獲尾数は，各海域において時
期別漁法別に採集された漁獲物の年齢組成と海域別時期別漁法別漁獲量を用いて算出した。尚，1987年～1999年に襟
裳以西および道東海域で行われた韓国船操業による漁獲は，同一海域操業した日本の沖合底曳網漁船の漁獲物年齢組
成を用いて年齢別漁獲尾数を算出した。漁獲物の年齢は，耳石をブレークバーン法99）または黒色樹脂包埋法100）で処理
し，耳石切断面を実体顕微鏡下で観察して計測した。

・計算方法
　まず，つぎのVPAにより最近年度の年齢別選択率（年齢別 Fの最高値で各年齢の Fを除した値）を求めた。6歳以
下の資源尾数は Pope101）の近似式より下記の（１）式，7 歳魚および 8 歳以上の魚（8+）の資源尾数は（２）および
（３）式102）から算出した。また，最近年度の年齢別資源尾数は（４）式，漁獲死亡係数は（５）式を用いて算出した。
最近年度の Fは，過去 5年間（2002～2006年度）の平均とした。ただし，2歳魚の Fに関しては，最近年度（2007年
度）の 2歳の漁獲尾数が，過去 5年平均を大きく上回っていることから，漁獲尾数が比較的近かった2002年度の Fと
等しいとして計算した。また，8+歳魚の Fは，7歳魚のそれと等しいとした。

　ここで，Na,y は y 年度の a 歳魚の資源尾数，Ca,y は y 年度の a 歳魚の漁獲尾数，Ma は a 歳魚の M（自然死亡係数），
Fa,y は y 年度の a歳魚の F（漁獲死亡係数）である。3歳以上のMは道東海域における沖合底曳網漁業のCPUEと漁獲
努力量を基に，Widrig103）の方法により算出し，0.25とした。2 歳以下の M は，一般に若齢魚の M が高齢魚のそれよ
りも高いとの推測から，2歳魚0.3，1 歳魚0.35，0 歳魚0.4とした。
   次に，先のVPAと同じ年齢別漁獲尾数データを用いて，二つのチューニング指数を用いて，これらのチューニン
グ指数に関する目的関数の和（SSQ：６式）を最小にするように，最近年度の Fを調整するVPAを計算した。その際，
先のチューニングを行わないVPAによって得られた年齢別選択率を最近年度の年齢別 Fの比とした。また，最近年度
の 0歳魚の資源尾数は次の要領で算出した。先の音響資源調査で推定した 1歳魚の尾数とVPAにより推定された 1歳
魚の資源尾数の関係式を使用して最近年度＋ 1年の 1歳魚の資源尾数を推定し，ここからVPAの後退法により最近年
度の 0 歳魚の資源尾数を算出した。使用したチューニング指数は，1990 年度から 2007 年度における沖合底曳網漁業
の2～ 7歳の年齢別CPUEと2004年から2008年の夏季に実施された音響資源調査から推定された1歳魚の現存尾数（推
定に使用した調査海域は渡島半島東部から根室半島）である。8+歳魚のCPUEは資源尾数との相関が悪いため，使用
しなかった。
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　ここで，Xa,y は y 年度の a 歳魚のCPUE，Ba,y は y 年度の漁期中央における a 歳魚の資源重量，I1,y は y 年度の音響
資源調査で推定された１歳魚の現存尾数，Qおよび qは比例定数，Δおよびδは回帰式の切片である。また，現存尾
数の項とCPUEの項をほぼ同じ重みとするために，CPUEの項を，用いた年齢数 6（2～ 7歳魚）で除した。
　産卵親魚量は，雌雄比が１：１，年齢別体重も雌雄で代わりがないと見なして雌雄込みの値とした。また，産卵期
が年度の終盤にあることから，翌年の漁期はじめの資源尾数を用いて（７）式により推定した。

　ここで，SSBy は y 年度の産卵親魚重量，Na+1, y+1は y+1 年度の a+1 歳の資源尾数，wa+1 ,y+1 は y+1 年度の a+1 歳の平
均体重，ma は a 歳の成熟率である。資源量や親魚量を推定する際に使用した年齢別平均体重は，1989年度以降は年別
の値，1988年度以前は1989～1993年度の平均を用いた。成熟割合は 3歳：0.2，4 歳 0.8，5 歳 0.9，6 歳以上：1.0 とし
た。
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Appendix2.1-Capter 3　Comparison between standard deviation of errors in geostatistically estimated temperature 
in cross validation and acoustically estimated walleye pollock abundance shown as the sum 
of the nautical area scattering coefficient (NASC) in the 2004 surveys．
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Appendix2.2-Capter 3　Comparison between standard deviation of errors in geostatistically estimated salinity in 
cross validation and acoustically estimated walleye pollock abundance shown as the sum of 
the nautical area scattering coefficient (NASC) in the 2004 surveys．
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Appendix2.3-Capter 3　Comparison between standard deviation of errors in geostatistically estimated temperature 
in cross validation and acoustically estimated walleye pollock abundance shown as the sum 
of the nautical area scattering coefficient (NASC) in the 2005 surveys.
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Appendix2.4-Capter 3　Comparison between standard deviation of errors in geostatistically estimated salinity in 
cross validation and acoustically estimated walleye pollock abundance shown as the sum of 
the nautical area scattering coefficient (NASC) in the 2005 surveys.
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Appendix3.-Capter 5
C o m p a r i s o n  b e t w e e n 
standard deviation of errors 
in geostatistically estimated 
temperature and Salinity in 
cross validation and acoustically 
e s t imated  wa l l eye  po l l o ck 
abundance shown as the sum 
of the nautical area scattering 
coefficient (NASC) in January of 
2001, 2002, 2004, 2005, 2006 and 
2007.
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石狩湾系ニシンのVPAおよびトロール調査に基づく漁況予測

山口幹人＊1，三宅博哉＊2，高柳志朗＊1

Prediction of the Ishikari Bay herring, Clupea pallasii，fishery based on virtual 
population analysis and a trawl survey by research vessels.

Motohito YAMAGUCHI，Hiroya MIYAKE and Shiro TAKAYANAGI

Abstract
　A technique to predict the stock and fishing condition of the Ishikari Bay herring Clupea pallasii, was developed 
based on virtual population analysis (VPA) and a trawl survey by research vessels.  The stock size of fish aged 3 
years or over, in terms of the number of individuals, was derived using VPA.  And then that of 2-year-old fish was 
estimated from the product of the stock, derived as above, and the ratio of 2-year-old fish relative to the older fish 
obtained from the trawl survey.  The predicted catch tended to be underestimated while the resource was on the 
increase. Therefore, the catch forecast in the present study is considered to be a target value for sustainable use of 
the Ishikari Bay herring resource.
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はじめに

　北海道周辺では19世紀末から20世紀半ばにかけてニシ
ンが多獲され，漁獲量の最大値は1897年に97万トンに達
した1）。その漁獲のほとんどは北海道サハリン系群で占
められていたが，近年その漁獲量はごくわずかとなって
いる2）。一方，北海道西岸の石狩湾を中心に分布してい
る石狩湾系ニシンの漁獲量は1997年以降増加傾向にあり，
2009年には約 2千トンに達した。この石狩湾系ニシンの
漁獲量は当時の北海道サハリン系群に比べれば少量では
あるものの，日本海ニシン増大推進プロジェクトを契機
に始まった種苗放流や，網目合いの拡大を柱とする漁業
者の自主的な資源管理によって，資源の維持増大が図ら
れていることから注目を浴びている3－7）。
　このような中，本資源をより確実に維持するためには
産卵親魚量の確保が重要と考えられる8）。そして，その
ためには精度の高い産卵親魚量の予測に基づいた漁獲管
理を行うことが必要である。本資源では産卵親魚のほと

んどが主漁業である沿岸刺し網漁業の漁獲対象であるた
め，漁況予測精度の向上がそのまま産卵親魚量の予測精
度の向上に繋がる。従って，漁況予測の精度向上は，合
理的な営漁計画の策定に資するのみでなく，資源管理の
上でも重要な研究課題となっている。
　漁況の予測については，手法の1つとしてVPA（virtual 
population analysis）に基づく前進計算が挙げられる9,10）。
そこで今回，この手法による石狩湾系ニシンの漁況予測
の精度を年齢別に検証した。さらに前進計算による予測
が困難と考えた年齢（1，2 歳）について，漁期前に当
たる秋期の試験調査船による採集物の年齢組成情報を加
えて予測手法の改善を試み，その有効性を示した。

材料と方法

VPAおよび前進計算による予測
　VPAには，日本海ニシン増大推進プロジェクト8）およ
びその後の継続した調査11）から得られた1995年 5 月～

北水試研報　79，77 − 85（2011）
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2010年 4 月の漁期年度（5 月～翌年 4 月：以下，年度）
別年齢別の推定漁獲尾数を使用した。基本的に各年度の
年齢別漁獲尾数は時期別，地域別，漁業種類別に合計数
十回実施した生物測定結果（性別判定，尾叉長 1㎜単位，
体重 1 ｇ単位，耳石輪紋による年齢査定）4－7,11）における
年齢組成を，宗谷～後志地域の水産技術普及指導所が集
計している漁獲統計（日別，地域別，漁業種類別）を基
本に，漁業生産高報告，北海道沖合底曳網漁業漁場別漁
獲統計も使用して，重み付けして算出した。
　それらの数値を使用して，山口ほか3）の方法を改変し
てVPAを実施した（1 ～ 3 式）。なお，4 歳以下の資源
尾数を（1）式から，最高齢（ 5歳以上のグループ：以下，
5歳プラス）と最新年度の資源尾数を（2）式から計算し，
漁獲死亡係数を（3）式から求めた。

ここで，a は年齢階級，y は年度を表す。N は資源尾数，
Cは漁獲尾数，Mは自然死亡係数，Fは漁獲死亡係数を
表す（最新年度の Fは直近 3年度の平均値とした）。
　1999年度以降の各年度について，その年度までに得ら
れた年度別年齢別漁獲尾数のデータを用いて，次年度当
初となる 5月時点の 2歳～ 5歳プラスの年齢階級別の資
源尾数，次年度を通した予想漁獲尾数と予想漁獲重量を
以下のように計算した。
　まず，その年度までのデータを使用して（1）～（3）
式に従ってVPAを行い，その時点の最新年度の 5 月時
点の年齢別資源尾数を計算した。それを元に（4）式か
ら次年度 5月時点の年齢別資源尾数を計算し，さらにそ
の時点での最新年度の F を用いて次年度の年齢別漁獲
尾数と漁獲重量を計算した（5，6 式）。なお，最高年齢
グループを 5歳プラスとしたことから，前進計算を行う
に当たり最低 1生涯分，つまり 5年分のデータは必要と
考え，予測は 2000 年度以降について行った。

ここで，Npv，Cpv および Ypv は，VPAに基づく予測
資源尾数，予測漁獲尾数および予測漁獲重量であり，W
は年齢別の漁期における体重（Table 1：2001年級の年
齢別体重より計算3））を表す。なお（5）式について 5
歳プラスの漁獲が無い年度については 4 歳の F を代入
した。
　VPAに用いるデータを 1 年分ずつ増加させ，2000～
2009年度の予測漁獲量を同様に計算した。また，予測漁
獲重量と比較するために，年度別年齢別の漁獲尾数と体
重から，漁獲重量Yを計算した（7式）。

Table １　Body weight at each age.

Fig.1　 Survey area of trawl sampling for herring.
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Table 2　Results of the trawl survey conducted off the coast of Rumoi between 2003 and 2009.
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試験船によるトロール調査
　秋期に石狩湾系群が漁獲される留萌沖（Fig.1）にお
いて，2003年から2009年に試験調査船おやしお丸（中
央水産試験場所属，178トン）および北洋丸（稚内水産
試験場所属，237トン）が実施したトロール調査で採集
されたニシンについて，年齢別の採集尾数を集計した

（Table 2）。なお，150ｍ以浅の調査点では 2歳以下の採
集比率が高いように見受けられため，それらのデータを
除いた。さらに年ごとの調査規模，採集回数が異なるこ
とから分布量を比較する指標として，年ごと年齢ごとの
曳網 1海里あたりの最大採集尾数と平均採集尾数（合計
採集尾数／合計曳網距離）をニシンの採集があった点の
データから求め，漁獲量予測の基準となる 5月時点の各
年齢の推定資源尾数との相関関係をみた。
　さらに，トロール調査における年齢別の採集尾数比率
と当該年度の年齢別推定資源尾数（1995～2009年度のデ
ータに基づくVPAよりもとめたもの）の比率を比較した。

VPAに基づく前進計算とトロール調査結果からの 1，2
歳漁獲量の予測
　前進法による 3歳～ 5歳プラスの予測資源尾数，およ
びトロール調査における 3歳～ 5歳プラスと 1歳もしく
は 2歳の採集尾数の比率をもとに，年度初めの 1および
2 歳の資源尾数を計算し（8 式），さらに予想される漁
獲尾数と漁獲重量を求めた（9，10 式）。

Table 3　F calculated by VPA.

ここで b と c は年齢（b ＝ 1，2），Ct はトロールでの年
齢別採集尾数，Npt，Cpt および Ypt はトロール調査結
果を用いた予測資源尾数，予測漁獲尾数および予測漁獲
重量を表す。

結果

VPAおよび前進計算による予測
　全年度のデータ（1995～2009年度の年齢別漁獲尾
数）を用いたVPAにより推定された年齢別資源尾数を
Fig. 2 の上図に示した。1995年度に24万尾であった合計
資源尾数は，1996年度に366万尾に増加し，その後2001
年度まで 1歳を主体に250～636万尾で推移していた。さ
らに2002年度には2001年級の加入により，合計資源尾
数は3,774万尾と急増し，2001年級の加齢と減耗に伴っ
て，2003年度には 2 歳主体に2,426万尾，2004年度に
は 3 歳が主体の919万尾と減少した。2005～2007年度に
は，2004，2005，2006年級が大量に加入したため資源尾
数は増大し，2007年度には5,887万尾に達した。その後，
2007，2008年級の加入は少なく，資源尾数は2008年度に

Fig.2　Stock number calculated by VPA from the catch 
number in all years (upper) and that before the 
predicted year (lower).
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Fig.3　Relationships between predicted yield  (Ypv) and 
yield (y) for each age class.　Number: Fisheries 
year, Dotted line: Y=X.

は 2 歳主体に3,584万尾，2009年度には 3 歳主体に1,739
万尾と減少した。
　一方，1999～2009 年度におけるその年度までの年齢
別漁獲尾数データに基づく最新年度の推定資源尾数を
Fig. 2 の下図に示した。後に全年度のデータを用いて推
定した値と比較して，全体に少ない傾向が伺え，特に
2002，2004，2005および2006年度の 1歳において，両者
の差が大きかった。
　次に，全年度のデータを用いたVPAにより推定され
た漁獲死亡係数 F と，1999年度以降のその年度までの
データから推定された F（その時点の最新年度の F）を
Table 3 に示した。
　１歳に対する F は，1995年度から2001年度にかけて
0.27～0.98の間を変動していたが，2002年度以降は0.01
～ 0.14と急減した。一方，予測に用いた各年度までの
データによる 1 歳への F は，1999～2002年度には0.64
～0.55 であったが，その後0.39，0.23と緩やかに減少し，
2005 年度以降には0.02～0.09の低い値となった。
　2 歳以上に対する F をみると，2 歳については2004年
度以降に，3 歳～ 5 歳プラスについては2007年度以降に，
1.00未満で安定していたが，それ以前では0.09から3.42
と大きく変動していた。なお，全年度のデータによる F
が低い値で安定した近年（1 歳：2002年度以降，2 歳：
2004年度以降，3 歳～ 5 歳プラスについては2007年度以
降）においては，各年度までのデータによって計算した
F の方が高い傾向が見られたが，それ以前は両者の間に
一方が高いといった傾向は認められなかった。
　VPAとその前進計算による2000～2009年度当初にお
ける各年度終了時の予想漁獲量Ypvと実際の漁獲尾数か
ら算出した漁獲量 Y の相関関係を年齢別に Fig. 3 に示
した。2 歳を除く 3 歳～ 5 歳プラスにおいては両者の間
に有意な相関関係が認められた（p<0.001）。
　なおFig. 3においては，図中の破線（Y=Xの直線）に
近いほど予測が正しかったことになる。そして，3 歳と
4 歳については，2008年度および2009年度では実際の漁
獲が予測よりも多く，5 歳プラスについては2006年度で
実際の漁獲が予測を下回った。

試験船によるトロール調査
　トロール調査における最大採集尾数と推定資源尾数，
および平均採集尾数と推定資源尾数の間の相関係数を年
齢階級別にTable 4に示した。5 歳以上の最大採集尾数
と推定資源尾数との関係（p<0.001）を除いて，有意な
相関関係は認められなかった（p>0.05）。
　一方，トロール調査およびVPAで推定された年齢
別の比率（Fig. 4）は，2003，2008年度には 2 歳が中
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Table 4 　Coefficient of correlation (r) between 
maximum and mean numerical catch per 1 
nautical mile (n.m.) towing and number of 
stock in each age class.

Fig.4　Frequency of each age class in the trawl survey 
(upper) and in stock derived by VPA (lower).

Fig.5　Relationships between yield predicted by VPA 
and trawl survey (Ypt) and yield (y) for 1 and 2 
age class.　Number: Fisheries year, Dotted line: 
Y=X.

心であり，2004，2009年度に 3 歳の占める比率が高く，
2004～2007年度には１歳の混入が目立つといったように
両者は類似していた。しかし，その2004～2007年度の 1
歳の比率は推定資源尾数の方が高いといった差異もみら
れた。

VPAに基づく前進計算とトロール調査結果からの 1，2
歳の漁獲量の予測
　前進計算で求めた 3歳以上の資源尾数に，トロール調
査における 1 および 2 歳の採集尾数と 3 歳以上の採集
尾数の比を乗じて推定した資源尾数 Npt を基本に算出
した予想漁獲量 Ypt と実際の漁獲量 Y との関係を Fig.5
に示した。1 歳については，両者の間に相関は認められ
なかった（p>0.05）。一方，2 歳についても2003年度～
2009年度までの 7カ年では相関は認められなかった。し
かし，もっとも予測値と実際値が異なった2003年度（ト
ロールの調査回数が１回のみ（Table 2）で信頼度が低
いと思われる）を除いた 6年で相関計算を行うと，正の

相関が認められた（P<0.05）。

2 歳魚以上の予測と実際の漁獲量
　予測された漁獲量と実際の漁獲量との間に関係性が認
められた 2歳以上について，2003～2009年度のそれぞれ
の合計値を Fig.6 に示した。予測が大きくはずれた2003
年度以外でも，予測値の漁獲量に対する誤差はマイナス
58％（2006年度）～プラス 4％（2004年度）と決して小
さくはなかったが，両者の増減傾向はほぼ一致していた。
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Fig.6　Total predicted yield and yield of classes above 
1 year of age.

考察

VPAおよび前進計算による予測
　VPAを基にした前進計算による予測漁獲量について，
3 歳～ 5 歳プラスで実際の漁獲量との間に有意な相関関
係が見られたことから，この予測手法は有効と考えられ
た。しかし，VPAによる年齢別の資源尾数の推移から，
石狩湾系群では 1歳での加入量における年変動が大きく，
それがその後数年間の資源量を決定していることが示さ
れた。従ってなるべく早く，1 ～ 2 歳の時点で年級ごと
の加入量を把握することが漁況予測を行う上で重要とな
る。
　一方，ある年度までの年齢別漁獲尾数から推定した最
新年度の資源尾数が，全年度のデータを用いたそれより
も低めに推定された点については，この後に詳述するよ
うに資源が増大する局面において，対応する F が高め
に推定されたことに起因すると考えられた。
　全年度のデータから推定された漁獲死亡係数 F は，
資源が増大するのに従って低位で安定する傾向があるよ
うに見える。特に 1 歳においてその傾向が顕著であるが，
その要因の一つとして刺網目合いの 2寸への拡大に伴っ
て，1 歳への漁獲圧が減少したこと3）が挙げられる。ま
た 2歳以上に関しては，資源の増加に漁獲努力の増加が
追随できなかったためと考えられた。実際，大漁された
場合には，漁獲を行う漁船，漁具と漁業者，さらに漁網
からニシンをはずして出荷作業に当たる人たちなどもす
べて完全に稼働状態にあり，それ以上の漁獲努力の増大
は不可能と思われた。
　また，先述のように2002年度に 1 歳に対する F（全年
度のデータより計算）が0.32から0.11と大きく低下した
のに対して，予測の基本となるその時点での最新年度
の F の低下が遅れ0.55となったため，2003年度に 2 歳で

あった 2001年級の資源尾数が 1 歳時点で880万尾（全年
度のデータの計算では3,718万尾）と過小に推定された。
これが，2 歳で予測値と実際の漁獲の相関が低かった一
因と考えられた。さらに，2002年度以降の F は0.1未満
で推移したため，その僅かな変化が資源尾数の予測値に
大きく影響したことも相関を低くした大きな要因と思わ
れた。
　次に， 3歳～ 5歳プラスの予測漁獲量において，実際
の漁獲量との差が大きくなっていた要因を個々に検討し
た。 3歳と 4歳の2008および2009年度で実際の漁獲が予
測よりも多くなった点については，予測に使用したそ
の時点の最新年度の F（2007年度の 2 歳で0.62，3 歳で
1.40，2008年度の 2 歳で0.52，3 歳で1.07）が，全年度
のデータを使用した F（同順，0.28，0.79，0.34；0.74）
より高くなっており，それによって前進計算の基となる
前年度の 2歳と 3歳の推定資源尾数が低く推定されたこ
とが原因と考えられた。具体的には2007年度終了時点
の推定資源尾数は 2 歳が733万尾，3 歳が495万尾，2008
年度終了時点ではそれぞれ1,827万尾と590万尾であった
が，全年度のデータでのVPAによる推定値は順に1,405
万尾と686万尾，2,587万尾と743万尾と大きくなってい
た。前述のように来遊量が増加傾向にあるときには F
が高めに推定される傾向があるため，それによって予測
漁獲量は実際の漁獲よりも低くなるものと考えられた。
　一方，2006年度の 5歳プラスの予測が低く外れた点に
ついては，2005年度における 4 歳の F が予測時点では
0.85であったのに対して，全年度のデータによる推定で
は1.36と高くなっていたことが要因と考えられた。対応
する推定資源尾数は予測時点では108万尾であったのに
対して，全年度のデータによる計算では86万尾と低くな
り，このため予測値の方が実際の漁獲量を上回ったと考
えられた。つまり2005年度において何らかの原因によっ
て 4 歳の F が高まったことが，予測が低めに外れた原
因と考えられた。このことから，資源の増大期とは逆に
資源の減少局面において，その時点の最新年度の F が
過小に推定される傾向があるとすれば，実際の漁獲量を
上回る予測をする可能性があるものと考えた。
　以上のように，前進計算は「それまでと同じように漁
獲をした場合」に精度が高く予測できるものであり，生
態，漁業形態などに変化があった場合には，慎重に予測
すべきと考えられた。

試験船によるトロール調査
　トロール調査における年齢別の採集状況では，唯一 5
歳プラスの最大採集尾数と推定資源尾数との間に正の相
関が認められたものの，同じ５歳以上の平均採集尾数と
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推定資源尾数との間には相関関係が認められなかった。
このことから，トロール調査の採集尾数には資源尾数が
反映されていないと思われ，採集尾数の多寡やCPUEを
組み込んだ前進計算によって，漁獲量の予測を行うこと
は困難であると考えた。なお，両者の間に相関関係が認
められない理由は明らかではないが，試験調査船による
トロール調査がスケトウダラ，ハタハタなどの調査を兼
ねて実施されており，ニシンが分布する海域全体を把握
する形で実施されていないことも原因の一つと考えられ
た。
　一方，トロール調査における年齢組成は，全年度の
データを使用したVPAによる年齢別資源尾数の組成と 1
歳を除いて類似性が高く，先述のように，前進計算によ
ってある程度の漁獲の予測が可能と考えられた 3歳以上
の資源尾数と合わせることで，2 歳の漁獲量を予測する
ことが可能と考えた。

VPAに基づく前進計算とトロール調査結果からの 1，2
歳漁獲量の予測
　トロール調査結果を組み入れた 2 歳の予測（Fig.5）
においては，前進計算のみによる予測に比べて，2005
年度および2007年度の予測が実際の漁獲により近いとい
った改善が見られた。このことからトロール調査の結
果の利用が予測において有効であると判断した。しか
し2003年度には実際の漁獲量が予測値を大きく上回り，
2006，2008年度も若干上回っていた。この2003，2006，
2008年度については，トロール調査における 2歳の採集
尾数／ 3 歳以上の採集尾数の比が，それぞれ4.33，3.32，
2.17であった。この比はその他の年では0.01～1.31と低
かったことから，3 歳以上の採集尾数に対して 2 歳の採
集尾数が多いほど予測が困難となる傾向があるものと考
えた。この要因については，2 歳魚の資源が先行する年
齢群よりも極端に大きな場合には，その魚群が調査海域
に集中しきれず，その量を把握しきれないといった状況
などが考えられるが，これについては今後の検証が必要
である。ただし，実際の漁獲量が予測値を下回ったのは
2009年度のみであり，それもわずかであったことから，
予測を参考に漁業を実施すれば，資源に対して過度の漁
獲圧をかけてしまう懸念は少ないものと考えられる。
　なお，1 歳について予測漁獲量と実際の漁獲量との間
に相関関係が伺えなかった要因としては，体が小さいた
めトロール調査において，他の年齢と同等の採集が困難
なことなどが考えられた。

2 歳魚以上の予測と実際の漁獲量（まとめ）
　今回， 3歳～ 5歳プラスについては前年度までの年齢

別漁獲尾数のデータを用いたVPAに基づく前進計算に
よって漁獲量の予測が可能なことが示された。また 2歳
についてもトロール調査における年齢比率を用いる予測
手法を開発し，おおよその漁獲量の予測が可能となった。
　しかし，この手法を用いても，本格的に漁獲対象と
なる 2 歳魚以上の予想漁獲量と実際の漁獲量において，
2003年度と2006年度，2008年度に両者の差が大きくなっ
た（Fig.6）。これについては，先行年級よりも格段に豊
度が高い年級が加入する際には，トロール調査でその状
況を把握しきれず，結果として予測が下にはずれる傾向
があると考えた。さらに2008，2009年度では，漁獲が増
大する局面では各年齢の F が減少傾向を示す11）ために
予測値は下にはずれるという傾向も働いたものと考えた。
ニシンは大きく資源変動する魚種であり，その予測手法
は資源の増加局面，減少局面などすべての状況で使用で
きるとは限らないと考えられる。また，本研究において
は予測値すべて点推定で実施したが，今後は信頼の幅に
ついても検討していく必要がある。以上から，資源変動
の要因の解明を含めて，継続的な予測手法の研究が必要
と考える。
　一方，石狩湾系ニシンの資源管理においては産卵親魚
量を250トン以上確保するという管理目標を立てている
8）。産卵親魚量は予想資源重量から予想漁獲量を減算す
ることで予測可能であり，その値が管理目標を下回る場
合に漁業の管理が必要となる。しかし，産卵の一翼を担
う 1歳については前述のように予測が困難であり，さら
に成熟割合の経年変動も観察されているため12），その再
生産能力を予測することは非常に困難となっている。従
って，現状では 2 歳以上の予想産卵親魚量が250トンを
下回る場合に何らかの措置をとるといった安全側にマー
ジンを取った管理が必要と考える。今回の手法は，少な
くとも資源の増加局面において資源を過大に評価する危
険性は少なく，その予測に従った管理を行うことで，資
源に対する過大な負荷を回避することが可能と考える。
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試験研究業績（外部への発表）　平成２１年度

資源管理部門

Development of stock management evaluation procedure incorporating uncertainty from sampling error（ 標 本
誤差による不確実性を考慮した資源管理方策評価方法の開発）：山口宏史（中央水試）　北海道大学博士論文，112，
2009. 9

日本海ニシン増大推進プロジェクトの成果：山口幹人（中央水試）　豊かな海　19，19－23，2009. 11

北海道産カラフトマスの形態変異：下田和孝，神力義仁，春日井潔（水産孵化場），星野　昇（中央水試）　日本水産
学会誌　76（1），20－25，2010. 1

スケトウダラ太平洋系群の資源変動におよぼす成魚期の海洋環境の影響に関する研究：志田　修（中央水試）　北海
道大学博士論文，177，2010. 3

北海道後志海域におけるイカナゴ稚魚のふ化と成長：星野　昇（中央水試）　2010（平成22）年度日本水産学会春季
大会講演要旨集，139，2010. 3

ホッコクアカエビに対するえびかごの網目選択性と網目拡大による管理効果の推定：山口浩志，西内修一（中央水試）
　平成21年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，101，2009. 10

北海道北部産マガレイの耳石輪紋径に基づく「育ち群」判別：6 歳までの「育ち群」の分布と成長・その応用：岡田
のぞみ（栽培水試），板谷和彦，和田昭彦（稚内水試），城幹昌（網走水試），山口浩志（中央水試），下田和孝（水産
孵化場）　2009（平成21）年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，102頁，P007，2009. 10

武蔵堆周辺海域におけるホッコクアカエビの分布と漁場形成：山口浩志，高嶋孝寛（中央水試）　2009年度水産海洋
学会研究発表大会講演要旨集，100，2009. 11

北海道日本海・オホーツク海沿岸域におけるスケトウダラ仔稚魚の分布：板谷和彦（稚内水試），三宅博哉（栽培水試），
和田昭彦（稚内水試），宮下和士（北大）　水産海洋研究　73，80－89，2009. 5.

宗谷岬弁天島に上陸するトドの糞分析による食性解析：後藤陽子，和田昭彦，前田圭司（稚内水試）ほか　　2009
年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，108，2009. 9

Comparison of the nutritional transition date distributions of marbled sole larvae and juveniles in Hakodate 
Bay,hokkaido: 城　幹昌（網走水試），高津哲也，中屋光裕，吉田直人，中神正康 Fisheries Science 75（3），619－628，
2009. 5

Recent grain size coarsening of Amur River floodplain deposits in the Sanjiang Plain, China : 山縣耕太郎，春山成
子，室岡瑞恵（網走水試） 7th INTERNATIONAL CONFERENCE ON GEOMORPHOLOGY Ancient Landscapes 
Modern Perspectives Melbourne, Australia，203，2009. 7

洪水の数値解析からみた湿地の遊水地機能評価―アムール川中流域の場合―：室岡瑞恵，桒原康裕（網走水試），春
山成子　2009年度　農村計画学会秋期大会学術研究発表会要旨集，32，2009. 9
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アムール川中流域における洪水の数値解析による湿地の遊水地機能評価：室岡瑞恵，桒原康裕（網走水試），春山成子，
山縣耕太郎2009年日本地理学会秋期学術大会要旨集，154，2009. 10

Numerical Analyses of Flood Control Basin Capability of the Wetland in the Middle Part of the Amur River．室岡
瑞恵，桒原康裕（網走水試），春山成子，山縣耕太郎 The East Asian Seas Congress 2009 in Manila Abstracts，84－
85，2009. 11

アムール川流域の土地利用変化とインパクト：春山成子，近藤昭彦，室岡瑞恵（網走水試） 地理  2009年12月号54－12，
40－51，2009. 12

Analysis of influence factor on the catch of Japanese sandfish by Danish seine (Letter)：藤森康澄（北大院水），石
田良太郎（釧路水試），本多直人（水工研）Mathematical and　Physical Fisheries Science Vol.7，90－96，2009. 9

北海道東部海域におけるスルメイカの漁況予報について（要旨）：坂口健司（釧路水試）スルメイカ資源評価協議会
報告（平成21年度），31－32，2010. 3

北海道東部浜中湾に放流されたマツカワ人工種苗の分布と成長：美坂正，佐々木正義，萱場隆昭（釧路水試），平野
豊樹（釧路水指），福永恭平，村上直人，宇田川徹（水研セ北水研），二宮正光（北大院水）2009（平成21）年度日本
水産学会春季大会講演要旨集，63，2009. 3

北海道東部浜中湾におけるマツカワ放流種苗の摂餌と成長・栄養状態の関係：二宮正光（北大院水），美坂正，佐々
木正義，萱場隆昭（釧路水試），平野豊樹（釧路水指），福永恭平，森岡泰三，宇田川徹（水研セ北水研），高橋豊美（北
大院水）2009（平成21）年度日本水産学会北海道支部大会講演要旨集，51，2009. 11

北海道沿岸海域で捕獲されたトドの肝臓試料における PCBs 全コンジェナーの濃度について：久保渓女（北大院），
山口勝透，姉崎克典，永洞真一郎（北海道環境研），三橋正基 ( 釧路水試），服部薫（水総研・北水研），田中俊逸（北
大院）第18回環境化学討論会要旨集，47，2009. 6

北海道沿岸海域で採捕されたトドの肝臓におけるダイオキシン類濃度とその汚染状況：山口勝透（北海道環境研），
久保渓女（北大院），姉崎克典，永洞真一郎（北海道環境研），三橋正基 ( 釧路水試），服部薫（水総研・北水研），田
中俊逸（北大院）第18回環境化学討論会要旨集，16，2009. 6

日本周辺海域におけるカタクチイワシの成熟状態の比較：須原三加，勝川木綿（東京大学），森泰雄（釧路水試），片
山知史（中央水産研究所），山本昌幸（香川県水産試験場），川村知彦，渡邊良朗（東京大学）2009年度水産海洋学会
研究発表大会，No25，2009. 11

北海道日本海海域におけるスルメイカ漁況予報の問題点：佐藤　充（中央水試），澤村正幸（函館水試）　スルメイカ
資源評価協議会報告（平成21年度），22，2010. 3

宗谷海峡のミズダコの資源管理とたこ漁家経営の両立を目指した資源管理システム：佐野　稔（稚内水試）　日本水
産学会誌　75（4）727－730　2009. 7
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海洋環境部門

道東沿岸流の水塊の季節変化：永田豊（日本水路協会海洋情報研究センター），小熊幸子（北水研），長瀬桂一，相川
公洋（根室市水産研究所），田中伊織，夏目雅史（中央水試），中多章文（道原環センター）　2009年度日本海洋学会
春季大会講演要旨集，4，2009. 4

道東沿岸流（沿岸親潮・道東暖流）の季節変化：永田　豊（日本水路協会海洋情報研究センター），小熊幸子（北水研），
長瀬桂一，相川公洋（根室市水産研究所），田中伊織，夏目雅史（中央水試），中多章文（道原環センター）　La mer,  
47，29-42，2009. 5

北海道西岸における１次元海洋生態系モデルの構築：高山勝巳，渡邊達郎（日水研），川村英之（日本原子力研究開
発機構），田中伊織（中央水試）　2009年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，4，2009. 9

噴火湾における自由生活性線虫の個体数変化：宮園　章（中央水試），奥村裕弥（函館水試）　2009年度日本海洋学会
秋季大会講演要旨集，2009. 9

北海道周辺海域における動物プランクトン優占種バイオマスの簡易モニタリング：嶋田　宏（中央水試）　2009年度
日本ベントス学会・日本プランクトン学会合同大会講演要旨集，2009. 10.

Spatial distribution of toxic dinoflagellate, Alexandrium tamarense in summer in the Okhotsk Sea off Hokkaido, 
Japan：嶋田　宏，宮園　章，澤田真由美，栗林貴範（中央水試），中多章文（道原環センター），浅見大樹（稚内水試）
　PICES Scientific Report No.36，227－232，2009. 11

道東沿岸流の水塊の季節変化：永田　豊（日本水路協会海洋情報研究センター），小熊幸子（北水研），長瀬桂一，相
川公洋（根室市水産研究所），田中伊織，夏目雅史（中央水試），中多章文（道原環センター）　La mer，47，67－73，
2009. 11

石狩湾系ニシンの仔稚魚期における成長・生残過程と沿岸水温：石田良太郎，佐々木正義（釧路水試），高柳志朗，
田中伊織（中央水試）水産海洋研究，77（4），319－321，2009. 11

北海道西岸における対馬暖流流量の低下現象：西田芳則，田中伊織（中央水試）　日本海及び日本周辺海域の海況モ
ニタリングと波浪計測に関する研究集会研究報告，27－39，九州大学応用力学研究所，2009. 12

栄養塩添加による磯焼け漁場藻場再生調査１　栄養塩添加前の海洋環境について：栗林貴範，宮園　章，嶋田　宏，
田中伊織（中央水試），赤池章一，吉田秀嗣，今井義弘（函館水試），高橋正士，須貝英仁，河井　渉（檜山南部水指），
伊藤智英，小川雄大（檜山支庁）　日本水産学会春季大会講演要旨集（ポスター発表），204，2010. 3

北海道石狩湾における融雪および集中豪雨後の基礎生産環境：栗林貴範，田中伊織（中央水試），Pawan Kumar Jha，
南川雅男（北大環境科学院）　日本水産学会春季大会講演要旨集（ポスター発表），222，2010. 3

枝幸沖水温の十数日変動：西田芳則，田中伊織（中央水試），深町康，大島慶一郎（北大低温研）　2010年度日本海洋
学会春季大会講演要旨集，98，2010. 3

2009年 5 月下旬の親潮域におけるNeocalanus 属カイアシ類バイオマスの低下と海況の関係：嶋田　宏（中央水試）　
2010年度日本海洋学会春季大会講演要旨集，249，2010. 3

試験研究業績（外部への発表）平成21年度 89



噴火湾における麻痺生貝毒原因プランクトン，Alexandrium tamarense シストの発芽能の維持年数：宮園　章（中央
水試），長井　敏，工藤　勲　2009年度日本ベントス学会・日本プランクトン学会合同大会講演要旨集，　2009. 10

有毒渦鞭毛藻 Alexandrium ostenfeldii の核リボソーマルRNA遺伝子領域に見られる多型とLAMP法を用いた 1 細
胞からの検出：長井　敏，馬場勝寿（函館水試），宮園　章（中央水試），Pia Tahvanainen, Anke Kremp, Anna 
Godhe, Lincoln Mackenzie, Donald Anderson 日本DNA多型学会第18回学術集会要旨集，2009. 11

資源増殖部門

北海道余市湾での2008年 8 月に放流した人工種苗ヒラメの放流後約１か月後の動態：石野健吾（中央水試）　平成21
年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，117，2009.9

北海道余市湾での2009年 8 月に放流した人工種苗ヒラメの放流後約 2 か月後の動態：石野健吾（中央水試）　平成22
年度日本水産学会春季大会講演要旨集，196，2010 .3

ホソメコンブの初期発生における栄養塩濃度と流速の関係：津田藤典（釧路水試）、秋野秀樹、高橋和寛、蔵田護（中
央水試）　日本藻類学会第34回大会プログラム，61，2010. 3

北海道におけるマツカワ栽培漁業の取り組み：中明幸広（稚内水試）　豊かな海　18，20－24，2009. 7

北海道のナマコ漁業管理と栽培漁業：中島幹二（稚内水試）　平成21年度第 1 回日本水産学会水産増殖懇話会講演要
旨集，5－6，2009. 9

北海道産ナマコの石灰環断面に現れる成長線の形成時期及び年齢との関係：吉村圭三（栽培水試），中島幹二（稚内水試）
　2009（平成 21）年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，102 頁，P005，2009. 9

北海道のナマコ漁業管理と栽培漁業：中島幹二（稚内水試）　日本水産学会誌　76（1），118－119，2010. 1

Scallop Detection from Gravel-Seabed Images for Fishery：榎本洸一郎，戸田真志，桒原康裕（網走水試），和田雅昭，
畑中勝守　IAPE Conference on Machine Vision Applications，MVA2009，2009. 5

水産資源量調査を目的とした海底画像からのホタテ領域抽出．シリーズ環境と画像処理技術第 3回：戸田真志，榎本
洸一郎，桒原康裕（網走水試）　画像ラボ，20，69－73．2009. 7

殻縁特徴を用いた砂場環境下でのホタテ領域抽出：榎本洸一郎，戸田真志，桒原康裕（網走水試）　Vision 
Engineering Workshop 2009，viEW2009．2009. 12

沿岸域における画像処理技術の利活用：戸田真志，榎本洸一郎，桒原康裕（網走水試）　第41回　北洋研究シンポジ
ウム要旨集，19－20，2010. 2

マガレイの摂餌，生残，成長，形態異常に及ぼす採卵ロットの影響：佐藤敦一（栽培水試），竹内俊郎（東京海洋大学）
　水産増殖 (Aquaculture　Sci．）57（2），243－248，2009. 6

マガレイの産卵間隔､ 総産卵量、産卵時刻、排卵周期：佐藤敦一（栽培水試），竹内俊郎（東京海洋大学）　水産増殖
（Aquaculture　Sci．）57（3），411－416，2009. 6
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12℃または15℃で飼育したマガレイの形態異常に及ぼす餌料中のドコサヘキサエン酸とエイコサペンタエン酸の
影響（短報）：佐藤敦一，高谷義幸（栽培水試）, 竹内俊郎（東京海洋大学）　日本水産学会誌　75（6），1070－1072，
2009. 11

Estimation of the period sensitive for the development of abnormal morphology in brown sole Pseudopleuronectes 
herzensteini fed live food enriched with docosahexaenoic acid：佐藤敦一（栽培水試），竹内俊郎（東京海洋大学）　
Fish Sci　75：985－991，2009. 6

The effect of docosahexaenoic and eicosapentaenoic acids in live food on the development of abnormal morphology 
in hatchery-reared brown sole Pseudopleuronectes herzensteini：佐藤敦一，高谷義幸（栽培水試）, 竹内俊郎（東京
海洋大学）Fish Sci　75：1001－1006，2009. 6

Docosahexaenoic acid requirement for the prevention of abnormal morphology in brown sole Pseudopleuronectes 
herzensteini during D-E larval stages：佐藤敦一，高谷義幸（栽培水試）, 竹内俊郎（東京海洋大学）　Fish Sci　 
75：1259－1266，2009. 7

免疫染色法によるホタテガイ幼生の判別技術開発－Ⅱ　－染色工程の簡便化－：清水洋平，高畠信一（栽培水試），
岩井俊治，山下正兼（北大先端生命科学研究院）　2010（平成22）年度日本水産学会春季大会講演要旨集，109項，
P111，2010. 3

北海道で放流されたヒラメ人工種苗の遺伝的多様性について：清水洋平，高畠信一，佐藤　一（栽培水試），西村　勉，
小林　聡，表谷光剛，渡邉郁夫，柳澤三朗（道栽培公社）　2009（平成21）年度日本動物学会北海道支部第55回大会
　講演予稿集， 5項，No.6，2009. 8

聞き取り調査から推定される天然マツカワの分布・移動：佐々木正義（釧路水試）平成21年度 ｢育てる漁業研究会｣
　マツカワ栽培漁業の安定化を目指して，講演要旨集19－30，2010. 1

低温蓄養による羅臼産エゾバフンウニの成熟制御技術の検討：萱場隆昭，辻　浩司，野俣　洋（釧路水試），菊池八起，
川端和博，大滝　勲，石亀正則（羅臼漁協），渡邉　徹（羅臼町役場），干川　裕（中央水試）2009（平成21）年度日
本水産学会秋季大会講演要旨集，41，2009. 10

風蓮湖ニシン、資源増大への挑戦：堀井貴司（釧路水試）　豊かな海，No.19，2009 .11

陸奥湾・太平洋北海域マダラ調査結果（北海道）：吉田秀嗣（函館水試）　栽培漁業資源回復等対策事業報告書（平成
21年度），41－48，2010. 3

Distribution of Zostera species in Japan. II Zostera asiatica Miki, Z. caespitosa Miki and  Z. caulescens Miki 
(Zosteraceae)：Tanaka, N., Akaike, S., Ishii, M., Ishikawa, R., Ito, H., Kudo, T., Muraoka, D., Oshino, A., Saigusa, M., 
Urabe, S., Yatsuya, K., Yoshimura, K., Morita, K., Saitoh, K. Bulletin of the National Museum of Nature and Science 
Series B (Botany)，35（4），211－218，2009. 12

北海道の養殖ホタテを汚損する外来種ヨーロッパザラボヤ（新称）：西川輝昭（東邦大）, 菅原理恵子（函館水試），
日本動物学会関東支部大会（第62回）講演要旨集，2010. 3
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噴火湾における底質の季節変化と突発的な底質の回復について：奥村裕弥，菅原理恵子（函館水試），木戸和男（地
質研海洋），大澤賢人（地質研海洋），工藤　勲（北大水），磯田　豊（北大水）　平成21年度日本海洋学会秋季大会講
演要旨集，147，2009. 9

初夏の噴火湾において発生する海底捕捉流：柴田　遥（北大水），磯田　豊（北大水），奥村裕弥（函館水試）　平成
21年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，148，2009. 9

噴火湾堆積物表層における生元素（炭素，窒素，ケイ素）の初期続成過程：谷沢弘将（北大地環研），日高康晴（北
大地環研），工藤　勲（北大水），奥村裕弥（函館水試）　平成21年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，151，2009. 9

噴火湾における栄養塩収支に与える津軽暖流水流入の影響：工藤　勲（北大水），高木健一郎（北大水），日高康晴（北
大地環研），奥村裕弥（函館水試）　平成21年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，149，2009. 9

加工利用部門

高塩分短期蓄養によるホタテガイの品質変化－ 1：木村　稔（中央水試），辻　浩司（釧路水試），櫻井　泉，菅原　玲，
福田裕毅（中央水試），野俣　洋（釧路水試）　平成21年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，92，2009. 10

高塩分短期蓄養によるホタテガイの品質変化－ 2：辻　浩司（釧路水試），木村　稔，櫻井　泉，菅原　玲，福田裕毅（中
央水試），野俣　洋（釧路水試）　平成21年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，92，2009. 10

脱血処理によるサケの高品質化に関する研究－ 1：蛯谷幸司，辻　浩司，佐藤暁之，武田浩郁（釧路水試），菅原　
玲（中央水試），坂本博幸（水産孵化場），野俣　洋（釧路水試）　平成21年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，91，
2009. 10

脱血処理によるサケの高品質化に関する研究－ 2：辻　浩司，佐藤暁之，信太茂春，野俣　洋（釧路水試）平成21年
度日本水産学会秋季大会講演要旨集，92，2009. 10

麻痺性貝毒プランクトン給餌で毒化させたホタテガイの部位別毒力：木村　稔，嶋田　浩，三上加奈子（中央水試）
　平成21年度水産利用関係研究開発推進会議利用加工技術部会研究会資料，12，2009. 11

水産資源の有効利用とゼロエミッション　厄介ものとその利用　ヒトデ：福士暁彦（中央水試）　平成22年度日本水
産学会春季大会講演要旨集，290，2010. 3

Lipid and fatty acid compositions differentite between wild and cultured japanes eel(anguilla japonica)： 億 理 尋
（鹿児島大学），菅原 玲（中央水試），Malay Choudhury，小松正治，山田章二，　安藤誠一（鹿児島大学）Food 
Chemistry 115，436－440，2009

産地の異なる日本産乾燥ナマコの性状及び化学成分について：成田正直，宮崎亜希子（網走水試），今村琢磨（中央水試）
　平成21年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，508，2009. 10

乾燥ナマコにおける煮熟条件と品質の関係：成田正直，宮崎亜希子，飯田訓之（網走水試）　平成21年度水産利用関
係研究開発推進会議利用加工技術部会研究会資料，86－87，2009. 11
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凍結 ･ 解凍処理した秋サケの筋肉で生じるプロテオリシスが色調に及ぼす影響：秋野雅樹，武田忠明（網走水試），
今村琢磨（中央水試），難波憲二，高橋是太郎　日本食品工学科学会誌，57（3），100－106，2010. 3

ニッポンヒトデ・コラーゲンペプチドの血糖値上昇抑制作用：水田卓志，永井裕次郎，岸村栄毅（北大院水），武田浩郁，
麻生真悟，蛯谷幸司，阪本正博，北川雅彦（釧路水試）, 佐伯宏樹（北大院水）平成21年度日本水産学会春季大会講
演要旨集，130，2010. 3

ホタテガイ卵巣由来マイコスポリン様アミノ酸の皮膚に対する紫外線防護効果：石原賢司（水研セ中央水研），蛯谷
幸司（釧路水試）平成22年度日本水産学会春季大会講演要旨集，163，2010. 3

マヒトデコラーゲンペプチドの血糖値上昇抑制作用：永井裕次郎，福盛田佳奈，岸村栄毅（北大院水），武田浩郁，
麻生真悟，蛯谷幸司，北川雅彦（釧路水試），飯田訓之（網走水試），佐伯宏樹（北大院水）平成21年度日本水産学会
秋季大会講演要旨集， 86，2009. 10

サンマ冷凍すり身の製造条件と品質解析：北川雅彦，麻生真悟（釧路水試）平成21年度水産利用関係研究開発推進会
議利用加工技術部会研究会資料，104－105，2009. 11

マヒトデ体壁からコラーゲンペプチドの調製とその血糖値上昇抑制作用：永井裕次郎，岸村栄毅（北大院水），武田浩郁，
麻生真悟，蛯谷幸司 ,　北川雅彦（釧路水試），飯田訓之（網走水試），佐伯宏樹（北大院水）平成21年度日本栄養食
料学会東北支部大会講演要旨集，2009. 11

アルデヒド類を指標としたサンマ肉の品質評価：田中竜介（水大校），辻　浩司，野俣　洋（釧路水試）　平成21年度
日本水産学会秋季大会講演要旨集，96，2009. 10

シシャモ一夜干しの製造条件による呈味成分の変化：佐藤暁之，辻　浩司，野俣　洋（釧路水試）　平成21年度日本
水産学会秋季大会講演要旨集，70，2009. 10

サンマスキンレスフィレブロックの品質について：佐藤暁之，辻　浩司，信太茂春，野俣　洋（釧路水試）平成21
年度日本水産学会秋季大会講演要旨集，93，2009.10

一夜干し製品の品質に対する乾燥条件の影響：佐藤暁之，辻　浩司，野俣　洋（釧路水試）平成21年度水産利用関係
研究開発推進会議利用加工技術部会研究会資料，26－27，2009. 11

サンマ肉のTMAO分解物生成抑制技術の開発：佐藤　渡（北大院水），辻　浩司，野俣　洋（釧路水試）平成22年度
日本水産学会春季大会講演要旨集，224，2010. 3
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水産工学部門

北海道石狩沿岸のガラモ場における魚類群集の食性：櫻井　泉，金田友紀，中山威尉，福田裕毅（中央水試），金子
友美（日本海洋生物研究所）日本水産学会誌　75（3）　365－375，2009. 7

底質の貫入抵抗がアサリの潜砂行動に及ぼす影響：中山威尉，福田裕毅（中央水試），秦　安史（道原環センター），
阿部英治（釧路水試），櫻井　泉（中央水試）　水産工学　46（1）29－36，2009. 7

主成分分析による構造の異なる単位魚礁に蝟集する魚類の魚礁性：山内繁樹（中央水試），峰　寛明（エコニクス），
金田友紀（中央水試），横山善勝（前中央水試），藤森康澄（北大水），木村暢夫（北大水）　水産工学　46（1）37－50，
2009. 7

ホタテガイ貝殻を用いたアサリ増殖場造成技術開発試験：櫻井　泉，福田裕毅（中央水試），前川公彦（サロマ湖養
殖組合），山田俊郎（西村組），齊藤　肇（水工研），桑原久実（水工研）　2009（平成21）年度水産工学会学術講演会
講演論文集，137－140

噴流式耕耘によるアサリ漁場の底質改善効果：中山威尉，福田裕毅，櫻井　泉（中央水試），秦　安史（道原環センター），
阿部英治（釧路水試）　2009（平成21）年度水産工学会学術講演会講演論文集，9－10

ホタテガイ貝殻を利用したアサリ増殖場造成試験：櫻井　泉（中央水試）　寒地技術論文・報告集　25，155－160

北海道における磯焼けの現状と対策：金田友紀（中央水試），桑原久実（水工研），川井唯史（稚内水試）　月刊海洋
　41（11），617－621，2009. 11
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スケトウダラ太平洋系群の資源変動におよぼす産卵親魚期における海洋環境の影響に関する研究

志田　　修 

　スケトウダラ太平洋系群は北日本の太平洋沿岸に分布する重要な漁獲対象資源であり、適切な資源状態の評価に加
え、近年注目されている環境の影響を考慮した資源変動機構の解明とその知見に基づく資源管理方法の策定が求めら
れている。本系群では資源変動機構の解明に向けて、その主因である加入量決定に影響を与える因子をスイッチとし
たコンセプトモデルが示されている。そこで本研究は、主たる漁獲対象である産卵親魚期を対象とし、この期のスイッ
チと考えられる産卵時期および場所の変動とそれに与える海洋環境の影響、また分布と漁業の関係について明らかに
することを目的とした。研究に使用した産卵親魚の分布状態および量は、1998年～2008年に主産卵場である日高湾に
おいて計量魚群探知機を用いて調べた。得られた分布データは地理情報システムを使用して海洋観測データと統合解
析した。その結果、産卵親魚は索餌場の道東海域から低温低層水に沿って日高湾に来遊し、産卵期に大陸棚上に移動
して親潮水およびその変質水中で産卵すること、産卵後は親潮水に沿って索餌場に移動することが示された。さらに、
日高湾への来遊時期は魚のサイズと索餌期における水温および餌動物プランクトン量の影響を受けて変動し、日高湾
における産卵場所は産卵期に流入する寒冷な沿岸親潮水の分布状態の影響をうけて変動することが示唆された。また、
このような魚の来遊時期や分布の変化を反映して、本種の主要な漁業である刺網と沖合底曳網の漁獲量が変動するこ
とが明らかとなった。これらの知見は、スケトウダラ太平洋系群の資源変動機構の解明に向けて有益な情報をもたら
すことができ、資源管理方策を検討する上でも重要な示唆を与えるものであった。今後、本研究の結果をベースに他
の成長段階における研究結果を統合することにより、太平洋系群の資源変動機構に及ぼす環境の影響をさらに解明す
ることができると期待される。

Ａ461　北水試研報　79　1−75　2011

石狩湾系ニシンの VPA およびトロール調査に基づく漁況予測

山口　幹人，三宅　博哉，高柳　志朗

　石狩湾系ニシン資源について，VPAおよび試験調査船によるトロール調査に基づく漁況予測を実施した。3歳以上
についてはVPAの結果からの前進計算によって予測を行い，一方，2歳についての予測はトロール調査における年齢
比率と前述の方法で算出した 3歳以上の予測値から求めた。そして，資源の増大局面においては，漁獲量の予測値は
低めに算出される傾向があった。その結果，本研究における予測手法は，石狩湾系ニシン資源の継続的な利用におい
ては安全な目標値となりうるものと考えた。

Ａ462　北水試研報　79　77−85　2011
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